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1　地　　勢
仙台市は明治２２年の市制施行以来，７回にわたっ
て周辺市町村を編入し，現在の面積は７８６．３０㎢で，
政令指定都市の中では浜松市・静岡市・札幌市・広
島市・京都市・岡山市に次いで第７位の広さとなっ
ています。
位置は宮城県のほぼ中央にあり，東は太平洋に面
し，北は東から西に沿って，七ヶ浜町，多賀城市，
利府町，富谷市，大和町，色麻町の各市町に境し，
西は山形県に接し，南は東から西に向かって，名取
市，村田町，川崎町に隣接しています。

市域の北端から西端にかけては，東北の脊梁と言
われる奥羽山脈が走り，市域の最高地点を一角にも
つ船形山（標高１，５００ｍ）をはじめ，標高１，０００ｍ級
の山並が連なっています。その東には広い丘陵地が
続き，その間を，七北田川，広瀬川，名取川が東流
して太平洋に注ぎ，これら３河川の堆積によって形
成された平野が，丘陵地の東側に広がっています。
中流域には河岸台地や段丘が発達し，これらと丘陵
地の一部は主として市街地，西部の山地と丘陵地は
山林，東部の低地は主に農耕地となっています。

加加加加加 仙台市の地勢，気象，人口 加加加加加

2　気　　象
太平洋に面した海洋性気候のために寒暖の差が少
なく，また，冬に奥羽山脈を越して吹き付ける北西
の風が乾いているために積雪が少ないのが特徴で
す。平年値で見ると，平均気温は１２．４℃，月最高が
８月の２４．２℃，月最低が１月の１．６℃ となっていま
す。また，年間降水量は１，２５４．１亜で，５月から１０
月までの半年間で年間の約７割を占めています。
平成２９年の年間平均気温は１２．９℃で，年間降水量
は１３２０．５亜でした。
 

3　総 人 口
仙台市は，明治２２年の市制施行以来，周辺市町村

を編入しながら，戦時中などの一時的な減少を除け
ば，ほぼ一貫して人口を増加させてきました。とり
わけ，東北の中枢都市として確固たる地位を占める
に至った昭和４０年代には著しい増加を示し，その後
も着実に増加を続けて現在に至っています。
平成２７年国勢調査における人口は１，０８２，１５９人で，

前回調査（平成２２年）と比較して３６，１７３人，率にし
て３．５％の伸びとなっています。
また，仙台市の近年の人口動向の特徴として，自

然増加数はゆるやかに下降しているものの，社会増
加数が増加傾向となっており，その要因の１つとし
て東京圏や仙台都市圏への転出者数の大幅な減少が
あげられます。

距 離地 名経 ・ 緯 度方 位

東西　５０．５８㎞
宮城野区港５丁目１４１°  ２' ４８”東 端

太白区秋保町馬場字岳山１４０°２８' １０”西 端

南北　３１．２０㎞
若林区藤塚字須賀 ３８°１０' ２６”南 端

青葉区大倉字横川岳 ３８°２７' １８”北 端
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4　年齢構造
人口年齢構造を，年齢（５歳階級）別の人口ピラ
ミッド（平成２７年１０月１日現在，国勢調査結果によ
る）でみると，全体的には張り出しが少なく，４０代
前半と６０代後半のピークが２つあるつぼ型に近い形
を示しています。
また，２０年前の平成７年の人口ピラミッドとの比
較によって年齢構造の変化を見ると，近年における
高齢社会を反映し，１４歳以下人口が少なくなってい
ます。
つぎに，年齢３区分別にみると，１５歳未満の年少
人口は１２万９，３０９人，１５～６４歳の生産年齢人口は６７
万８，９０８人，６５歳以上の老年人口は２３万４，３６０人で，
総人口に占める割合はそれぞれ１２．８％，６４．４％，
２２．８％となっています。前回調査に対する増減率を

みると，年少人口が５．７％の増加，生産年齢人口が
３．５％の減少，老年人口が１９．５％の増加となってい
ます。
※　総数には「不詳」を含むため，内訳を合計して
も総数に一致しません。割合は分母から不詳を除
いて算出しております。

5　世　　帯
平成２７年国勢調査における世帯数は４９８，９５３世帯
で，前回調査と比較して３３，６９３世帯，率にして７．２％
増加しています。
また，１世帯当たりの人員は２．１７人で，単身者世

帯の増加などによって，年々世帯規模の縮小が進ん
でいます。
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加加加加加 仙台市消防局・消防署所等の配置 加加加加加

消　防　局 

泉区 

青葉区 

太白区 

若林区 

宮城野区 

１ 

６ 消　防　署 

救急 
ステーション 

分　　　署 3 
17 出　張　所 

区・署境界線 

署境界線 

高森 松陵 

八乙女 

熊ヶ根 

秋保 茂庭 中田 
長町 

六郷 

若林 

太白 

宮城野 

青葉 

泉 

消防局 

宮　城 

鶴谷 

岩切 
高砂 

河原町 

小松島 

荒巻 
国見 

片平 

原町 

八木山 

根白石 

※　消防航空隊は仙台空港隣接地を活動拠点として，業務を行っています。

図－１　仙台市消防局・消防署所等の配置 （平成３０年４月１日現在）
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加加加加加 組織及び主な事務分掌 加加加加加
・儀式・交際，文書事務の管理，公印
・全国消防長会・宮城県消防長会の事務
・組織機構，職員の定数，人事評価，表彰
・職員の福利厚生，公務災害，研修
・消防団の事務
・仙台市消防音楽隊

・情報資産に係る総合的な企画・調整及び推進
・消防行政の総合的な企画・調整
・情報システム及びデータ管理に係る企画，調整
・汎用コンピュータ等による情報処理の推進
・消防力の整備，広報，消防相互応援協定
・庁舎の建設・維持管理
・車両の調達・維持管理
・予算・決算の総合調整，被服貸与
・消防通信施設の整備・保全

・防火・防災思想の普及・宣伝
・婦人防火クラブ等の指導育成に係る企画・調整
・予防査察・消防用設備に係る企画・調整
・防火対象物の違反処理に係る企画・調整及び推進
・火災原因調査

・危険物施設の許認可
・石油コンビナート等災害防止法に基づく事務
・高圧ガス・液化石油ガス施設等の許認可・検査
・火薬類製造等の許認可・検査

・消防機械器具の保全・研究
・消防水利の整備・保全
・警防本部の運営
・救助業務・救助活動体制
・緊急消防援助隊，国際消防救助隊

・救急業務に係る企画・調整
・救急隊員の教育
・応急手当の普及啓発
・救急ステーションの運営

・指令管制及び災害活動支援に係るデータの保全
・災害に関する情報・統計
・災害の通信・指令
・通信統制，気象情報の収集伝達

・航空消防業務の企画運営
・航空救助，救急等の業務
・回転翼航空機の運航管理・点検整備
・回転翼航空機・航空施設の管理

・署内事務の総合調整，文書事務の管理
・経理，署員の福利厚生，消防団の事務
・水火災その他の災害の消防活動
・警防計画・訓練，火災原因調査，予防査察
・救急業務・救助業務

・自主防火防災組織の指導育成
・婦人防火クラブ等の指導育成
・防火活動協力団体の指導育成
・予防査察，違反処理
・建築物の許可，認可，確認の同意
・消防用設備等の設置指導・検査

・水火災その他の災害の消防活動
・警防計画・訓練，火災原因調査，予防査察
・救急業務
・特別機動救助隊(六郷・八乙女）

・署内事務の総合調整，文書事務の管理
・予防査察，自主防災組織の指導育成
・水火災その他の災害の消防活動
・救急業務・救助業務

消　防　局 

警　防　部 

消　防　署 

予　防　部 

総　務　部 

（青　葉） 
（宮城野） 
（若　林） 
（太　白） 
（　泉　） 

総　務　課
総　務　係
人事研修係
消 防 団 係

管　理　課
企画広報係
施　設　係
経　理　係
情報通信整備室

予　防　課
予　防　係
指　導　係
調　査　係

指　令　課
指令第1・2係

警　防　課

警　防　係
計画救助係

危険物保安課
危 険 物 係
保　安　係

警　防　課
管　理　係
警防第1・2係
救　急　係
消防出張所

予　防　課
予　防　係
指　導　係

救　急　課
救急管理係
救急指導係

消防航空隊
航空救助係
航空飛行係
航空整備係

消 防 分 署
高砂／六郷／八乙女

消防第1～3係（高砂）
消防第1～2係（六郷・八乙女）
消防救助係（六郷・八乙女）

総務係
予防係

警防第1・2係
救急係

消防出張所

宮城消防署

図－２　組織及び主な事務分掌 （平成３０年４月１日現在）
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加加加加加 消防署所別面積，人口及び世帯数 加加加加加
表－１　消防署所別面積，人口及び世帯数 （平成３０年４月１日現在）

人口密度（人／錫）世帯数（世帯）人　口（人）面　積（錫）区　　分
5，432119，085217，28440青葉消防署合計
10，06923，20140，2754本 署
5，39123，76843，1308国 見
2，21818，00731，05114片 平
7，99926，81247，9946小 松 島
6，85427，29754，8348荒 巻
3，25991，984189，01158宮城野消防署合計
4，11716，64732，9398本 署
1，84323，63951，60028高 砂
2，04210，41924，50712岩 切
7，33621，35644，0156鶴 谷
8，98819，92335，9504原 町
2，64065，184134，64951若林消防署合計
2，63330，92665，82725本 署
1，98023，00641，58921六 郷
5，44711，25227，2335河 原 町
1，000104，479228，074228太白消防署合計
4，12830，18266，04216本 署
6，73827，90560，6409長 町
5，22424，29957，46511中 田
3，75814，17326，3087八 木 山
291，9214，127144秋 保
3295，99913，49241茂 庭
1，45494，172213，758147泉 消 防 署 合 計
4，39826，53257，17113本 署
4，76031，16366，63914八 乙 女
3，84211，89726，8947松 陵
2，02111，12928，29814高 森
35113，45134，75699根 白 石
28230，51473，826262宮城消防署合計
91928，70069，80876本 署
221，8144，018186熊 ケ 根

1，344505，4181，056，602786消 防 局 合 計

※　署所面積は概数です。また，小数点以下を省略したため市域面積と一致しません。
　　人口及び世帯数は平成３０年４月１日現在の住民基本台帳に基づき算定しました。
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加加加加加 消防局及び消防署所等の所在地一覧 加加加加加
表－２　消防局及び消防署所等の所在地一覧 （平成３０年４月１日現在）

面　積（㎡）
建築年構　造所　　在　　地区　分

延　べ敷　地

８，８３６．７１３，５４５．６５Ｓ５６SRC，RC造８/１青葉区堤通雨宮町２番１５号
消 防 局
本 署

青
　
　
　
葉

７８８．１４１，３３６．５９Ｈ８RC造一部S造２/０青葉区国見三丁目１１番１９号国 見
８５１．４０１，０８６．１８Ｓ６３RC造一部S造２/０青葉区片平一丁目５番１３号片 平
４６６．６４４，７０４．８０Ｓ５５RC造２/０青葉区小松島四丁目７番１号小 松 島
５９９．９４１，５７１．０４Ｈ２２RC造一部S造２/０青葉区川平三丁目３番４８号荒 巻
３，０７８．９８５，０８６．７４Ｓ５８RC造一部S造３/０宮城野区苦竹三丁目６番１号本 署

宮
　
城
　
野

１，５７４．０３３，０６８．１１Ｈ１１RC造一部S造２/０宮城野区高砂一丁目３０番地の１５高 砂
７５２．２８１，４６５．０７Ｈ２７S造２/０宮城野区岩切字三所南１番地の４岩 切
７９６．１１１，４２２．５１Ｈ２０RC造２/０宮城野区鶴ヶ谷八丁目１９番地の６鶴 谷
７４３．７１８９８．００Ｈ６RC造３/０宮城野区原町一丁目３番５４号原 町
３，０６６．５８２，９２９．２２Ｈ４RC造４/０若林区遠見塚二丁目２５番２０号本 署若

　
　
林

１，９７６．５１２，９９９．７８Ｈ２９RC造４/０若林区今泉字久保田東３２番地の６５六 郷
１，２４６．５６８８１．４８Ｈ２１S造３/０若林区河原町一丁目２番１号河 原 町
２，８４５．７５４，１５５．４２Ｈ１RC造一部S造４/０太白区山田北前町１５番１号本 署

太
　
　
　
白

９９２．９４１，４９９．００Ｈ１４RC造一部S造２/０太白区大野田五丁目５番地の１長 町
７９６．７４１，３１６．８３Ｈ７RC造２/０太白区中田四丁目１４番５号中 田
７４９．９１１，４５９．６５Ｈ２５RC造２/０太白区八木山香澄町２５番２０号八 木 山
５５９．３８２，５７３．６０Ｈ５RC造２/０太白区秋保町湯向２９番地の７秋 保
４８６．０７１，０１１．０１Ｈ６RC造一部S造２/０太白区茂庭台四丁目１番３４号茂 庭
３，９４９．１７１２，０１８．３１Ｈ１２RC造一部S造４/０泉区将監四丁目４番１号本 署

泉

１，４３０．４６１，５３９．０２Ｈ２２RC造２/０泉区八乙女中央三丁目７番６０号八 乙 女
４００．３０１，４００．８１Ｈ３RC造一部S造１/０泉区松陵五丁目２０番地の３松 陵
５１３．９８２，３３５．３０Ｈ５RC造一部S造２/０泉区高森四丁目２番地の６１６高 森
７６５．３５１，３５３．０５Ｈ１７RC造一部S造２/０泉区小角字館前１２番地の１根 白 石
２，１５９．７０３，４９５．８８Ｈ９RC造３/０青葉区落合二丁目１５番１号本 署宮

城 ５２０．５７１，５００．００Ｈ４RC造一部S造２/０青葉区熊ケ根字町一番の五１番地の７熊 ケ 根

７５４．４０６５３．６６Ｈ２６RC造２/０太白区あすと長町一丁目１番１号
救急

ステーション

２，２５８．７３４，２９９．６５Ｈ３０S造３/０岩沼市空港西一丁目７番地消防航空隊



業 務 概 要業 務 概 要 
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加加加加加 消 防 予 算 加加加加加

表－３　年度当初予算の比較

1　平成３０年度当初予算の概要
消防局の平成３０年度当初予算額は１５９億１，２２６万円

で，仙台市一般会計予算５，３９０億３，２００万円に占める
割合は３．０％となっています。
消防費の科目別内訳は，人件費，庁舎維持管理費，
総合防災情報システム運用に要する経費等の消防費
として１１７億６，３６３万円，団員報酬等，退職報償金，
消防団施設等整備費の消防団費として４億９，４４４万

円，通信システム整備費，消防車両整備費，庁舎施
設・設備整備費等の消防施設費として３６億４，７３２万
円，災害弱者の家具転倒防止事業費の防災対策費と
して５８１万円，水防用資機材整備費の水防費として
１０４万円です。
また，消防費の性質別内訳は，人件費１０８億２７１万

円，事業費５１億９５５万円となっています。

対前年度比３０年度当初予算
（千円）

２９年度当初予算
（千円）

区　 　 　 分
割合（％）金額（千円）

96．7△28，872，946840，067，383868，940，329予算総額（企業会計を除く）

98．4△8，601，000539，032，000547，633，000一 般 会 計 総 額

99．7△51，99315，912，26715，964，260消 防 費

3．0%2．9%（ 対 一 般 会 計 構 成 比 ）

100．441，26811，763，63511，722，367消 防 費

内　　 訳

97．7△11，419494，443505，862消 防 団 費

97．8△81，7343，647，3273，729，061消防施設費

99．0△575，8135，870防災対策費

95．4△511，0491，100水 防 費

0．0△11，778011，778災 害 復 旧 費
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桓　過去３年間の歳出決算額
表－５　歳出決算額（一般会計との比較）

対一般会計構成比
（％）

消　　防　　費
（千円）

一　般　会　計
（千円）年　度　別

2．6 14，261，223543，925，26626

2．9 15，066，714523，994，45927

2．9 13，989，521476，367，14128

2　主な事務事業の概要
平成３０年度は，近年の気候変動や社会構造の変化
を背景に災害が大規模化，複雑・多様化する傾向の
中で，日常生活の基盤として市民の方々から消防局
に寄せられている期待に応え続けるため，消防局運

営の基本方針に掲げる「消防活動体制の充実」「救急
業務実施体制の充実」「火災予防対策等の推進」「大
規模災害等への対応」「業務執行体制の充実」の各種
事業について，組織一丸となり総合的に取り組みま
す。

表－４　主な事務事業の概要

事業費
（千円）概　　　　　　　要事　　業　　名

3，039，449
署所改修・消防車両更新等による総合的な消防力の整備，複雑多様化
する災害に対応するための活動体制の充実強化，円滑な通信・指令体
制の確立，計画的な消防団の充実強化，航空消防体制における活動能
力の向上等を推進し，迅速かつ効果的・効率的な消防活動を実施する。

消 防 活 動 体 制 の 充 実

171，134

救急隊増隊等の救急需要対策，救急救命士の養成及び生涯教育の実施
等によるメディカルコントロール体制の充実，情報システム等の効果
的な運用や医療機関との連携体制の構築による救急搬送体制の整備，
医師等による救急現場活動体制の充実，市民等への応急手当の普及啓
発等を推進し，傷病者の救命効果の向上を図る。

救急業務実施体制の充実

95，492
火災件数の更なる減少及び死傷者の低減に向け，市民協働の取り組み
を推進するため，総合的な火災予防対策の充実強化に取り組む。ま
た，危険物施設等からの重大事故防止に向け事業所等と連携した安全
確保対策の取り組みを推進する。

火 災 予 防 対 策 等 の 推 進

325，718
東日本大震災の経験を踏まえながら大規模災害対策を推進し，今後の
大規模地震災害等に備え，防災・減災対策事業の更なる充実を図る。
また，大雨，台風等による大規模な自然災害に的確に対応できる体制
の充実を図る。

大 規 模 災 害 等 へ の 対 応

36，063より効果的・効率的な業務運営を図るとともに，消防職員として必要
な知識及び技能のレベルアップと活力ある職場づくりを推進する。業 務 執 行 体 制 の 充 実
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加加加加加 消 防 職 員 加加加加加

1　職員の配置状況
平成３０年４月１日現在の消防職員数は，１，１０８人

（消防学校入校中及び派遣等の職員６１人を含む）と
なっており，配置状況は，消防局に２１４人，消防署に
８９４人となっています。
勤務形態別配置状況は，交代制勤務者（警防部救
急課，指令課及び消防航空隊，並びに消防署警防課
及び消防分署）が８２５人，毎日勤務者が２８３人となっ

ております。

2　職員研修の状況
消防職員の学校教育機関として，消防大学校

（国），消防学校（県）があります。
平成２９年度は，消防大学校に８人，消防学校に１１０

人の計１１８人の職員をそれぞれの教育目的に応じた
研修科目に派遣し，知識・技術の向上を図りました。

表－６　職員の配置状況
宮　城泉太　白若　林宮城野青　葉消防局計区　分

11消 防 司 監
44消 防 正 監

11111229消 防 監
461071092672消 防 司 令 長
9191016151038117消 防 司 令
25514941455565331消 防 司 令 補
23415936475428288消 防 士 長

11125消 防 副 士 長
22384230475140270消 防 士

11011その他の職員
841571721331671812141，108小計
644344934再 任 用 職 員
901611761361711852231，142合計

（平成３０年４月１日現在）

表－７　職員研修の状況 （平成２９年度中）

受講者数日数対象者・資格等研　　修　　種　　別区　分
１３２日消防司令幹部科（第５１期）

消
防
大
学
校学

　
　
校
　
　
研
　
　
修

１３４日消防司令補以上で警防業務に従事している者警防科（第１０２期）
１３４日消防士長以上で火災調査業務に従事している者火災調査科（第３３期）
１９日緊急消防援助隊の指揮支援部隊長等緊急消防援助隊教育科　指揮隊長コース（第１８回）
１１０日消防司令補以上で管理指導的な者等緊急消防援助隊教育科　航空隊長コース（第１７回）
１１０日特別機動救助隊長等緊急消防援助隊教育科　高度救助・特別高度救助コース（第7回）
１１５日NBC災害担当者又は特別機動救助隊長等緊急消防援助隊教育科　ＮＢＣコース（第7回）
１7日消防司令補又は消防士長の階級にある女性消防吏員女性活躍推進コース（第２回）
４１１８０日新たに消防職員に任命された者初任総合教育（第２１期）

宮
城
県
消
防
学
校

６7日消防司令補又は消防士長の階級で現場指揮の業務に従事している者特殊災害科（第５期）
５１０日消防司令補又は消防士長の階級で査察業務に従事している者予防査察科（第６期）
６１０日消防司令補又は消防士長の階級で火災調査業務に従事している者火災調査科（第８期）
８7日消防司令及び組織の管理を職務とする消防司令補の階級にある者中級幹部科（第３０期）
５２日消防司令長以上（消防大学校上級幹部科修了者を除く。）の階級にある者上級幹部科（第６期）
６５日災害現場において，部隊指揮，安全管理を担当する者指揮隊長教育講習
６１０日救助隊員として，１～５年間従事している者救助隊員再教育講習
６３日はしご自動車の操作に従事している者はしご自動車操作講習
１５５日薬剤投与実施に係る認定を受けている救急救命士救急救命士処置拡大講習
６４日救急救命士の資格を有する者救急救命士再教育講習
６３日関係職にある者２級小型船舶操縦士

資
格
取
得
研
修

派
　
　
遣
　
　
研
　
　
修

１２日〃特殊小型船舶操縦士
６１日〃衛生管理者
８３日〃小型移動式クレーン
８３日〃クレーン玉掛け
３９日〃第１級陸上特殊無線技士
１１日〃潜水士
１９３４日〃大型自動車免許
１７１９日〃中型自動車免許
２１日〃特別管理産業廃棄物管理責任者
7１２６日救急救命東京研修所等での研修に派遣を命ぜられた者救急救命士養成研修救

急
救
命
士

６３０日救急救命士の国家試験合格者で救急救命士の業務運用がされていない者救急救命士就業前病院実習
１０３２日救急救命士救急救命士定期研修
７５３６５日〃救急ステーション実習
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加加加加加 広　　　報 加加加加加

1　主な広報活動
市民との協働による消防防災行政を推進するた
め，市民の皆さんが知りたい情報，暮らしの安全に
役立つ情報を提供して，消防防災行政への理解と協
力が得られるよう，広報活動を実施しています。
主な広報活動としては，各種事業や行事等につい
て市政記者クラブ等に対する資料の提供，ポス
ター，チラシ等の作成・配付，インターネットを通
じた防火防災情報の発信などを行っています。

2　マスコットキャラクター

※　各まさむね君は「伊達 家  伯 記念會」の協力を得ております。
か はく

（平成２９年度中）

表－８　主な広報活動

件　数広　報　活　動

32市 政 ク ラ ブ 資 料 提 供

45取 材 協 力

15市 政 だ よ り （ 全 市 版 ）

153フェイスブックのよる情報発信

「防災まさむね君」

「火消しまさむね君」 　「ＱＱまさむね君」

「レスキューまさむね君」
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加加加加加 消 防 音 楽 隊 加加加加加

1　消防音楽隊の活動
仙台市消防音楽隊は，現在隊長以下２８名の隊員で
編成されており，消防関係行事をはじめ各区民まつ
りなど仙台市の行事や，七夕まつりなどの伝統的行
事にも出場しています。
また，カラーガード隊「グリーン・ジュエルズ　
ＳＥＮＤＡＩ」による華やかな演技を取り入れた効
果的な市政広報を行っております。

※平成３０年４月１日現員数：隊長以下２８名（音楽隊
２５名・カラーガード隊３名）

図－３　音楽隊構成図 （平成３０年４月１日現在）

隊　　　長

非常勤講師

副　隊　長

経 理 担 当 予算の管理

管 理 担 当 楽器・楽譜・被服等の整理保管

企 画 担 当 出場・訓練の調整

渉 外 担 当 渉外連絡及び広報

楽　　　長 副　楽　長

カラーガード隊

パートリーダー 隊員

（グリーン・ジュエルズ　ＳＥＮＤＡＩ）

コンサートマスター
ドラムメジャー

図－４　楽器編成図

木 管 楽 器 

打　楽　器 
電 気 楽 器 

指揮者 
（楽長・副楽長） 

ドラムメジャー 

※演奏形態により，楽器の持ち替えあり 

金 管 楽 器 

ト ラ ン ペ ッ ト⑸

ト ロ ン ボ ー ン⑷

チ ュ ー バ ⑴ 

アルトサクソフォン⑶

テナーサクソフォン⑵

バリトンサクソフォン⑴ 

パ ー カ ッ シ ョ ン⑵ 

セ ッ ト ド ラ ム⑴ 

エ レ キ ギ タ ー⑵ 

ベ ー ス ギ タ ー⑴ 

電 子 ピ ア ノ⑴ 
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表－１０　楽器保有数 （平成３０年４月１日現在）

表－９　出場状況及び訓練回数

平成22年度平成23年度平成24年度平成25年度平成26年度平成27年度平成28年度平成29年度区　　分

25（14）19（14）31（19）25（14）36（14）34（15）33（20）32（22）出 場 件 数

15（5）9（6）19（9）14（6）20（5）18（5）14（4）14（6）消防関係行事

7（6）7（7）10（8）10（7）15（8）15（9）18（15）18（16）市 関 係 行 事

3 （3）3（1）2（2）1（1）1（1）1（1）1（1）0その他の行事

97（54）97（58）138（82）133（97）104（86）98（89）98（114）104（133）訓 練 回 数

※（　）内の数字はカラーガード隊の出場・訓練回数。

楽　器　名　称（木管楽器・金管楽器）

区　分

チ

ュ

ー

バ

ト
ロ
ン
ボ
ー
ン

ユ
ー
ホ
ニ
ュ
ー
ム

ホ

ル

ン

コ

ル

ネ

ッ

ト

ト
ラ
ン
ペ
ッ
ト

バ
リ
ト
ン
サ
ッ
ク
ス

テ
ナ
ー
サ
ッ
ク
ス

ア
ル
ト
サ
ッ
ク
ス

ソ
プ
ラ
ノ
サ
ッ
ク
ス

バ
ス
ク
ラ
リ
ネ
ッ
ト

ク
ラ
リ
ネ
ッ
ト

オ

ー

ボ

エ

フ

ル

ー

ト

ピ

ッ

コ

ロ

252417135116143演　 奏　 用

324マーチング用

楽　器　名　称（パーカッション）

区　分

電

子

ピ

ア

ノ

エ
レ
キ
ベ
ー
ス

エ
レ
キ
ギ
タ
ー

テ
ィ
ン
バ
レ
ス

ボ

ン

ゴ

コ

ン

ガ

グ

ロ

ッ

ケ

ン

ビ
ブ
ラ
フ
ォ
ン

シ

ロ

フ

ォ

ン

テ

ィ

ン

パ

ニ

テ
ナ
ー
ク
ォ
ー
ド

ス
ネ
ア
ド
ラ
ム

バ

ス

ド

ラ

ム

ド
ラ
ム
セ
ッ
ト

シ

ン

バ

ル

1121112111　　112演　 奏　 用

　　　1224マーチング用
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加加加加加 警　　　防 加加加加加

1　警防業務の実施体制
本市の消防は，昭和２３年１１月に自治体消防として
発足以来，火災を中心とした各種災害の教訓を活か
しながら，施設，装備などのハード面から消防力の
整備を図るとともに，それらを有効に活用するため
の訓練等により，的確な災害対応を実施することで
安全・安心な市民生活の確保に努めてまいりました。
しかしながら，都市構造の変化や少子高齢化に代
表される社会環境等の変化に伴い，災害事象も複雑
多様化・大規模化しており，警防業務の広がりに加
え，従来にも増して迅速的確な災害対応が求められ
ております。

こうした背景の下，本市においては平成３０年４月
１日現在，各消防署（６署）に指揮隊及び警防隊を
配置するとともに，各消防分署（３分署）及び消防
出張所（１７出張所）に警防隊を配置し，昼夜を問わ
ず各種災害対応を実施しています。

2　消防隊の出場状況
平成２９年中における消防隊の出場件数は３，３８３件
で，出場延人員は３５，４８９人でした。その内訳は，火
災出場（管外出場含む）が２８３件（出場人員５，７７４人），
火災以外の災害出場が３，１００件（出場人員２９，７１５人）
となります。

表－１１　災害種別の出場状況　 （平成29年中）

一件あたりの
出 場 人 員

一件あたりの
出 場 台 数出場人員出場台数出場件数区　　　分

10．52．735，4899，1693，383合　　　計

30．66．13，02860599放 水
火
災 14．92．92，692530181非 放 水

18．02．75483管 外
4．91．2706179145自 然 災 害

火
災
以
外

19．75．07，5741，916384救 助
7．22．01，852517256危 険 物 漏 洩
29．38．33519912ガ ス 漏 れ
25．96．82，51565697誤 報
13．03．23257925偽 報
5．51．32，179530397非 火 災 報
8．02．410，4393，0711，300Ｐ Ａ 連 携
7．82．03，774979484そ の 他

表－１２　消防隊の訓練実施状況 （単位：回）（平成２９年中）

効果確認災害対応
訓 練

集団災害
訓 練消防訓練水防訓練林野火災

訓 練
機器操作
訓 練

活動技術
訓 練

指揮技術
訓 練区 分

134172222062496，5785，327291合計

1924233211，15285723青 葉
628115－21，08687966宮 城 野
420163111，33572785若 林
34691042011，3451，27038太 白
413659－－97188332泉
11171281149853643宮 城
－2114－31911754消防航空隊



―　　―１４

3　消防隊の訓練実施状況
消防を取り巻く社会情勢の変化に伴い，火災はも
とより，集団災害や特殊災害など，災害も複雑多様
化し，従来の消防活動に加えて，新たな知識や資機
材，消防戦術が必要とされています。このような変
化に確実に対応し，災害による被害を軽減するた
め，社会情勢に即応した訓練を実施しています。

災　害　の　内　容活　動　期　間年件数

岩手県内陸北部地震H10．9．4（１日）101
北海道有珠山火山災害H12．4．3～H12．4．19（１７日）122
十勝沖地震H15．9．26（１日）

15
3

出光興産北海道製油所貯蔵タンク火災H15．9．28～H15．10．11（１４日）4
新潟・福島豪雨H16．7．14～H16．7．15（２日）

16
5

新潟県中越地震H16．10．23～H16．10．28（６日）6
新潟県中越沖地震H19．7．16～H19．7．23（８日）197
岩手・宮城内陸地震H20．6．14～H20．6．18（５日）

20
8

岩手県沿岸北部地震H20．7．24～H20．7．24（１日）9
平成28年台風第１０号災害H28．8．31～H28．9．9（１０日）2810

表－１３　本市緊急消防援助隊の出場実績

表－１４　本市緊急消防援助隊の登録状況
（平成３０年４月１日現在）

登録人数登録隊数区 分
212（１９８）51（48）合 計

153指 揮 支 援 隊

41
宮 城 県 大 隊 指 揮 隊
宮城県統合機動部隊指揮隊

6513消 火 小 隊
153救 助 小 隊
246救 急 小 隊
188後 方 支 援 小 隊
31通 信 支 援 小 隊
28（　18）7（　5）特 殊 災 害 小 隊
246特 殊 装 備 小 隊
122航 空 小 隊

※１　（　）内は重複を除いた数
※２　宮城県大隊指揮隊は宮城県統合機動部隊指揮隊を兼ねる

4　緊急消防援助隊
緊急消防援助隊は，阪神・淡路大震災の教訓を踏

まえて，国内で発生した地震等の大規模災害時にお
ける人命救助活動をより効果的かつ充実したものと
するため，平成７年６月に発足しました。本市のこ
れまでの出動実績は，１０件となっています。
平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災では，

全国の緊急消防援助隊が被災地に応援のために出動
し，仙台市は，札幌市消防局，東京消防庁，北九州
市消防局の航空隊と，神奈川県，三重県，島根県，
熊本県の陸上隊の応援を受け，消火，救助，救急及
び危険物排除等の災害に対応いただきました。
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1　救助業務の実施体制
近年発生している多種多様な救助事案に的確に対
応するため，平成１９年４月に消防活動体制を再編
し，人命の救助に関する専門的かつ高度な知識を
持った特別機動救助隊（スーパーレスキュー仙台，
２隊３２名・特殊災害対応車（ＮＢＣ車）１台・救助
工作車Ⅲ型２台・特別高度工作車１台・水難救助車
１台を運用）を青葉消防署と若林消防署に配置しま
した。その後，若林消防署配置隊を平成２１年４月１
日から若林消防署河原町分署へ，平成２９年４月１日
から若林消防署六郷分署へ配置替えしています。ま
た，青葉消防署配置隊を平成２２年１１月１日から泉消
防署八乙女分署へ配置替えしています。更に，各消
防署（６署）に救助隊と消火隊の機能を併せ持つ特
別消防隊（ファイヤーレスキュー，６隊９６名・ポンプ
付救助工作車６台・はしご自動車６台，大型水そう
車６台を運用）を配置して，救助業務を実施してい
ます。

2　事故種別救助隊出場件数及び活動の状況
平成２９年中における救助活動実施状況は，救助出
場件数６３１件（対前年６５件増），救助活動件数３５８件
（同２４件増），救助人員２８３人（同３６人増）となってい
ます。

3　救助隊の訓練実施状況
各救助隊は人命の救助に関する専門的な教育を受

けた隊員により，複雑多様化する火災・交通事故・
水難事故・自然災害等のあらゆる災害現場において
迅速かつ確実な人命救助活動及び消火活動を行うた
め，各種訓練を実施しています。

4　国際消防救助隊（ＩＲＴ）
仙台市は，昭和６２年に国際消防救助隊協力都市と

なり，職員１１名が国際消防救助隊員に登録されてい
ます。出動体制は協力都市で日付毎グループ化して
おり，本市の場合，毎月１７日から２０日までの間に消
防庁長官から要請があったときに出動する体制と
なっています。
本市では，平成１１年９月２１日に発生した台湾地震

へ４名，平成１５年６月２２日に発生したアルジェリア
北部地震へ２名，平成２９年９月２０日に発生したメキ
シコ地震へ３名の隊員を日本救助チームの一員とし
て派遣し，人命救助活動にあたりました。

加加加加加 救　　　助 加加加加加

表－15　事故種別救助隊出場件数及び活動状況 （過去３年）

救　助　人　員活　動　件　数出　場　件　数災 害 種 別 27年28年29年27年28年29年27年28年29年
342247283427334358686566631合 計
98167461621088188建 物火 災 1433231427建物以外
89718281657511497125交 通 事 故
111311151611181715水 難 事 故
612528232924自 然 災 害 事 故
564544645機 械 に よ る 事 故
11090120140109147168135176建 物 等 に よ る 事 故
3321283212212ガ ス 及 び 酸 欠 事 故

破 裂 事 故
5443686650199194179そ の 他 の 事 故

回　　数訓　練　内　容
2,180体 力 練 成 訓 練
1,167ロープ基本・応用訓練
2,345検 索 ・ 救 助 訓 練
1,431各種救助器具取扱訓練
184各種救助事象想定訓練
1そ の 他 の 訓 練

7,308合 計

表－１６　救助隊の訓練実施状況　
（平成２９年中）
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加加加加加 航 空 消 防 加加加加加

1　航空消防業務の実施体制
仙台市消防航空隊は，ヘリコプターを活用した山
林火災における空中消火，遭難者の検索や救助，救
急搬送，ヘリコプターテレビ電送システムなどを活
用した情報収集等の航空消防活動を実施するため，
平成５年４月に太白区郡山の「仙台ヘリポート」を
基地として発足しました。
そして，平成１３年２月には若林区荒浜に「仙台市
消防ヘリポート」が完成し，同年４月からこのヘリ
ポートに「荒浜航空分署」として消防航空隊，救助
隊並びに救急隊を配置しました。
また，平成１８年８月には宮城県沖地震への対応や
点検等による空白期間を解消するため，新たに２機
目の消防ヘリコプターを導入し，２４時間３６５日常時
１機体制の確保等，消防航空体制の強化を図り，更
に平成２３年４月には消防ヘリコプター１号機を更新
しました。
平成２３年３月１１日発生の東日本大震災に伴う大津
波により仙台市消防ヘリポートが被災したため，仙
台空港を暫定的活動拠点としていました。
平成３０年４月仙台空港隣接地に恒久的な新しい基
地が完成し，運用を開始しています。

2　消防ヘリコプターの災害種別出場状況
消防ヘリコプターは，消防防災業務に幅広く活用

されており，平成２９年中の出場実績は，市域内への
出場４１件（火災１４件，救助１０件，救急１４件，その他
３件），市域外への出場１５件等となっています。
また，これまでの大規模災害時等の実績として，

阪神・淡路大震災を契機に発足した「緊急消防援助
隊」による出場が５件，「宮城県内航空消防応援協
定」による出場が２２３件となっています。

3　航空消防活動訓練の実施
消防航空隊は，航空消防活動における専門的な教

育を受けた隊員による部隊として，各種災害現場に
おいて特殊な活動を行うため，日常から，その資質
向上を図るために航空救助・救急訓練などの各種訓
練や県内外の消防機関，自衛隊等の他機関と合同で
大規模災害対応訓練等を実施しています。

表－１７　消防ヘリコプターの災害種別出場状況
（平成２９年中）

救助搬送
人　　数出場人数飛行時間出場件数

（件）
災害
種別

11416：0320火 災

68412：0915救 助

148415：0116救 急

自然災害

294：055そ の 他

2031147：1856合 計

表－１９　月別活動別出動件数 （平成２９年中）

合計12月11月10月９月８月７月６月５月４月３月２月１月区　分
561525263105575合 計
23221353241情 報 収 集
6411消 火 活 動
721112救 助 活 動
141121221211救 急 活 動

照 明 活 動
物 資 輸 送

11人 員 輸 送
無 線 中 継

41111活 動 無
11そ の 他

表－１８　区域別活動別出動件数
（平成２９年中）

合計市域外市域内
小　計

市域内
沿岸部宮城泉区太白区若林区宮城野区青葉区区分

5615417710269合 計
23419444133情報収集
64211消火活動
74312救助活動
1421232214救急活動

照明活動
物資輸送

111人員輸送
無線中継

41321活動無
111その他
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加加加加加 救　　　急 加加加加加

1　救急業務の実施体制
救急業務は，昭和３８年に法制化されて以来，年々
その体制が整備され，現在では市民の生命，身体を
守るうえで必要不可欠な行政サービスとして市民の
生活に深く定着しています。
また，平成３年以降，救急救命士法の制定や高規
格救急車の整備により救急業務の高度化が図られま
した。平成１５年４月からは，市内４医療機関との連
携によりメディカルコントロールシステムを導入し
ています。
平成３０年４月１日現在，６署３分署１３出張所１救
急ステーションに２６隊の救急隊（うち１隊は高度処
置救急隊（ドクターカー））を設置しており，専任救
急隊員２０８人（兼任救急隊員４７３人）と３４台の高規格
救急車（予備車８台を含む）で救急業務を実施して
います。

2　救急出場件数及び搬送人員の状況
平成２９年中における救急業務の実施状況は，救急

出場件数４９，８１６件（対前年１，４５３件増，対前年比
３．０％増），搬送人員４４，１２３人（対前年１，４２２人増，対
前年比３．３％増）となっています。
これは，１日あたり約１３６．５件，約１０．６分に１回
の割合で救急隊が出場し，市民の約２４．６人に１人が
救急隊によって搬送されたことになります。

3　事故種別傷病程度別搬送人員
平成２９年中の搬送人員４４，１２３人の傷病程度別の状

況をみると，死亡，重症，中等症が全体の６４．３％，
軽症の割合は３５．７％となっています。
 

表－２０　救急隊の配置状況 （平成３０年４月１日現在）

救　急　隊　設　置　署　所救急隊数署　名　称
救急ステーション（うち１隊は高度処置救急隊）2 隊消 防 局
本署２隊，国見出張所，片平出張所２隊，荒巻出張所6 隊青 葉 消 防 署
本署，高砂分署，岩切出張所，鶴谷出張所，原町出張所5 隊宮 城 野 消 防 署
本署，六郷分署，河原町出張所3 隊若 林 消 防 署
本署，長町出張所，中田出張所，八木山出張所，秋保出張所5 隊太 白 消 防 署
本署，八乙女分署，根白石出張所3 隊泉 消 防 署
本署，熊ヶ根出張所2 隊宮 城 消 防 署

26隊合 計

表－２１　救急隊員数等 （平成３０年４月１日現在）

208専任救急隊員
救 急 隊 員 数 473兼任救急隊員

681計（人）
504救急科（250時間）修了者

救急隊員有資格者の内訳

289救急科救急標準課程（250時間）修了者
61救急Ⅰ課程（135時間）及び救急Ⅱ課程（115時間）修了者
5救急Ⅰ課程（135時間）のみ修了者
859計（人）
165救急救命士有資格者（就業前実習未修了者除く）　　　（人）
118各救急隊

救急救命士配置状況
6指令課
8救急課（救急ステーション救急隊を除く）
33その他(研修所派遣，各署日勤等）
165計（人）
25各救急隊

救 急 車 配 置 状 況 1高度処置救急隊（ドクターカー）
8予備車（本署及び救急ステーション，管理課に各１台配置）
34計（台）
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4　救急隊員に対する教育訓練
救急救命士が技術の維持と新しい知識の習得を図
るため，医師による講義，シミュレーション実習，
救急車同乗実習や病院実習などの生涯教育を平常勤
務と切り離した教育システムの中で毎年組織的に実
施しています。
また，救急救命士が行える処置範囲は，飛躍的に
拡大しており，①気管内チューブによる気道確保
（気管挿管），②アドレナリン（強心剤）の投与，③
自己注射が可能なアドレナリン製剤の条件付き投与
の他，平成２６年には，④心肺機能停止前の重度傷病
者に対する静脈路確保及び輸液，⑤血糖測定とブド
ウ糖溶液の投与の２処置が更に追加され，これらの
拡大処置を実施できる認定救命士を早期に養成する
ための特別教育を受講させるなど救急業務の高度化
に対応するための取組みも実施しています。
その他，救急救命士の業務との連携を図るため，
救急救命士以外の救急隊員にも定期的な教育訓練を
実施しています。

5　メディカルコントロールシステム整備
平成１５年４月から，市内４医療機関と連携し，メ

ディカルコントロールシステムを運用しています。

6　市民に対する応急手当の普及啓発
市民の救命率向上を図るためには，救急隊が現場

に到着するまでの間に，心肺機能停止（ＣＰＡ）状
態で倒れた人に対して，その場に居合わせた市民が
心肺蘇生法を施すこと（バイスタンダ－ＣＰＲ）が
極めて重要です。
仙台市では，平成１６年度を初年度として市民２０万

人（５人に１人）の受講を目標とし，平成１９年度に
達成したところですが，その後もこれまでの取組み
を継承し，引続き毎年度２万人以上の受講を目標と
して，胸骨圧迫，人工呼吸及び自動体外式除細動器
（ＡＥＤ）の取扱いを主とした救命講習会を開催し，
市民に対する応急手当の普及啓発を積極的に進めて
います。
平成２４年度から，より気軽に応急手当が学べる

「救命入門コース（９０分）」，平成２９年度には，主に小
学校上学年等を対象とした「救命入門コース（４５分）」
を設けています。

表－２２　救急出場件数及び搬送人員の推移

全　　　　　　　国仙　　　台　　　市
区　分

指数搬送人員数指数出場件数指数搬送人員数指数出場件数
100 4，958，363100 5，280，428100 35，706 100 39，193 平成17
99 4，895，32899 5，240，47898 35，003 99 38，787 平成18
99 4，905，585100 5，293，403100 35，548 101 39，464 平成19
94 4，681，44797 5，100，37094 33，415 96 37，512 平成20
95 4，686，04597 5，125，93693 33，140 97 37，863 平成21
100 4，982，512104 5，467，620102 36，312 107 42，052 平成22
105 5，185，313108 5，711，102112 40，086 118 46，394 平成23
106 5，252，827110 5，805，701108 38，688 115 45，226 平成24
108 5，348，623112 5，918，939111 39，511 117 45，671 平成25
109 5，408，635113 5，988，377114 40，813 120 47，184 平成26
110 5，478，370115 6，054，815116 41，371 123 48，065 平成27
113 5，620，889118 6，210，082120 42，701 123 48，363 平成28
116 5，735，915120 6，342，096124 44，123 127 49，816 平成29

※　平成２９年の全国値は速報値
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表－２３　事故種別傷病程度別搬送人員
（平成２９年中）

その他軽症中等症重症死亡計区分

9，85715，9092，53834528，649急 病

12，9172，315488175，738転 院 搬 送

12813，984118745，457一 般 負 傷

2，195872106123，185交 通

50247974391，094そ の 他

215，75223，5594，39341744，123計

また，応急手当について学べるホームページの開
設や緊急時にも使えるスマートフォン用のアプリ
ケーション「救命ナビ」（平成２９年４月に病気やけが
の緊急度を自ら判定できる機能「救急受診ガイド」
を追加したほか，宮城県・仙台市の＃７１１９運用開始
に伴い平成３０年３月には「救急電話相談」を追加し
た）を公開するなど，応急手当の裾野の拡大に取り
組んでいます。

7　仙台市救急ステーション
仙台市救急ステーションは，①ドクターカー運用

の拠点としての機能，②間接的メディカルコント
ロール（事後検証，救急隊員教育，症例検討会）の
拠点施設としての機能，③救急業務の高度化に適確
に対応するため，救急業務全般を統括的に指導する
救急課直轄の救急隊の活動拠点としての機能，これ
ら３つの機能を併せ持つ施設です。

表－２４　救急隊員に対する教育訓練の実績 （平成29年度中）

人員（回数）教　育　訓　練　項　目
7救急救命士養成（養成研修派遣）
6宮城県消防学校救急救命士再教育講習派遣
0宮城県消防学校救急科派遣
41宮城県消防学校初任総合教育（救急科）
１３１（２回）救急救命士継続教育プログラム（生涯教育）
74救急ステーション実習（生涯教育・１ヵ月）
6救急救命士就業前病院実習
9東北救急医学会救急隊員部会（秋田市）
4日本臨床救急医学会（東京都）
10全国救急隊員シンポジウム（千葉市）
30宮城県救急医療研究会（仙台市）
87救急隊員研修会（活動研究会）
７７７（３２回）救急技術訓練
9気管挿管病院実習
6薬剤投与病院実習
15宮城県消防学校救急救命士処置拡大講習

表－２５　メディカルコントロールシステム整備

業　　　務　　　内　　　容医療機関名
①指示，指導・助言　②事後検証（メディカルディレクター）東 北 大 学 病 院
①指示，指導・助言　②病院実習　③事後検証（メディカルコントロール・メイン）仙 台 市 立 病 院
①指示，指導・助言　②事後検証（メディカルコントロール・サブ）国立病院機構仙台医療センター
①指示，指導・助言　②事後検証（メディカルコントロール・サブ）仙 台 オ ー プ ン 病 院
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8　PA連携（消防ポンプ車（Pumper）と
救急車（Ambulance）の連携）運用

平成１８年６月から，心肺機能停止傷病者が発生し
た場合に，救急車に加え最寄の消防署所から自動体
外式除細動器（AED）などの救急資器材を積載した
消防車等も出場させるＰＡ連携を運用しています。
消防隊員等が早期に救命処置を行い，到着した救
急隊の救急救命士が処置を引き継ぐことにより，救
命率の一層の向上が期待されます。

9　応急手当協力事業所表示制度
（杜の都ハートエイド）
平成２１年９月９日の「救急の日」から，自動体外
式除細動器（AED）を設置するとともに，応急手当
を行うことができる人を配置し，応急手当に協力す
る意向を有する事業所等に対して「応急手当協力事
業所」である旨の証票及びステッカーを交付し，広
く市民に周知しています。
平成３０年４月１日現在の登録事業所施設数は，

１，０７４施設となっています。

⑽　全国消防長会救急委員会
平成２９年４月から仙台市消防局長が全国５９都市の

消防長等で構成される全国消防長会救急委員会の委
員長に委嘱されました。救急委員会では，救急関係
法制事案の措置推進に関することや救急業務の制度
及び体制の調査研究に関することなど，救急業務の
諸問題の解決に向けた審議等を行っています。

表－２６　救命講習の実施状況 （単位：人）

累計平成29年平成28年平成27年平成26年平成25年平成24年平成23年平成22年平成21年平成20年平成6～平成19区分

397，10521，44621，18820，85821，69818，86420，65115，28320，15122，03824，970189，958普通救命講習

15，5896166486976035836395406255075009，631上級救命講習

5，1382092132271881892271951852512952，959応急手当普及員講習

23，2804，2854，9473，9724，4823，9471，647－－－－－救急入門コース

441，11226，55626，99625，75426，97123，58323，16416，01820，96122，79625，765202，548合計

※　「救命入門コース」は平成２４年から
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加加加加加 指　　　令 加加加加加

1　総合防災情報システム
仙台市では災害情報を収集伝達し処理する能力を
高め，災害による被害の軽減を図るため，先端技術
を用いた「仙台市総合防災情報システム」を整備し

ています。システムの持つ高度な機能が，出場まで
の時間短縮や災害現場支援の効率化に大いに役立っ
ています。

表－27　総合防災情報システムの機能 （平成３０年４月１日現在）

機　　　　　　　　　　能システム名称

総
　
　
　
合
　
　
　
防
　
　
　
災
　
　
　
情
　
　
　
報
　
　
　
シ
　
　
　
ス
　
　
　
テ
　
　
　
ム

１１９番通報の通報者情報を通信事業者に照会することにより取得して地図を表示する。不明確な通
報でも災害の発生場所等を的確に把握できる。発 信 地 表 示 シ ス テ ム

指
令
管
制
サ
ブ
シ
ス
テ
ム

従来オペレータが肉声で読み上げていた災害発生場所等を，コンピュータ合成音声に変換して指令
を送出する。オペレータが通報者と会話している間に合成音声による指令が可能となり指令伝達の
時間短縮を実現できる。

合成音声指令システム

消防車両にＡＶＭ端末装置を設置し，「出場」「現場到着」等車両の状態を管理する。隊編成システ
ムと連携して効果的な部隊編成を行うことができる。車両動態管理システム

仙台市域の地図情報をデータ化し消火栓などの支援情報を重ね合わせて地図情報データを作成す
る。作成したデータによって消防情報センターにおける電子的な運用と各消防隊・救急隊に配付す
る消防地図帳の出力を行う。随時更新作業により最新の情報を利用した消防活動を可能とする。

地 図 情 報 シ ス テ ム

車両動態管理システムと連動して，事前に設定された出場計画に基づいて災害発生場所からの直近
順に消防隊を自動的に選択する。隊 編 成 シ ス テ ム

消防活動上必要な建物図面等のイメージデータを無線情報車へタイムリーに伝送し，消防活動の効
率的展開を支援する。画像情報処理システム

発信地表示システム等と連動し，消防団員に対し，災害時優先電話回線を利用して指令情報等の配
信を行う。

消防団出場指令システム
（平成２０年４月稼動）

道路や水道の工事等消防の業務に影響する届出情報や医療機関，防災のための資機材，消火栓など
の消防水利，防火のための建物情報，災害時に支援が必要な方の情報など災害現場活動に必要な情
報をデータベース化し効率的な業務運用を行う。

届 出 情 報 ・ 支 援 情 報支
援
情
報
サ
ブ
シ
ス
テ
ム

救急・救助・火災等の災害現場における活動結果を登録する。災 害 活 動 報 告

モバイル端末を携行した救急隊と消防情報センターが，ネットワークを通じて全ての病院照会情報
をリアルタイムで共有することにより，迅速かつ効果的な病院照会の支援を行なう。

病院照会サポートシステム
（平成２２年４月稼動）

大規模災害発生時に災害及びその他の情報を集中管理し，災害現場及び作戦本部，各消防署等にお
いて活動に必要な情報の幅広い共有を図り警防体制の充実強化を実現する。

非常時災害対応状況報告システム
（平成２２年４月稼動）

消防局，宮城署，秋保出張所付近の気象情報及び市内１５カ所の雨量に関する観測データを活用する。気 象 情 報 シ ス テ ム
防
　
　
　
　
災

サ
ブ
シ
ス
テ
ム

消防法上検査が必要な建物等に関する防火管理の状況や消防用設備等に関する情報を検査に基づい
て登録し管理する。査察情報管理システム予

　
　
　
　
防

サ
ブ
シ
ス
テ
ム

災害弱者の情報を管理する。災害弱者台帳管理システム
（平成７年１月稼働）

防火管理者，自主防災組織，少年消防クラブ，婦人防火クラブの状況を管理する。一般予防情報管理システム

職員，団員に関する各種情報及び履歴を管理する。職員・団員管理システム総
　
　
　
　
務

サ
ブ
シ
ス
テ
ム

職員が利用する制服や装備などの貸与状況を管理する。被 服 管 理 シ ス テ ム
（平成８年４月稼働）

支援情報サブシステムによって蓄積された情報を国への報告や効率的な部隊運用に資するための統
計情報として活用する。

救急・災害統計システム統
　
　
　
　
計

サ
ブ
シ
ス
テ
ム

資 機 材 統 計 シ ス テ ム

消防水利統計システム

火災に関する情報の統計・分析を行い，火災等の報告の敏速化を図る。火 災 統 計 シ ス テ ム
（平成８年１月稼働）

市内高所に設置した災害監視用高性能カメラによって災害発生地の映像を消防情報センターに伝送
し，災害状況の把握に役立てる。

高 所 監 視 カ メ ラ
（平成８年４月稼働）

映
像
伝
送
サ
ブ
シ
ス
テ
ム

ヘリコプター搭載のテレビカメラで撮影した災害現場映像を消防情報センターに電送する。ヘリコプターテレビ電送システム
（平成５年３月稼働）

通信衛星を介した映像送受信機能を有し，大規模災害発生時等に総務省消防庁や他都市との災害現
場映像の相互共有を実現し，速やかな救援及び災害対応体制確立を支援する。

衛 星 地 球 局
（平成８年４月稼働）

消防情報センターで扱う各種災害映像をネットワーク経由で各消防署等及びその他の防災機関へ伝
送する。映 像 伝 送 シ ス テ ム
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2　通信設備

表－２８　通信設備の構成 （平成３０年４月１日現在）

1式受付指令制御装置

受 付 指 令 設 備

１式非常用受付指令制御装置
複座式２０席指令台
１台画像処理台
３種７面表示盤
２種２式録音装置
２９式受令端末設備
１式車両運用卓
９台無線モニタ装置
１式AVM制御装置
２台FAX１１９用ファクシミリ
２台メール１１９用送受信端末（聴覚障害者用）
１式トーキー音源装置
１式携帯電話・IP電話位置情報通知システム発 信 地 表 示 設 備
２式カメラ装置（カラー）

高 所 監 視 設 備
１式カメラ制御装置
１式操作卓
１式録画装置
１式操作卓

ヘ リ テ レ 電 送 設 備
１式自動追尾空中線装置
１式アンテナ装置

衛 星 地 球 局

１式送受信装置
１式搬送端局装置
１式一斉受令装置
１式回線接続制御装置
１式遠方監視制御装置
４卓映像操作卓

映 像 設 備

５式６５型ディスプレイ
１式５０型ディスプレイ
９式４２型ディスプレイ
３式書画カメラ
１式録画装置
１式静止画伝送装置
１式無線伝送装置（～宮城県警）
１式河川映像情報受信設備（～国土交通省）
１式防災行政用無線操作卓

津波情報伝達システム
１式防災行政用無線親局設備
１式地図表示盤
７９基屋外拡声装置
２５式電子交換機

電話・ファクシミリ設備

５式電子釦電話装置
３０式インバンド信号装置
５６式ファクシミリ装置
３７式衛星携帯電話
４１式携帯電話（自動車電話を含む。）
２２台駆込電話
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６局７．５GHz消 防 系固 定 局
（多重マイクロ）

無 線 電 話 設 備

（１局）１５０MHz１０W・５W
消 防 系基 地 局

６局２６０MHz
（１局）４００MHz１０Wヘリテレ系携帯基地局
２局１５０MHz１W

消 防 系
携 帯 局

６局２６０MHz１W
２７１局　４００MHz１W
２局１５GHz ５W

ヘリテレ系
（６局）４００MHz５W
１６局１５０MHz５W

消 防 系陸上移動局 ５０２局２６０MHz１Ｗ・５Ｗ・１０Ｗ
１７０局４００MHz１W
３７８局２６０MHz消 防 系受 信 設 備
１局１３０MHz２５W（固定型）

航 空 系航 空 局 ３局１３０MHz１．５W（携帯型）
２局１３０MHz１０W（携帯型）
２局１３０MHz２５W航 空 系航空機局
１式光伝送路終端装置

光 伝 送 設 備 １式光画像伝送装置
１区間光ファイバーケーブル線路
３式気象観測設備

気象・地震観測設備
３式気象テレメータ設備
１式地震計測ネットワークシステム
１５式雨量計
２式災害現場画像情報送信システム

そ の 他 の シ ス テ ム

１式河川･流域総合情報システム端末装置
２式気象情報受信用端末（～気象台）
２式総合防災情報システム端末装置（～総務省消防庁）
１式職員非常呼出システム
３式緊急速報メール送信用端末装置
１式災害情報提供システム（杜の都防災メール）
２０回線４０チャンネル緊急通報用回線（INS１１９番回線）

主 要 回 線 等 の 数

２０回線４０チャンネルうち発信地表示設備対応回線
５２回線音声指令回線
２９回線データ指令回線
１回線メール１１９用回線
１６回線病院専用回線
２０回線自動応答装置（火災等の問い合わせ用）
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図－５　有線系統図 （平成３０年４月１日現在）

( )

IP

PHS

FAX

(

( )

( )



―　　―２５

図－６　無線系統図 （平成３０年４月１日現在）
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図－７　映像伝送システム系統図

JCSAT16

72.3m
NTT

（平成３０年４月１日現在）
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加加加加加 火 災 ༧ 防  加加加加加

地下鉄車内の中吊り広告

1　住宅防火対策
仙台市の住宅用火災警報器設置状況は，平成２９年
６月現在，９０．１％で，政令市の中でも高い設置率と
なっており，全国平均８１．７％に比較して８．４ポイン
トほど高い設置率となっています。

マスコミを通しての啓発

また，条例化から１０年が経過し，電池切れや本体
の交換が懸念されることから，火災予防運動などの
イベント時の啓発に加え，マスコミや企業と連携し
た重点的な啓発を行っています。

に住宅用火災警報器や住宅用消火器などのリーフ
レットを直接配布，説明するなど住宅火災や高齢者
の死傷者の低減に向けた取組みを行っています。
若年世代に向けた啓発として，市内の小学生を対

象とした防火ポスターコンクールや夏休み消防体験
等を通じた防火意識の醸成，地域の少年消防クラブ
による山火事防止標語板の取付け，更には全国交流
会での他都市との意見交換など，さまざまな機会を
通じた防火意識の普及啓発を行っています。

2　防火意識の普及啓発
火災予防運動期間を中心に，各消防署での地域の
特色を生かしたイベントなど期間中は多種多様な啓
発により，市民への防火意識の啓発を行っています。
また，年間を通じ行っているひとり暮らし等の高
齢者世帯への防火訪問においても，防火指導ととも
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加加加加加 火 災 ௐ ࠪ  加加加加加

1　出火の状況及び火災による損害額
平成２９年中の出火件数は２８０件で，前年（２５０件）
に比べ３０件増加しています。また，火災による死者
は１０人（前年５人），負傷者は３８人（前年４６人）となっ
ています。
損害額は１億９，７８５万５千円で，前年に比べ２，６２２
万８千円増加しています。過去１０年間の平均と比べ
２億４，６９６万４千円減少しています。

１万人あたりの出火件数（出火率）は，２．６件と
なっています。

2　出火原因
平成２９年中の出火件数２８０件のうち，失火による
火災が２０３件（７２．５％）で，前年より７．１ポイント減
少しています。次いで，放火・放火の疑いが６７件
（２３．９％）で前年より５．５ポイント増加しています。

表－２９　火災の状況

平　成　28　年平　成　29　年単　位区　　　分

250

149

108

280

149

112

件

ぼ　  や
建
物
火
災出

火
件
数

2119部 分 焼
76半 焼
1312全 焼
00爆 発

101

25

131

34車 両 火 災
00船 舶 火 災
05林 野 火 災
7692そ の 他 火 災

190

128

179

127

棟

ぼ や
焼
損
棟
数

3330部 分 焼
87半 焼
2115全 焼

136
111

118
101

世帯
小 損り

災
世
帯

44半 損
2113全 損

297259人り 災 人 員
2，8812，050㎡建 物 （ 床 面 積 ）焼

損
面
積

291139㎡建 物 （ 表 面 積 ）
055a林 野

123，378137，669

千円

建 物建
物

損
害
額

25，58149，554収 容 物
20，1897，356車 両

00船 舶
04林 野

2，4793，272そ の 他
00爆 発

171，627197，855合 計
510

人
死 者

4638負 傷 者
100107件放 水 火 災
2．32．6件／万人出 火 率
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3　主な出火原因
平成２９年中の出火件数２８０件のうち，放火・放火の
疑いによる火災が６７件で全火災の２３．９％を占め，昭
和５５年以降３８年連続出火原因の１位となっていま
す。次いで，電灯・電話等の配線が２９件，こんろが
２６件となっています。

4　火災種別出火件数
出火件数を火災種別にみると，建物火災が１４９件

（５３．２％），その他の火災９２件（３２．９％），車両火災が
３４件（１２．１％）となっています。
※その他の火災とは，空地，土手，河川敷等の枯草，
ごみ集積所等の火災をいう。

表－３２　火災種別出火件数と構成比率

平成２８年平成２９年
区　　分

割合（％）出火件数割合（％）出火件数
59．6 14953．2 149建 物 火 災
30．4 7632．9 92そ の 他 の 火 災
10．0 2512．1 34車 両 火 災
0．0 01．8 5林 野 火 災
0．0 00．0 0船 舶 火 災
100．0 250100．0 280合 計

表－３１　主な出火原因別の出火件数
（平成２９年中）

件数出　火　原　因順位
67放 火 （ 疑 い 含 む ）1　位
29電 灯 ・ 電 話 等 の 配 線2　位
26こんろ（内天ぷら油12件）3　位
24た ば こ4　位
9マ ッ チ ・ ラ イ タ ー5　位
9配 線 器 具5　位
9排 気 管5　位
7ス ト ー ブ8　位
7電 気 機 器8　位

表－３０　出火原因別出火件数と構成比率

平成28年平成29年
区　　分

割合（％）出火件数割合（％）出火件数
79．6％19972．5％203失 火
18．4％4623．9％67放火（疑い含む）
1．6％41．1％3自然発火･再燃等
0．4％12．5％7不 明
100．0％250100．0％280合 計
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加加加加加 防火管理・消防用設備等の規制 加加加加加

1　防火対象物の実態
平成３０年４月１日現在，政令で定める防火対象物
数は３９，０２１件で，そのうち，青葉消防署管内の防火
対象物は１０，３７１件（全市の防火対象物の２７％），宮城

野消防署８，８７８件（２３％），若林消防署６，０４８件（１５％），
太 白 消 防 署６，６９３件（１７％），泉 消 防 署５，３７５件
（１４％），宮城消防署１，６５６件（４％）となっています。

表－３３　防火対象物数 （平成３０年４月１日現在）

宮　城
消防署

泉
消防署

太　白
消防署

若　林
消防署

宮城野
消防署

青　葉
消防署

政令防火
対象物数区　　　　　分

1，6565，3756，6936，0488，87810，37139，021合　　　計
1106314640劇 場 等イ

敢 185754314546251公 会 堂 等ロ
11キャバレー等イ

柑
516117171470遊 技 場 等ロ

0性 風 俗 店 等ハ
24433319個室ビデオ店等ニ

314待 合 等イ
桓 461301197192170628飲 食 店ロ

932892482182231881，259百 貨 店 等棺

18297863280243旅 館 等イ
款 7032，7434，0372，6674，2045，68920，043共 同 住 宅 等ロ

19762384130避難のために患者の
介 助 が 必 要 な 病 院イ敢

歓

6313316避難のために患者の
介助が必要な有床診療所イ柑

515951811631を除く病院，2を除く
有床診療所，有床助産所イ桓

369790544243362無床診療所，無床助産所イ棺
398385356333338老人福祉施設等ロ敢

123救 護 施 設ロ柑
11乳 児 院ロ桓

1517障害児入所施設ロ棺
612674439障害者支援施設ロ款
54054223256209デイサービスセンター等ハ敢

22更 生 施 設ハ柑
174437283320179助産施設　保育所等ハ桓

251614児童発達支援センター等ハ棺
123458121429159身体障害者福祉センター等ハ款
84128203229158幼 稚 園 等ニ
54161166641104491，004小 中 高 学 校 等汗

2373924図 書 館 等漢

4239蒸 気 浴 場 等イ
澗 1124イ以外のものロ

38891846停 車 場 等潅

2940497549105347神 社 等環

89156130418732641，589工 場 等イ
甘 11テレビスタジオロ

321311161322154411，067車 庫 等イ
監 314格 納 庫ロ

1271881468341，043612，399倉 庫看

1514374315158527143，100前 各 号 以 外竿

923554044065021，3033，062複合（特　定）イ
管 602282863864626622，084複合（非特定）ロ

434631232文 化 財 等簡

1111ア ー ケ ー ド緩
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表－３４－１　立入検査実施状況及び防火管理者選任状況

（平成３０年４月１日現在）

防火管理者届出済対象物数乙種防火
対象物数

甲種防火
対象物数

平成２９年度
立入検査件数

防火
対象物数区　　　　　分

乙　種甲　種
8559，63297010，19411，27539，021合　　　計
1221221240劇 場 等イ

敢
2321623221102251公 会 堂 等ロ

221キャバレー等イ

柑
3633641970遊 技 場 等ロ

0性 風 俗 店 等ハ
1718519個室ビデオ店等ニ
5534待 合 等イ

桓
233288269328311628飲 食 店ロ
1857682218167591，259百 貨 店 等棺

1316213162144243旅 館 等イ
款

182，962183，1015，07220，043共 同 住 宅 等ロ
29739847130避難の た め に 患 者 の

介 助 が 必 要 な 病 院イ敢

歓

77316避難の た め に 患 者 の
介助が必要な有床診療所イ柑

333419631を除く病院，2を除く
有床診療所，有床助産所イ桓

447447144362無床診療所，無床助産所イ棺
1535515357250338老人福祉施設等ロ敢

3323救 護 施 設ロ柑
111乳 児 院ロ桓
5627障害児入所施設ロ棺
15152839障害者支援施設ロ款

2013920140124209デイサービスセンター等ハ敢
2222更 生 施 設ハ柑

1410914113147179助産施設　保育所等ハ桓
55614児童発達支援センター等ハ棺

528528107159身体障害者福祉センター等ハ款
7105710596158幼 稚 園 等ニ
12462144704261，004小 中 高 学 校 等汗

219220924図 書 館 等漢

151569蒸 気 浴 場 等イ
澗

1134イ以外のものロ
1010646停 車 場 等潅

421904920898347神 社 等環

313741393021，589工 場 等イ
甘

1テレビスタジオロ
3103112131，067車 庫 等イ

監
4格 納 庫ロ

1881944502，399倉 庫看

58815678546493，100前 各 号 以 外竿

1731，9701922，1721，3453，062複合（特　定）イ
管

14469185103302，084複合（非特定）ロ
21213432文 化 財 等簡

11ア ー ケ ー ド緩
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2　立入検査
仙台市では，人命の安全と財産の保護を目的に，
消防職員が消防法第４条及び第１６条の５の規定によ
り防火対象物や危険物施設等に立ち入って，防火対
象物、危険物施設等の位置，構造，設備及び管理，
貯蔵・取扱いの状況について，火災予防上必要な検
査や防火指導を行っています。
平成３０年４月１日現在の防火対象物及び危険物施
設等の数は４５，５３３件であり，平成２９年度に行った立
入検査件数は１３，３１５件です。（防火対象物・危険物施
設等の数及び立入検査件数は表－３４－１，表－３４－
２の合計数です）

3　防火管理者
消防法では，多数の人を収容する防火対象物の管

理について権原を有する者に対して，自主防火管理
体制の中核となる防火管理者を選任して，消防計画
の作成や消火，通報及び避難の訓練の実施等防火管
理上必要な業務を行わせることを義務付けています。
平成３０年４月１日現在において，防火管理者を選

任しなければならない防火対象物は１１，１６４件あり，
そのうち９３．９％に当たる１０，４８７件が防火管理者を選
任し，その旨を消防署長に届け出ています。

4　統括防火・防災管理者
消防法では，高層建築物（高さ３１ｍを超える建築
物）や一定規模以上の防火対象物で，その管理につ
いて権原が分かれているものについては，協議して
防火対象物全体について防火管理上必要な業務を統
括する統括防火管理者を，大規模建築物で管理につ

いて権原が分かれているものについては、統括防災
管理者を定めることを義務付けており，全体につい
ての消防計画の作成や消火，通報及び避難の訓練の
実施等を行わせることを管理について権原を有する
者に対して義務付けています。

表－３４－２　危険物・少量危険物・指定可燃物の立入検査実施状況
（平成３０年４月１日現在）

平成２９年度立入検査件数危険物施設等の数区　 　 　 分
2，0406，512合　 　 　 計

1，0062，126危 険 物 製 造 所 等
9233，935少量危険物貯蔵取扱所
111451指定可燃物貯蔵取扱所
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表－３５－２　統括防災管理を必要とする防火対象物数及び全体についての防災管理に係る消防計画届出数
（平成３０年４月１日現在）

全体についての消防計画届出数統括防災管理者選任届出数対象物数区　　　分
686868合　　　　　計
454545１１階以上　１０，０００㎡以上
232323５階以上１０階以下　２０，０００㎡以上
０００４階以下　５０，０００㎡以上

表－３５－１　統括防火管理を必要とする防火対象物数及び全体についての消防計画届出数
（平成３０年４月１日現在）

全体についての消防計画届出数統括防火管理者選任届出数防火対象物数
区　　　　　分

高層建築物高層建築物高層建築物
6261，7356441，8218092，300合　　　計

333劇 場 等イ
敢

555公 会 堂 等ロ
222キャバレー等イ

柑
333遊 技 場 等ロ

性 風 俗 店 等ハ
個室ビデオ店等ニ
待 合 等イ

桓
251252266飲 食 店ロ

121215百 貨 店 等棺

313413413旅 館 等イ
款

393396404408503503共 同 住 宅 等ロ
避難の た め に 患 者 の
介 助 が 必 要 な 病 院イ敢

歓

避 難 の た め に 患 者 の
介助が必要な有床診療所イ柑

333(1)を除く病院，(2)を除く
有床診療所，有床助産所イ桓

121212無床診療所，無床助産所イ棺
老人福祉施設等ロ敢
救 護 施 設ロ柑
乳 児 院ロ桓
障害児入所施設ロ棺

111障害者支援施設ロ款
111デイサービスセンター等ハ敢

更 生 施 設ハ柑
助産施設　保育所等ハ桓
児童発達支援センター等ハ棺
身体障害者福祉センター等ハ款
幼 稚 園 等ニ
蒸 気 浴 場 等イ澗

606064648282その他の事業所等竿

1301，0161311，0671561，331複合（特　定）イ
管

371673818561270複合（非特定）ロ
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5　防火対象物定期点検報告制度
消防法では，多人数を収容する一定の用途，構造
の防火対象物の管理について権原を有する者に対し
て，火災の予防に関する知識を有する者（防火対象
物点検資格者）に建物の防火に関する基準の適合状
況について点検を行わせ，その結果を報告すること
を義務付けています。
また，点検の結果が良好な防火対象物には，標識

（防火基準点検済証・防火優良認定証）を掲げること

ができます。

6　ホテル・旅館等に係る表示制度
ホテル・旅館等の関係者からの申請に基づき，消

防機関が審査し，消防法令のほか防火安全上重要な
構造等の基準に適合する場合に交付される「表示
マーク」を掲げることにより，利用者に建物の情報
を提供します。

表－３６　防火対象物定期点検報告を必要とする防火対象物 （平成３０年４月１日現在）

宮城消防署泉消防署太白消防署若林消防署宮城野消防署青葉消防署合　計

区　　　　　分 特　定
１階段
対象物

収　容
人　員
３００人
以　上

特　定
１階段
対象物

収　容
人　員
３００人
以　上

特　定
１階段
対象物

収　容
人　員
３００人
以　上

特　定
１階段
対象物

収　容
人　員
３００人
以　上

特　定
１階段
対象物

収　容
人　員
３００人
以　上

特　定
１階段
対象物

収　容
人　員
３００人
以　上

特　定
１階段
対象物

収　容
人　員
３００人
以　上

55731381314878422133300361350921合　　　計
145235０20劇 場 等イ

敢
9253215271301138公 会 堂 等ロ

11０キャバレー等イ

柑
3117514112152遊 技 場 等ロ

００性風俗店等ハ
22０4個室ビデオ店等ニ

００待 合 等イ
桓

1113156226025飲 食 店ロ
18534129130331434185百 貨 店 等棺

23441313318162740旅 館 等イ款

1251278917避難のために患者の
介助が必要な病院イ敢

歓

11０避難の た め に 患 者 の
介助が必要な有床診療所イ柑

11111143168敢を除く病院，柑を除く
有床診療所，有床助産所イ桓

1214０無 床 診 療 所 ，
無 床 助 産 所イ棺

5211121310老人福祉施設等ロ敢
００救 護 施 設ロ柑
００乳 児 院ロ桓
００障害児入所施設ロ棺

1０1障害者支援施設ロ款
1111デ イ サ ー ビ ス

セ ン タ ー 等ハ敢
００更 生 施 設ハ柑

11０助産施設　保育所等ハ桓
００児 童 発 達

支援センター等ハ棺
123０身 体 障 害 者

福祉センター等ハ款
23143112幼 稚 園 等ニ

2332蒸気浴場等イ澗

142292375291250173247194406複合（特定）イ管

表－３７　ホテル・旅館等に係る防火対象物適合表示制度　表示マーク交付数
（平成３０年４月１日現在）

宮城消防署泉消防署太白消防署若林消防署宮城野消防署青葉消防署合　計区　　分

228292245合 計
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加加加加加 防 災 管 理 加加加加加

防災管理の状況
消防法では，大規模地震の発生等に係る被害の軽
減を目的として，平成２１年６月１日から大規模・高
層の建築物等に防災管理の実施及び自衛消防組織の
設置を義務付けています。

平成３０年４月１日現在，防災管理を必要とするも
のは１３９件あり，全ての建築物について防災管理者
を選任し，そのうち９９．３％に当たる１３８件が法令上
の届出を行っています。

表－３８　防災管理状況 （平成３０年４月１日現在）

自衛消防組織設置
届出済対象物数

統括防災管理を必要とする防火対象物数防災管理に係
る消防計画届
出済対象物数

防 災 管 理 者
届出済対象物数

防 災 管 理
対 象 物 数区　　　分 全体についての防災

管理に係る消防計画
届 出 済 対 象 物 数

1386868138139139合　　　計
劇 場 等イ

敢 公 会 堂 等ロ
キ ャ バ レ ー 等イ

柑
1111遊 技 場 等ロ

性 風 俗 店 等ハ
個室ビデオ店等ニ
待 合 等イ

桓 飲 食 店ロ
322333百 貨 店 等棺

9999旅 館 等イ款

5455避 難 の た め に 患 者 の
介 助 が 必 要 な 病 院イ敢

歓

避 難 の た め に 患 者 の
介助が必要な有床診療所イ柑

33331を除く病院，2を除く
有床診療所，有床助産所イ桓
無床診療所，無床助産所イ棺

2222老人福祉施設等ロ敢
救 護 施 設ロ柑
乳 児 院ロ桓
障害児入所施設ロ棺
障害者支援施設ロ款
デイサービスセンター等ハ敢
更 生 施 設ハ柑
助産施設　保育所等ハ桓
児童発達支援センター等ハ棺
身体障害者福祉センター等ハ款
幼 稚 園 等ニ

18181818小 中 高 学 校 等汗

図 書 館 等漢

蒸 気 浴 場 等イ
澗 イ 以 外 の も のロ

停 車 場 等潅

神 社 等環

5555工 場 等イ
甘 テレビスタジオロ

車 庫 等イ監

361717363636前 各 号 以 外竿

544848555555複合（特　 定）イ
管 211222複合（非特定）ロ

文 化 財 等簡
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加加加加加 防火管理講習等 加加加加加

1　防火管理に関する講習
防火対象物において防火管理者となる資格を付与
するための講習として，甲種防火管理新規講習を定
期的に実施しています。甲種防火管理講習課程の修
了者は，用途，規模，収容人員にかかわらず，すべ
ての防火対象物の防火管理者として選任される資格
を得ます。
また，不特定多数の人が出入りする防火対象物
で，収容人員が３００人以上の防火対象物の甲種防火
管理講習修了の防火管理者には，５年以内毎に再講
習の受講義務があり，そのための講習として甲種防
火管理再講習を実施しています。

2　防災管理及び自衛消防業務に関する講習
大規模・高層の建築物において防災管理者や自衛

消防組織の統括管理者となる資格を付与するための
講習として，防災管理新規講習及び自衛消防業務新
規講習を定期的に実施しています。
なお，防災管理新規講習には受講資格として甲種

防火管理講習課程の修了が求められますが，それら
をあわせ両方の資格が同時に取得できる講習とし
て，防火・防災管理新規講習も実施しています。
平成２６年４月からは，防災管理者に選任されてい

る方を対象にした防災管理再講習と，自衛消防業務
新規講習を受講された方及び自衛消防組織の業務に
関する講習（追加講習）を受講された方を対象に自
衛消防業務再講習を実施しています。

表－３９　防火管理講習等の実施状況 （平成２９年度中）

自衛消防業務講習防火・防災管理講習防災管理講習甲種防火管理講習

再講習新規講習再講習新規講習再講習新規講習再講習新規講習

20176496615191342061，794受 講 人 数

15452412212回　 　 　 数
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加加加加加 消 防 同 意 加加加加加

1　消防同意の状況
消防同意とは，消防が建築物の火災予防について
設計の段階から関与し，建築物の安全性を高めるこ
とを目的として設けられている制度です。

平成２９年度における消防同意事務処理状況は
４，０５０件で，消防同意を求められたすべての建築物
について防火に関する指導を行っています。

表－４０　署別消防同意事務処理状況 （平成２９年度中）

宮　城泉太　白若　林宮城野青　葉計区　　分

１２７４４９８４７７５０９６７910４，０５０計

１２０４１６８１４７２９９０８８５９３，８４６新 築

３１６１２１１１７２４８３増 築

１１改 築

１１移 転

３１０６９７１７５２用 途 変 更

１１修 繕

２１３模 様 替

１３１５１３３１０６３仮 設

０そ の 他
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表－４１　用途・申請別消防同意状況 （平成29年度中）

その他仮設大規模
模様替

大規模
修　繕

用途
変更移転改築増築新築合計区　　　分

0６３31５２11８３3，８４６４，０５０合　　　計
３9１２劇 場 等イ

敢
1１9１１公 会 堂 等ロ

22キャバレー等イ

柑
22遊 技 場 等ロ

0性 風 俗 店 等ハ
0個室ビデオ店等ニ
0待 合 等イ

桓
3144654飲 食 店ロ

24157163百 貨 店 等棺

167旅 館 等イ
款

7110５６７５８５共 同 住 宅 等ロ
112避難の た め に 患 者 の

介 助 が 必 要 な 病 院イ敢

歓

0避難の た め に 患 者 の
介助が必要な有床診療所イ柑

11１を除く病院，2を除く
有床診療所，有床助産所イ桓

11819無床診療所，無床助産所イ棺
44246老人福祉施設等ロ敢

0救 護 施 設ロ柑
0乳 児 院ロ桓
０障害児入所施設ロ棺

178障害者支援施設ロ款
112デイサービスセンター等ハ敢

0更 生 施 設ハ柑
134448助産施設　保育所等ハ桓

11児童発達支援センター等ハ棺
527身体障害者福祉センター等ハ款

112幼 稚 園 等ニ
2153846小 中 高 学 校 等汗

0図 書 館 等漢

0蒸 気 浴 場 等イ
澗

11イ以外のものロ
121922停 車 場 等潅

41620神 社 等環

264553工 場 等イ
甘

11テレビスタジオロ
7272車 庫 等イ

監
11格 納 庫ロ

1115514522倉 庫看

45239784843前 各 号 以 外竿

271273112複合（特　定）イ
管

213235複合（非特定）ロ
0地 下 街（１６の２）
0準 地 下 街（１６の３）
0文 化 財 等簡

0ア ー ケ ー ド緩

18４６３４７２専 用 住 宅
11011併 用 住 宅

44危 険 物 製 造 所 等 ※
１2８６０８６３そ の 他

※　全体が危険物製造所等に該当する防火対象物はこの欄に計上
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加加加加加 危 険 物 規 制 加加加加加

1　危険物施設
平成３０年４月１日現在，危険物製造所等の総数は

２，１２６施設で，前年同期（２，１７９施設）に比べて５３施
設（約２．４％）減少しました。施設別にみると，地下
タンク貯蔵所が５６９施設（全体の約２７％）と最も多く，
次いで移動タンク貯蔵所の４１０施設（全体の約１９％），
給油取扱所の３３０施設（全体の約１６％），屋内貯蔵所
の２７５施設（全体の約１３％）の順となっています。

2　石油コンビナート等特別防災区域の現況
石油コンビナート等特別防災区域は大量の石油や
高圧ガスが集積され，区域一体として防災体制を確

立することが緊要であると認められる区域につい
て，石油コンビナート等災害防止法に基づき指定さ
れており，本市においては宮城野区港地区が特別防
災区域に指定されています。
また，直径３４メートル以上の浮き屋根式屋外タン

ク貯蔵所を所有する特定事業所に対し，大容量泡放
射システムの配備が義務付けられていることから，
本市の特別防災地域では，青森県，秋田県の特定事
業所と第二地区（東北）広域共同防災組織を結成し
ています。
なお，大容量泡放射システムは，秋田県男鹿市に

ある秋田国家石油備蓄基地内に配備されています。

表－４２　危険物施設数 （平成３０年４月１日）

取　　扱　　所貯　　　蔵　　　所製

造

所

合

計

区

分

移
送
取
扱
所

一
般
取
扱
所

販
売
取
扱
所

給
油
取
扱
所

屋
外
貯
蔵
所

移
動
タ
ン
ク
貯
蔵
所

簡
易
タ
ン
ク
貯
蔵
所

地
下
タ
ン
ク
貯
蔵
所

屋
内
タ
ン
ク
貯
蔵
所

屋
外
タ
ン
ク
貯
蔵
所

屋
内
貯
蔵
所

223253301341085699817527592，126合 計
41333191555636343青 葉

27111158191296121201206744宮 城 野
3114635316361465283若 林
37495229713716273太 白
28621682986419288泉
2425127160530193195宮 城

表－４３　石油コンビナート等特別防災区域の現況 （平成３０年４月１日現在）

防災資機材等概　　　　要
2台大型化学高所放水車4．6㎢面積
2台泡原液搬送車特定事業所数
3台甲種普通化学車（共同防災組織加盟事業所数）
10基放水砲・放水銃2事業所第１種
２０着耐熱服4事業所第２種
３７個酸素・空気呼吸器6事業所その他の事業所
53㎘泡消火剤２，９５２千kl石油貯蔵・取扱量

４，４６０ｍオイルフェンス９３，２１２千Ｎ㎥高圧ガス処理量
1隻オイルフェンス展張船１９０，４００千㎥上記以外の可燃性ガス処理量
1式油回収装置1組織共同防災組織
4隻消防艇6組織自衛防災組織

２１４人防災要員
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（平成２１年４月１日現在）

表－４６　立入検査等実施状況 （平成29年度中）

合 計
煙火打揚場所等
現 地 調 査

保 安 検 査
立 入 検 査
（ 消 費 ）

立 入 検 査
（ 施 設 ）

項　　　　目

11026231447件 数

表－４４　大容量泡放水システムの配備状況 （平成３０年４月１日現在）

備付け場所要　　　　目数　量項　　　　　目

秋田国家石油備蓄基地放水能力　15，000～40，000ℓ/min・台２台大 容 量 泡 放 水 砲

秋田国家石油備蓄基地水中ポンプ一体型
最大吐出量　20，000ℓ/min・台３台ポ ン プ

秋田国家石油備蓄基地直接混合方式
混合範囲　1．0％～2．0％２式混 合 装 置

秋田国家石油備蓄基地12Bホース　6，460ｍ
リール方式による展張・回収車１式送 水 ホ ー ス 及 び 結 合 金 具

秋田国家石油備蓄基地粘性付与水性膜泡消火薬剤108，000ℓ大容量泡放水砲用泡消火薬剤

加加加加加 火 薬 類 取 締 加加加加加

1　火薬類施設
平成３０年４月１日現在，火薬類製造所等の総数は

５０施設となっています。施設別にみると，製造所１
施設，火薬庫２１施設，販売所１２施設，火薬庫外貯蔵
所１６施設となっています。

2　立入検査
火薬類による災害を防止し，公共の安全を確保す

ることを目的に，消防職員が火薬類取締法第４３条の
規定により施設や消費場所に立ち入って，検査を行
います。

表－４５　火薬類製造所等施設数

宮　 城
消 防 署

泉
消 防 署

太　 白
消 防 署

若　 林
消 防 署

宮 城 野
消 防 署

青　 葉
消 防 署計区　　　　分

2214761050計

11製　 造　 所

224爆 薬 庫
火
　
　
薬
　
　
庫

213火 工 品 庫

11実 包 庫

1212煙 火 庫

11が ん 具 煙 火 庫

151512販　 売　 所

21125516火 薬 庫 外 貯 蔵 所

（平成３０年４月１日現在）
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加加加加加 高 圧 ガ ス 規 制 加加加加加

1　高圧ガス事業所
平成３０年４月１日現在，高圧ガス保安法に基づく
事業所数は１，２６１事業所で，液化石油ガスの保安の
確保及び取引の適正化に関する法律に基づく事業所
数は１９１事業所となっており，仙台市内における事
業所の総数は１，４５２事業所となっています。

2　立入検査
高圧ガス等による災害の発生を防止し，公共の安

全を維持することを目的に，消防職員が高圧ガス保
安法第６２条，液化石油ガスの保安の確保及び取引の
適正化に関する法律第８３条及びガス事業法第１７２条
の規定により事業所等に立ち入って，検査を行って
います。

事業所数事　業　所　区　分
34一 般 則

第一種

製 造 事 業 所

36冷 凍 則
16液 石 則
1コ ン ビ 則
87計
124一 般 則

第二種 369冷 凍 則
1液 石 則
494計
581小 計
498販　売　事　業　所
22一 般 則

第一種

貯 蔵 所

4液 石 則
26計
104一 般 則

第二種 0液 石 則
104計
130小 計
28一 般 則

特定消費事業所 3液 石 則
31小 計
21容　器　検　査　所

1，261合　　　計

表－４７　高圧ガス法関係事業所数
（平成３０年４月１日現在）

事業所数事　業　所　区　分
87液化石油ガス販売事業
82保安機関
8特定供給設備・貯蔵施設
14充てん設備
191合　　　計

表－４８　液石ガス法関係事業所数
（平成３０年４月１日現在）

立入検査数事　業　所　区　分
9一 般 則

第一種

製 造 事 業 所

1冷 凍 則
5液 石 則
0コ ン ビ 則
15計
13一 般 則

第二種 4冷 凍 則
0液 石 則
17計
32小 計
143販　売　事　業　所
8一 般 則

第一種

貯 蔵 所

2液 石 則
10計
9一 般 則

第二種 0液 石 則
9計
19小 計
5一 般 則

特定消費事業所 2液 石 則
7小 計
5容　器　検　査　所
206合　　　計

表－４９　高圧ガス法関係立入検査数
（平成２９年度中）

立入検査数事　業　所　区　分
29液化石油ガス販売事業
28保安機関
0特定供給設備・貯蔵施設
9充てん設備
11液化石油ガス設備工事関係
28特定液化石油ガス設備工事事業関係
105合　　　計

表－５０　液石ガス法関係立入検査数
（平成２９年度中）

立入検査数事業所区分
11ガス事業法
11合　　　計

表－５１　ガス事業法関係立入検査数
（平成２９年度中）
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加加加加加 地域住民の防火防災活動 加加加加加

1　地域の防火防災活動
「安全安心まちづくり」を実現するためには，行政
が防災体制を整備するだけでは不十分であり，地域
住民の連帯意識に基づく自主的な防災組織が整備さ
れていなければなりません。
平成３０年４月１日現在，自主防災組織を結成して
いる町内会等は１，３６９で，約４１万世帯が加入し，各種
防火防災活動を行っています。

2　仙台市地域防災リーダー
自主防災組織の活動を活性化させ，地域防災力の
強化を図るために，自主防災活動の中心的な役割を
担っていただく仙台市地域防災リーダーの養成講習
会を行っています。
平成３０年４月１日現在，仙台市地域防災リーダー
を６９０人を養成しています。

3　婦人防火クラブ
婦人防火クラブは，家庭の主婦等で組織されてお
り，万一の場合にお互いに協力して活動できる安全
な地域社会を作るために，初期消火訓練や防火研修

会等の活動を行っています。
平成３０年４月１日現在，５０７クラブが結成され１０
万人を超えるクラブ員が活動する全国屈指の組織，
仙台市婦人防火クラブ連絡協議会となっています。

4　幼少年消防クラブ
少年消防クラブは，おおむね１０歳～１５歳の少年少
女により地域や学校を単位に結成されるもので，防
火防災に関する知識を身につけるため，消防署の訪
問や防災教室に参加する他，地域に防火標語板を設
置するなど様々な活動を行っています。
また，幼年消防クラブは子供の火遊び等による火

災の減少を図る
ため，幼稚園，
保育園の園児等
を対象として結
成されるもので
す。

表－５２　自主防災組織の結成状況 （平成３０年４月１日現在）

宮　城泉太　白若　林宮城野青　葉合　計名　　　　　称
742092731692114331，369結成町内会等自 主 防 災 組 織 21，82179，83679，85863，22570，45995，666410，865世 帯 数
40431511258365507ク ラ ブ 数婦人防火クラブ 15，16127，26023，42417，44010，50015，658109，443クラブ員数
21325215ク ラ ブ 数少年消防クラブ 2251569856367791，440クラブ員数
314885745ク ラ ブ 数幼年消防クラブ 5151，４７６1，3324065121，2325，４７３クラブ員数

表－５３　自主防災組織等の活動状況 （平成29年度中）

地
震
体
験
車
使
用
回
数

活　動　（訓　練）　項　目　回　数参

加

人

員

参

加

団

体

実

施

回

数

区　分

津

波

避

難

学
校
と
連
携

そ

の

他

取

扱

訓

練

コ
ミ
セ
ン
資
機
材

映

写

会

座
談
会
･
研
修
会

給
食
給
水
訓
練

救
急
救
護
訓
練

避

難

訓

練

消

火

訓

練

通

報

訓

練

42131175343815933931234027434612686，3842，9231，033合 計
3097824436891462352352082649272，1291，592533自主防災組織等
933024424617869974967268，6881，264441婦人防火クラブ
31924088886922，5753830少年消防クラブ
0002201670011662，9922929幼年消防クラブ
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加加加加加 消　防　団 加加加加加

消防団は，長い歴史と伝統を持ち地域住民に育ま
れてきた組織で，市町村の消防機関として設置され
ています。火災，水害等の災害が発生したときに
は，消防職員と協力して消火活動，水防活動等を行
うとともに，火災予防のための活動も行っています。
消防団を構成する消防団員は，家業に従事したり
会社に勤務したりするなど，職業を持ちながら災害
活動や防火防災活動を行い，地域の安全を守ってい
ます。

1　消防団の組織
仙台市の消防団は，昭和２３年の消防組織法の制定
により本市の消防機関として位置づけられ，現在，
７消防団５６分団から構成されています。

2　消防団員の定員・現員
平成３０年４月１日現在の消防団員数は１，９７５人（う

ち女性団員１１８人）であり，定員２，４３０人に対する充
足率は８１．３％となっています。

図－８　消防団組織図 （平成３０年４月１日現在）

消 防 団
（7団）

庶 務 部 予 防 部 警 防 部 庶 務 部 予 防 部 消 防 部 水 防 部 市民救急部 地震防災部

団 本 部
（7本部）

分 　 団
（56分団）

表－５４　消防団員の階級別定員・現員 （平成３０年４月１日現在）

合　計
秋　保
消防団

宮　城
消防団

泉
消防団

太　白
消防団

若　林
消防団

宮城野
消防団

青　葉
消防団区　分

現員定員現員定員現員定員現員定員現員定員現員定員現員定員現員定員

7711111111111111団 長

131311222222222222副 団 長

6364669915159966881011分 団 長

70（3）70669915（1）15101088111111（2）11副分団長

395（16）40932（3）3356（1）5987（2）8761（1）6246（2）4757（1）5856（6）63部 長

497（34）53433（6）348810085（13）8681（2）8267（3）8089（5）9054（5）62班 長

930（65）1，333 31（1）64127（9）175158（10）224210（19）264169（9）256173（4）24062（13）110団 員

１，９７５（１１８）2，430 110（10）145292（10）355363（26）430374（22）430299（14）400341（10）410196（26）260計

※（　）は女性消防団員
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加加加加加 危機管理・防災 加加加加加

本市は，都市型地震災害と評された昭和５３年の宮
城県沖地震の経験から，「防災都市宣言」を行い，災
害に強い安全な都市づくりに努めてきました。ま
た，平成７年に発生した阪神・淡路大震災によって，
都市型地震災害の恐ろしさをさらに痛感することと
なり，より安全性の高い都市づくりを推進していく
ことの大切さを再認識させられ，平成９年に仙台市
防災都市づくり基本計画を策定，平成１３年には地震
被害想定調査を実施して，切迫する宮城県沖地震に
重点的に取り組むべき対策を取りまとめ，各事業を
展開してきました。
しかしながら，平成２３年に発生した東日本大震災
は，これまで取り組んできた防災対策や都市づくり
の想定をはるかに超え，完全な防災の限界と減災の
視点の重要性が再認識させられました。この震災の
対応については，仙台市震災復興計画に基づき，地
域防災計画の見直しや，津波に対する備えなど数々
の対策が必要となったところです。一方で，従来自
治体が対応を想定していなかったテロ行為や大規模
事故，感染症の発生等の危機事象の発生に伴い，臨
機に対応できる体制を整備するため，各消防署に危
機管理担当者を配置して，局全体の危機管理対応力
の向上を図りました。
市全体の組織体制については，平成１９年度に新た
に危機管理を所管する副市長を置くとともに，危機
管理監が局長級として独立，平成２６年度には災害対
策基本法に規定された事案を担当していた消防局の
防災部門と，国民保護計画の策定やテロ，新型イン

図－１０　仙台市災害警戒本部及び区災害警戒本部
（平成３０年４月１日現在）

仙台市災害警戒本部 

警戒本部長：危機管理監 

警戒副本部長：危機管理室長 
　　　　　　　危機管理室参事 
　　　　　　　総務局総務部長 

警戒部長：危機管理室危機管理課長
　　　　　危機管理室防災計画課長
　　　　　危機管理室減災推進課長
　　　　　総務局広報課長

関 係 局 関 係 課 長

区 災 害 警 戒 本 部 

区警戒本部長：区 民 部 長 

区警戒副本部長：区 民 生 活 課 長  
　 　 　 　 　 　 総 務 課 長  
　　　　　　　　まちづくり推進課長 

図－９　仙台市災害対策本部
（平成３０年４月１日現在）

本　　　部 

本部事務局
（危機管理室，総務局広報課，

消防局指令課）
現地災害対策本部 

本　部　長　市　長 

副 本 部 長　副市長 

主管本部員　危機管理監 

本　部　員　各局長・区長等 
各区本部  

（青葉，宮城野，若林，太白，泉） 

区本部長　　区長 
区副本部長　副区長・総合支所長 
区本部員　　各部長等 

各　部 

各　　　班 

各　　　班 

区本部事務局 

総務，まちづくり政策 , 財政，
市民，健康福祉，子供未来 , 環境，
経済，文化観光，都市整備，建設，
会計，消防，教育，議会，水道，
交通，ガス，市立病院

フルエンザ等の危機事象を担当していた総務企画局
の危機管理部門を統合して，市長直轄の危機管理室
（部相当）を新設し，３つの課で危機管理・防災業務
の総合調整を行うこととしました。

1　防災計画
仙台市地域防災計画は，災害対策基本法第４２条の
規定に基づき，仙台市の地域における地震災害や風
水害等の各種災害に対して，市民の生命，身体，財
産を保護するとともに被害を最小限に食い止めるこ
とを目的に，仙台市防災会議が策定しているものです。
仙台市では，平成２３年３月１１日に発生した東日本

大震災における課題等を踏まえ，平成２４年度に「共
通編」及び「地震・津波災害対策編」を全面修正し，
平成２５年度には「風水害等災害対策編」の見直しと，
「原子力災害対策編」の策定を実施しました（平成２６
年４月１日施行）。
平成２８年度は平成２７年９月関東・東北豪雨におけ

る課題等を踏まえ，見直しを行いました。
本計画については，当該法の規定に基づき，毎年

検討を加えるほか，国の防災基本計画や県の地域防
災計画の改正を踏まえ，必要な修正を行っています。

2　危機対応組織
仙台市では，災害対策基本法に定める自然災害・

大規模事故等が発生した場合や発生するおそれのあ
る場合等には，災害対策本部又は災害警戒本部を設
置し，対応することとしています。
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3　防災行政用無線
防災行政用無線は，仙台市地域防災計画に基づく
災害対策に係る円滑な通信の確保を図ることを目的
に設置しているもので，デジタル移動通信系，全市
移動系及び固定系で構成されています。
このうちデジタル移動通信系は，市役所，区役所
等の庁舎及び車両並びに主要な地域防災関係機関及
び全指定避難所，補助避難所，福祉避難所，災害拠
点病院等に移動局を配備しています。
また，沿岸部にお住まいの方等に津波情報や避難
情報を伝達する，仙台市津波情報伝達システム（固
定系一斉同報無線）を設置しているほか，全市移動
系の全ての無線装置は，災害時等に行政機関や防災
関係機関が相互に通信可能な防災相互通信機能を備
えております。

全市移動系（防災相互通信波を内蔵）
デジタル移動通信系
固定系（仙台市津波情報伝達システム）
 

4　コミュニティ防災センター及び
　　簡易型防災資機材倉庫の整備
市民センターやコミュニティ・センターの新築，

増改築等に合わせ，防災資機材倉庫を整備するとと
もに，既存の建物に防災資機材倉庫がない場所につ
いては，敷地内等に簡易型防災資機材倉庫を設置す
るなど，災害時の自主防災活動に必要な各種防災資
機材の備蓄を行っています。

5　避難所・避難場所の整備
地震・津波等の災害時に緊急的に市民等の安全を

守る場として，又は災害により住家を失った市民等
の当面の生活の場として，災害の危険が差し迫った
場合における緊急時の避難場所等（指定緊急避難場
所）と，被災者が一定期間滞在して避難生活をする
ための避難所（指定避難所）を指定しています。
【緊急的に活用する避難所・避難場所】

（指定緊急避難場所）

災害対策基本法第４９条の４に基づく指定緊急避難
場所として，防災施設の整備の状況，地形，地質そ
の他の状況を総合的に勘案して，異常な現象の種類
ごとに，同法施行令第２０条の３に定める安全性等の
一定の基準を満たす施設又は場所を指定しています。

【当面の避難生活を行う避難所】（指定避難所）

災害対策基本法第４９条の７に基づく指定避難所と
して，被災により生活の場を失った住民が一定期間
滞在して避難生活をするための施設であるととも
に，各種災害などにより切迫した災害の危険から逃
れるための緊急的な避難施設として一定の安全性等
の基準を満たす施設又は場所を指定しています。
物資の備蓄や無線の整備を行い，小学校区に１か

所以上確保するものとし，避難するための広場と避
難者を受け入れる施設を併せ持つ市立小中高等学校
を充てています。
ただし，施設の配置状況により市立学校への避難

が困難な一部地域については，地域要望を踏まえ，
特例措置として市民センターやコミュニティ・セン
ター等の市有施設の一部を同様の施設として位置づ
けています。

地震，津波，洪水，土砂災害などにより切迫した災害の危険から逃れるための緊急的な避難施設であるとともに，
被災により生活の場を失った住民が一定期間滞在して避難生活をするための施設です。指 定 避 難 所

津波発生時に浸水が予想される「津波避難エリア」内において，エリア外に逃げるいとまがなく，津波から緊急に
身の安全を守る必要がある場合に避難するための施設及び場所です。
津波に対し安全な構造であるとともに，安全な高さを有する施設や高台をあらかじめ指定しています。

津 波 避 難 施 設
津 波 避 難 場 所

火災の延焼拡大により地域全体に危険が及び，指定避難所等にとどまることが危険な場合等に一時的に避難するた
めの場所です。火災の輻射熱や煙から身を守れる広さのある場所で，津波やがけ崩れ等他の災害危険等も勘案して
指定しています。

広 域 避 難 場 所

指定避難所への避難が困難な地域の一時的な避難場所として，必要に応じて指定しています。地 域 避 難 場 所

地震災害発生直後に，住民が家屋倒壊の危険等から身の安全を守り，また，自主防災組織による避難行動や安否確
認の活動を実施するための場所です。いっとき避難場所
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6　災害救助物資の備蓄
・指定避難所等への備蓄

クラッカー，ようかん，調理不要食，アルファ米，
アルファ粥，飲料水，粉ミルク，哺乳瓶，浄水機，
簡易組立トイレ等を，区役所，総合支所，市立小中
高等学校，市民センター，コミュニティ・センター
等に分けて備蓄しています。
・流通在庫備蓄

子供用紙おむつ，大人用紙おむつ，生理用品，お
しりふき，トイレットペーパー，軽失禁パッドにつ

いては，企業の流通ルートの中で管理し，必要量を
確保する流通在庫備蓄方式により，民間企業倉庫に
備蓄しています。

7　津波避難施設の整備
東日本大震災の津波により被害を受けた東部地域

の再生のため，平成２４年度に策定した「津波避難施
設の整備に関する基本的考え方」等に基づき，地域
の実情等を考慮しながら，適切な津波避難施設の整
備を行っています。

表－５５　防災行政用無線の保有状況 （平成３０年４月１日現在）

４局（１０Ｗ）　権現森山，大八山，芋峠，八木山基 地 局
２局（０．２Ｗ）　青葉区役所，権現森山固 定 局

合計自動中継局簡易統制局携帯型車載型半固定型
陸上移動局 （５Ｗ）（５Ｗ）（２Ｗ）（５Ｗ）（５Ｗ）

7122168124517

デジタル移動通信系

合計０．１Ｗ０．５Ｗ１Ｗ３Ｗ５Ｗ１０Ｗ区　　　分
固
 定
 局

11 親局（アナログ／デジタル）
182151 子局（アナログ）
617181719 子局（デジタル）
802221917191合 計

固定系（仙台市津波情報伝達システム）
１局（５Ｗ）　青葉区役所基 地 局
２０局（５Ｗ）　携帯型陸上移動局

全市移動系

地域の実情等により指定避難所以外の市有施設を活用する必要があり，地域，市と施設管理者との間で活用方法等
の協議が整った場合に，当該施設を指定緊急避難場所または指定避難所を補完する補助避難所として地域版避難所
運営マニュアル等に位置づけを行って活用します。市では市民センターやコミュニティ・センターを補助避難所と
して活用できるよう，物資の備蓄や無線の整備を行っています。

補 助 避 難 所

食料の備蓄等を含めた平時の備え，災害時の運営は地域で行うことを前提に，集会所等地域の施設を活用し，自立
して運営する避難施設です。

地 区 避 難 施 設
（がんばる避難施設）

公共交通機関の途絶等により帰宅が困難となった者（帰宅困難者）が一時的に滞在するための施設及び場所で，仙
台駅等の交通結節点を中心に，民間企業との協定等により計画的に整備を進めています。

帰宅困難者一時滞在
施設・一時滞在場所

地震災害発生直後に，住民が家屋倒壊の危険等から身の安全を守り，また，自主防災組織による避難行動や安否確
認の活動を実施するための場所です。いっとき避難場所

県立高校等の県有施設については，指定避難所等の被害や受け入れ状況から必要と判断される場合に，市災害対策
本部長から知事及び施設管理者へ開設を要請することとしています。
地域の施設配置状況等を勘案し，指定避難所等と同様の位置づけが必要な施設については，県との協定の締結によ
り事前の整備を進めます。

県 有 施 設

指定避難所や補助避難所等での生活が困難な高齢者や障害者等の災害時要援護者を受け入れるために開設する二次
的避難所であり，社会福祉施設等を指定しています。福 祉 避 難 所

【その他の補完的避難施設】
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表－５８　指定水防区域 （平成３０年４月１日現在）

重　　　要　　　水　　　防　　　箇　　　所区　　　分

名取川３４箇所，広瀬川２５箇所，七北田川８箇所，梅田川６箇所，北貞山運河２箇所重 要 水 防 区 域
名取川１区間，広瀬川１区間重要水防特定区間
高野川，井土浦川，貞山運河，二郷堀，要害川，広瀬川の一部準重要水防区域

表－５７　主な水防実施機関とその任務　 （平成３０年４月１日現在）

水　防　管　理　者（市長）
任　　　　　　　　　　務担当局区等

各局各区の連絡調整，気象情報・災害情報等の収集伝達，防災指令の伝達，災害対策本部の設置
運営危 機 管 理 室

各課の連絡調整，職員の動員，消防団の庶務

消 防 局

消防車両及び資機材の整備，消防車等の燃料等の調達
災害の記録，被害状況の集約，他課の支援

防御活動の指揮及び部隊運用，隊員及び資機材の輸送・配分，被害状況図及び警防活動図の作成，
災害活動，救助及び警戒の総合調整，資材の調達，収用

救急に関する医療機関との相互連絡及び救急活動
消防隊等の指令管制，指揮命令の伝達，災害情報の収集伝達
被害状況の把握，救急救助の災害活動及び部隊運用の支援
警戒防御，避難の勧告及び誘導，人命救助，被害状況等の収集伝達
用排水施設に関すること経 済 局
排水施設の管理及び操作

建 設 局
一級河川綱木川の全部及び二級河川梅田川の一部、並びに準用河川普通河川の施設に関すること
災害情報の収集伝達，区災害対策本部の設置運営区 役 所

避難所開設・運営各 局
（避難所担当課）

地域避難場所指定避難場所

表－５６　各区ごとの避難所・避難場所の概要 （平成３０年４月１日現在）

収容可能人員（人）避難場所面積
（㎡）箇所数区　分

避難所避難場所
49，930241，100486，66049青 葉 区
37，436141，100285，27534宮城野区
18，36974，200150，25719若 林 区
38，025194，100392，11144太 白 区
42，761294，600594，47947泉 区
186，521945，1001，908，782193計

収容可能人員（人）避難場所面積
（㎡）箇所数区　分

避難所避難場所
―154，100310，14719青 葉 区
―82，600166，0349宮城野区
―73，500147，66311若 林 区
―73，400147，2048太 白 区
―90，600182，1158泉 区
―474，200953，16355計

※１　避難場所の収容可能人員の算定に当たっては，「都市防災
構造化対策に関する調査報告書（建設省都市局都市再開発防
災課都市防災対策室）」で定めるところにより，おおむね２㎡
あたり１人として算出した。

　２　避難所の収容可能人員の算定に当たっては，通路等の共用
スペース分として延面積の２０％を減じた面積を有効面積と
し，「市町村地域防災計画策定・見直しマニュアル（地震防災
対策研究会）」で定めるところにより，おおむね３．３㎡当たり
２人として算出した。

広域避難場所

収容可能人員（人）避難場所面積
（㎡）箇所数区　分

避難所避難場所
―68，000137，0002 青 葉 区
―93，000186，0002 宮城野区
―42，00084，0001 若 林 区
―31，00064，0002 太 白 区
―24，00048，0001 泉 区
―258，000519，0008 計
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加加加加加 消 防 相 互 応 援 協 定 等 加加加加加

1　消防相互応援協定等の締結状況
消防組織法においては，市町村長は，必要に応じ
て，大規模な災害や特殊な災害などに適切に対応で
きるよう，消防の相互応援に関して協定を締結でき
ることを規定しています。

現在，仙台市では，隣接する市町村等と消防相互
応援協定を締結しているほか，高速道路における消
防相互応援協定や回転翼航空機（ヘリコプター）を
保有する消防本部との応援協定などを締結していま
す。

表－５９　消防相互応援協定等 （平成３０年４月１日現在）

協定の内容締結市町村等発効日応援協定の名称

大規模・特殊火災，突発的な災害に相
互応援する

仙台市，塩釜市，名取市，多賀城市，
岩沼市，松島町，七ヶ浜町，利府町，
塩釜地区消防事務組合

Ｓ48．　4．　1消防相互応援協定
書

大規模・特殊火災，突発的な災害に相
互応援する仙台市，黒川地域行政事務組合Ｓ63．　3．　1消防相互応援協定

書
消防相互応援協定の実施に関し必要な
事項を定める

仙台市消防局，黒川地域行政事務組合
消防本部Ｈ15．　5．　1消防相互応援協定

実施細目
消防相互応援協定の実施に関し必要な
事項を定める仙台市消防局，名取市消防本部Ｈ10．　4．　1消防相互応援協定

実施細目
消防相互応援協定の実施に関し必要な
事項を定める

仙台市消防局，塩釜地区消防事務組合
消防本部Ｈ10．　4．　1消防相互応援協定

実施細目

行政区域の境界線上に存する仙台白百
合学園に係る消防業務についての覚書

仙台市消防局，黒川地域行政事務組合
消防本部Ｈ10．　4．　1

仙台白百合学園に
係る消防業務に関
する覚書

大規模特殊な災害に相互に応援する仙台市，山形市Ｓ63．　9．20消防相互応援協定
書（同実施細目）

大規模特殊な災害に相互に応援する仙台市，尾花沢市Ｓ63．　9．20消防相互応援協定
書（同実施細目）

大規模特殊な災害に相互に応援する仙台市，天童市Ｓ63．　9．20消防相互応援協定
書（同実施細目）

大規模特殊な災害に相互に応援する仙台市，東根市Ｓ63．　9．20消防相互応援協定
書（同実施細目）

地震風水害，山林地域での林野火災・
大災害，高層建築物の火災等大規模災
害が発生した場合に相互に応援する

仙台市，名取市，岩沼市，石巻地区広
域行政事務組合，塩釜地区消防事務組
合，亘理地区行政事務組合，仙南地域
広域行政事務組合，栗原市，大崎地域
広域行政事務組合，登米市，気仙沼・
本吉地域広域行政事務組合，黒川地域
行政事務組合

Ｈ　4．　4．　1宮城県広域消防相
互応援協定書

表－６０　高速自動車道路等応援協定等

協定の内容締結市町村等発効日応援協定の名称
協定市等の行政区のうち東北自動車道
における消防業務に関する相互応援に
ついて定める協定

仙台市，名取市，仙南地域広域行政事
務組合，栗原市，大崎地域広域行政事
務組合，黒川地域行政事務組合

Ｓ63．　7．　1
東北自動車道宮城
県消防相互応援協
定書

上記協定の実施細目

仙台市消防局，名取市消防本部，仙南
地域広域行政事務組合消防本部，栗原
市消防本部，大崎地域広域行政事務組
合消防本部，黒川地域行政事務組合消
防本部

Ｓ63．　7．　1
東北自動車道宮城
県消防相互応援協
定に基づく実施細
目

（平成３０年４月１日現在）
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協定の内容締結市町村等発効日応援協定の名称

東北自動車道における消防業務につい
て定める覚書

仙台市，名取市，仙南地域広域行政事
務組合，栗原市，大崎地域広域行政事
務組合，黒川地域行政事務組合，東日
本高速道路株式会社東北支社

Ｓ63．　7．　1
東北自動車道にお
ける消防業務に関
する覚書

東北自動車道（仙台南ICから古川ICま
での間）における救急業務に関する覚
書

仙台市，黒川地域行政事務組合，大崎
地域広域行政事務組合，東日本高速道
路株式会社東北支社

Ｓ63．　3．　1

東北自動車道（仙
台南ICから古川
ICまでの間）にお
ける救急業務に関
する覚書

協定市等の行政区のうち山形自動車道
における消防業務に関する相互応援に
ついて定める協定

仙台市，名取市，仙南地域広域行政事
務組合Ｓ63．11．　1

山形自動車道宮城
県消防相互応援協
定書

上記協定の実施細目仙台市消防局，名取市消防本部，仙南
地域広域行政事務組合消防本部Ｈ　2．10．　4

山形自動車道宮城
県消防応援協定に
基づく実施細目

山形自動車道における消防業務につい
て定める覚書

仙台市，名取市，仙南地域広域行政事
務組合，東日本高速道路株式会社東北
支社

Ｈ　2．10．　4
山形自動車道にお
ける消防業務に関
する覚書

東北自動車道及び山形自動車道におけ
る救急業務の実施について定める覚書

仙台市，仙南地域広域行政事務組合，
東日本高速道路株式会社東北支社Ｈ　2．10．　4

東北自動車道及び
山形自動車道にお
ける救急業務に関
する覚書

三陸自動車道（仙台港北インターチェ
ンジ～利府中インターチェンジ間）に
おける消火，救急及び救助業務等につ
いて定める覚書

仙台市，塩釜地区消防事務組合，東日
本高速道路株式会社東北支社Ｈ22．10．22

三陸自動車道（仙
台港北インター
チェンジ～利府中
インターチェンジ
間）における消火，
救急及び救助業務
等に関する覚書

三陸自動車道（仙台港北インターチェ
ンジ～利府中インターチェンジ間）に
おける消火，救急及び救助業務等につ
いて定める協定

仙台市，塩釜地区消防事務組合Ｈ22．10．22

三陸自動車道（仙
台港北インター
チェンジ～利府中
インターチェンジ
間）における消火，
救急及び救助業務
等に関する協定書

仙台東部道路及び仙台南部道路におけ
る消防業務について定める覚書

仙台市，名取市，仙南地域広域行政事
務組合，東日本高速道路株式会社東北
支社

Ｈ25．　7．　1
仙台東部道路及び
仙台南部道路にお
ける消防業務に関
する覚書

仙台東部道路及び仙台南部道路におけ
る消防業務に関する相互応援について
定める協定

仙台市，名取市，仙南地域広域行政事
務組合Ｈ25．　7．　1

仙台東部道路及び
仙台南部道路消防
相互応援協定書

上記協定の実施細目仙台市消防局，名取市消防本部，仙南
地域広域行政事務組合消防本部Ｈ25．　7．　1

仙台東部道路及び
仙台南部道路消防
相互応援協定に基
づく実施細目

仙台北部道路（利府ジャンクション～
富谷インターチェンジ間）における消
火，救急及び救助等について定める覚
書

仙台市，塩釜地区消防事務組合，黒川
地域行政事務組合，東日本高速道路株
式会社東北支社

Ｈ25．12．22

仙台北部道路（利
府ジャンクション
～富谷インター
チェンジ間）にお
ける消火，救急及
び救助業務等に関
する覚書

仙台北部道路（利府ジャンクション～
富谷インターチェンジ間）における消
火，救急及び救助等について定める協
定

仙台市，塩釜地区消防事務組合，黒川
地域行政事務組合Ｈ25．12．22

仙台北部道路（利
府ジャンクション
～富谷インター
チェンジ間）にお
ける消火，救急及
び救助業務等に関
する協定書
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表－６１　航空消防応援に関する応援協定等 （平成３０年４月１日現在）

協定の内容締結市町村等発効日応援協定の名称

宮城県の所有する防災ヘリコプターの
応援に関し必要な事項を定める協定

宮城県，仙台市，名取市，岩沼市，石
巻地区広域行政事務組合，塩釜地区消
防事務組合，亘理地区行政事務組合，
仙南地域広域行政事務組合，栗原市，
大崎地域広域行政事務組合，登米市，
気仙沼・本吉地域広域行政事務組合，
黒川地域行政事務組合

Ｈ4．　4．　1宮城県広域航空消
防応援協定書

仙台市の所有する消防ヘリコプターの
応援に関し必要な事項を定める協定

仙台市，名取市，岩沼市，石巻地区広
域行政事務組合，塩釜地区消防事務組
合，亘理地区行政事務組合，仙南地域
広域行政事務組合，栗原市，大崎地域
広域行政事務組合，登米市，気仙沼・
本吉地域広域行政事務組合，黒川地域
行政事務組合

Ｈ13．　4．　1宮城県内航空消防
応援協定書

宮城県・仙台市の所有するヘリコプ
ターの運航に関する覚書仙台市，宮城県Ｈ　5．　4．　1回転翼航空機の運

航についての覚書

回転翼航空機及び乗務員の応援に関し
必要な事項を定める協定仙台市，東京消防庁Ｈ　8．　1．22

東京消防庁・仙台
市航空機消防相互
応援協定（同覚書）

仙台市の所有するヘリコプターテレビ
電送システムによる情報提供について
定める協定

仙台市，宮城県Ｈ　5．10．　1
ヘリコプターテレ
ビ電送システムに
よる情報提供に関
する協定書

宮城県に派遣されている職員の応援派
遣に関する手続等について定める協定

宮城県，仙台市，名取市，岩沼市，石
巻地区広域行政事務組合，塩釜地区消
防事務組合，亘理地区行政事務組合，
仙南地域広域行政事務組合，栗原市，
大崎地域広域行政事務組合，登米市，
気仙沼・本吉地域広域行政事務組合，
黒川地域行政事務組合

Ｈ16．　4．　1

宮城県防災ヘリコ
プターを使用した
大規模特殊災害時
における広域航空
消防応援に関する
協定書

宮城県警察本部及び仙台市の各々が保
有するヘリコプターテレビ電（伝）送シ
ステム等による相互の情報提供につい
て定める協定書

宮城県警察本部，仙台市Ｈ17．　6．16
ヘリコプターテレ
ビ電(伝)送システ
ム等による情報提
供に関する協定書

表－６２　その他の応援協定等 （平成３０年４月１日現在）

協定の内容締結市町村等発効日応援協定の名称

仙台塩釜港仙台区及び仙台市に属する
海域における消火活動等についての協
定

宮城海上保安部，仙台市消防局Ｓ46．　9．　1
宮城海上保安部と
仙台市消防局との
業務協定

霞目飛行場及びその周辺において，航
空事故及び航空事故に伴う災害の発生
に際し，連絡調整を実施し円滑な消
火・救難活動をするための覚書

陸上自衛隊霞目駐屯地，仙台市消防局Ｓ54．　4．　1

霞目飛行場及びそ
の周辺において，
航空事故及び航空
事故に伴う災害が
発生した場合の連
絡・調整等に関す
る覚書

行政区域の境界線上に位置する消防対
象物の取扱いに関する協定仙台市，塩釜地区消防事務組合Ｓ57．　4．　1

市域境界線上に存
する消防対象物の
取扱いに関する協
定
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協定の内容締結市町村等発効日応援協定の名称
仙台市内に多数の傷病者が発生した場
合，傷病者の搬送業務に関して協力す
る

㈲フタバタクシーＨ　8．10．15
大規模災害時にお
ける傷病者の搬送
業務に関する協定

大規自然災害又は事故等により市内に
多数の傷病者が発生した場合における
傷病者の搬送に関する協定

㈲メモリアルサービスＨ10．　9．　1
大規模災害時にお
ける傷病者の搬送
業務に関する応援
協定

市内の災害現場における人命検索にか
かる災害救助犬の出動要請に関する協
定

㈳ジャパンケネルクラブＨ10．　9．　1災害救助犬の出動
に関する協定

大規模災害時における人的支援，物的
支援及び技術的支援等の協力体制につ
いての協定

宮城県解体工事業協同組合Ｈ21．　3．18
大規模災害時にお
ける災害活動への
支援に関する協定

鉄道災害発生時における鉄道事業者と
消防機関との，より迅速かつ効率的な
消防活動及び安全管理体制の確保に関
する協定

東日本旅客鉄道㈱仙台支社，東日本旅
客鉄道㈱水戸支社，東日本旅客鉄道㈱
盛岡支社，日本貨物鉄道㈱，阿武隈急
行㈱，仙台空港鉄道㈱，仙台臨海鉄道
㈱，仙台市消防局，名取市消防本部，
岩沼市消防本部，登米市消防本部，栗
原市消防本部，石巻地区広域行政事務
組合消防本部，塩釜地区消防事務組合
消防本部，亘理地区行政事務組合消防
本部，仙南地域広域行政事務組合消防
本部，大崎地域広域行政事務組合消防
本部，気仙沼・本吉地域広域行政事務
組合消防本部

Ｈ21．12．25
鉄道災害時におけ
る鉄道事業者と消
防機関との連携に
関する協定書

地震等の大規模災害時における円滑な
消防活動体制の確保を目的とした酸素
ガス等の供給協力に関する協定

一般社団法人日本産業・医療ガス協会
東北地域本部Ｈ24．10．29

大規模災害時にお
ける酸素ガス等の
供給協力に関する
協定

MCA無線利用による相互通信に関す
る協定宮城県，宮城県医師会Ｈ26．　2．　1ＭＣＡ無線の相互

通信に係る協定
官学連携による消防防災力の向上や人
材育成を図り，多岐に渡る消防行政の
持続的な発展につなげる協定

東北福祉大学Ｈ３０．　７．１２地域消防力の向上
等に関する協定書
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表－６３　自治体協定 （平成３０年４月１日現在）

加加加加加 防 災 に 関 す る 応 援 協 定 等 加加加加加

1　防災に関する応援協定等締結状況
現在，本市では，災害対策基本法に基づき他の地
方公共団体相互間の応援，放送・通信機関との応援，

物資供給・輸送等に関して各業種団体との応援協定
等を締結しています。

協定等の概要締結年月日締結先協定等の名称

被災都市の要請に応え，又は要請を待
たずに相互に応援を行う協定Ｈ8．　5．17東北六県県庁所在都市（青森市，秋田

市，盛岡市，山形市，福島市）
東北地区六都市災
害時相互応援に関
する協定

宮城県内市町村における災害時，相互
に応援を行う協定Ｈ16．　7．26宮城県,宮城県市長会,宮城県町村会

災害時における宮
城県市町村相互応
援協定

被災都市の要請に応え，相互に救援協
力，応急対策及び復旧対策を行う協定Ｈ18．　4．　1新潟市，島原市，釧路市，墨田区，静

岡市，福井市

自治体防災情報
ネットワーク連絡
会加盟都市災害時
相互応援に関する
協定

被災都市の要請に応え，相互に救援協
力，応急対策及び復旧対策を行う協定Ｈ24．10．　1

東京都及び政令指定都市（札幌市，さ
いたま市，千葉市，横浜市，川崎市，
相模原市，新潟市，静岡市，浜松市，
名古屋市，京都市，大阪市，堺市，神
戸市，岡山市，広島市，北九州市，福
岡市，熊本市）

21大都市災害時相
互応援に関する協
定

民生主管部局所管業務に関する大都市
相互の災害時応援活動実施のため「21
大都市災害時相互応援に関する協定」
を補完するもの

Ｈ25．　3．13東京都及び政令指定都市の民生主管部
局

21大都市民生主管
部局大規模災害時
相互応援に関する
覚書

衛生主管部局所管業務に関する大都市
相互の災害時応援活動実施のため「21
大都市災害時相互応援に関する協定」
を補完するもの

Ｈ25．　3．18東京都及び政令指定都市の衛生主管部
局

21大都市衛生主管
局災害時相互応援
に関する確認書

石油基地自治体協議会に加盟する団体
が，その地域においてコンビナート事
故，地震その他住民の安全を脅かす危
機事象により被災し，独自では十分応
急措置ができない場合，相互に応援協
力，災害対応を行う協定

Ｈ23．　7．12

室蘭市，釧路市，苫小牧市，伊達市，石
狩市，北斗市，青森市，八戸市，秋田
市，男鹿市，久慈市，酒田市，仙台市，
塩竈市，多賀城市，北茨城市，千葉市，
市川市，市原市，袖ヶ浦市，横浜市，新
潟市，富山市，金沢市，半田市，碧南
市，東海市，知多市，四日市市，堺市，
泉大津市，松原市，高石市，海南市，有
田市，倉敷市，玉野市，坂出市，松山
市，大竹市，下関市，宇部市，周南市，
防府市，岩国市，山陽小野田市，和木
町，北九州市，中間市，唐津市，大分
市，八代市，鹿児島市，うるま市

石油基地自治体協
議会加盟団体災害
時相互応援協定

東日本大震災での経験を踏まえ，迅速
性と適切性をもった支援を実現するた
め，広域・大規模災害における広域支
援のあり方を定めた「広域・大規模災
害時における指定都市市長会の確認事
項」に基づき，広域・大規模災害の発
生当初において，緊急の支援が必要と
される応急・復旧期を中心に，基礎自
治体として総合力を有する指定都市が
緊密に連携を図り，指定都市市長会と
して一体となって被災者支援に取り組
むため必要な事項を定めるもの

Ｈ26．　4．　1

札幌市，さいたま市，千葉市，川崎市，
横浜市，相模原市，新潟市，静岡市，
浜松市，名古屋市，京都市，大阪市，
堺市，神戸市，岡山市，広島市，北九
州市，福岡市，熊本市

広域・大規模災害
時における指定都
市市長会行動計画
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協定等の概要締結年月日締結先協定等の名称
市内に災害が発生し，または，発生す
るおそれがある場合，放送により情報
の伝達を行う協定

Ｓ58．　5．17株式会社宮城テレビ放送災害時における放送要請協
力に関する協定

市内に災害が発生し，または，発生す
るおそれがある場合，放送により情報
の伝達を行う協定

Ｓ58．　5．18日本放送協会仙台放送局 災害時における放送要請協
力に関する協定

市内に災害が発生し，または，発生す
るおそれがある場合，放送により情報
の伝達を行う協定

Ｓ58．　5．19株式会社エフエム仙台災害時における放送要請協
力に関する協定

市内に災害が発生し，または，発生す
るおそれがある場合，放送により情報
の伝達を行う協定

Ｓ58．　5．19株式会社東日本放送災害時における放送要請協
力に関する協定

市内に災害が発生し，または，発生す
るおそれがある場合，放送により情報
の伝達を行う協定

Ｓ58．　5．26東北放送株式会社災害時における放送要請協
力に関する協定

市内に災害が発生し，または，発生す
るおそれがある場合，放送により情報
の伝達を行う協定

Ｓ58．　5．31株式会社仙台放送　災害時における放送要請協
力に関する協定

市内に災害が発生し，または，発生す
るおそれがある場合，放送により情報
の伝達を行う協定

Ｈ　8．　8．　5株式会社仙台シティエフエ
ム

災害時における放送要請に
関する協定

市内に災害が発生し，または，発生す
るおそれがある場合，放送により情報
の伝達を行う協定

Ｈ12．　3．　1せんだい泉エフエム放送株
式会社

災害時における放送要請に
関する協定

市内に災害が発生し，または，発生す
るおそれがある場合，放送により情報
の伝達を行う協定

Ｈ18．　9．21株式会社ジェイコムイース
ト

災害時における放送要請に
関する協定

市内に災害が発生し，または，発生す
るおそれがある場合，放送により情報
の伝達を行う協定

Ｈ18．11．24仙台シーエーティヴィ株式
会社

災害時における放送要請に
関する協定

市内に災害が発生し，または，発生す
るおそれがある場合，放送により情報
の伝達を行う協定

Ｈ19．　7．　9エフエムたいはく株式会社災害時における放送要請に
関する協定

市内に災害が発生し，または，発生す
るおそれがある場合，放送により情報
の伝達を行う協定

Ｈ27．　9．30株式会社楽天野球団災害時における放送要請に
関する協定

災害時における路線バス及び地下鉄の
運行状況について，放送を依頼する覚
書

Ｈ24．　4．19エフエムたいはく株式会社
災害時における放送要請
（協力）に関する覚書（交通
局）

災害時における路線バス及び地下鉄の
運行状況について，放送を依頼する覚
書

Ｈ24．　4．20株式会社 仙台シティエフエ
ム

災害時における放送要請
（協力）に関する覚書（交通
局）

災害時における路線バス及び地下鉄の
運行状況について，放送を依頼する覚
書

Ｈ24．　4．20せんだい泉エフエム放送株
式会社

災害時における放送要請
（協力）に関する覚書（交通
局）

市内に災害が発生した場合等の情報収
集，調査，広報等にかかる航空機の出
動協力に関する協定

Ｓ59．　8．31アイベックスアビエイショ
ン株式会社

災害時における航空機の出
動協力に関する協定

仙台市域の名取川周辺の住民に対する
災害情報及び避難情報の伝達に関する
協定

Ｈ18．　3．28国土交通省東北地方整備局
釜房ダム管理所

釜房ダム放流警報設備等に
よる災害情報等の伝達に関
する協定

大規模災害に備え住民へ必要な情報を
迅速に提供し，仙台市の行政機能低下
を軽減するため協力し情報発信等を行
う

Ｈ25．　3．15ヤフー株式会社災害に係る情報発信等に関
する協定

表－６４　放送・通信・広報に関する協定 （平成３０年４月１日現在）
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協定等の概要締結年月日締結先協定等の名称
非常事態により広範囲な供給停止と
なった場合の日本ガス協会相互間の緊
急連絡体制及び救援体制を定める要綱

Ｓ43．　6．20制定
Ｈ27．　3．20改定㈳日本ガス協会・東北部会地震・洪水等非常事態におけ

る救援措置要綱

市内に災害が発生した場合の被害拡大
防止，安全確保及び二次災害防止並び
に仮復旧工事への協力に関する協定

Ｈ　3．　9．　1締結
Ｈ30．　2．　9改訂㈳仙台建設業協会災害時における応急措置の

協力に関する協定

災害等により，宮城県仙南・仙塩広域
水道からの送水が停止になった場合な
どに備えた相互応援給水に関する協定

Ｈ　4．　3．19

宮城県及び17受水市町（塩竈
市，白石市，名取市，角田市，
多賀城市，岩沼市，蔵王町，
大河原町，村田町，柴田町，
亘理町，山元町，松島町，
七ヶ浜町，利府町，富谷町）

仙南・仙塩広域水道の緊急時
における受水市町相互応援
給水に関する協定

災害等により，水道の供給が不能に
なった場合の相互応援給水に関する協
定

Ｈ　5．　3．11富谷市災害時相互応援給水に関す
る協定

大都市で災害が発生した場合の下水道
に関する相互救援協力及び相互支援に
関するルール

Ｈ　8．　5．16制定
Ｈ29．　1．18改正

東京都及び政令指定都市の
下水道主管部局（札幌市，さ
いたま市，千葉市，横浜市，
川崎市，相模原市，新潟市，
静岡市，浜松市，名古屋市，
京都市，大阪市，堺市，神戸
市，岡山市，広島市，北九州
市，福岡市，熊本市）

下水道災害時における大都
市間の連絡・連携体制に関す
るルール（21大都市災害時相
互応援に関する協定関連）

大規模災害発生時等における，国土交
通省所管公共施設に係わる災害が発生
した場合等の情報提供，資機材貸し付
け，職員派遣等の相互応援についての
申し合わせ

Ｈ　8．11．15制定
Ｈ21．　3．26改正

国土交通省東北地方整備局，
東北6県土木関係部局，東日
本高速道路株式会社東北支
社

東北地方における国土交通
省所管公共施設の災害時の
相互応援に関する申合せ

地震等による水道施設被害の復旧等に
必要な応援活動に関する協定Ｈ　9．　4．　1宮城県管工業協同組合災害時等における水道施設

復旧等の応援に関する協定

表－６５　施設復旧に関する協定 （平成３０年４月１日現在）

協定等の概要締結年月日締結先協定等の名称
タウンページ等に防災啓発情報等を掲
載した上で発行するＨ29．　1．18NTTタウンページ株式会社防災啓発情報等に関する協

定
警察の通信設備の使用等に関する手続
きを定める協定Ｓ38．　4．　1宮城県警察本部災害対策基本法施行令第22

条に基づく協定
非常災害時のタクシー無線の利用につ
いて定める協定Ｓ54．　8．28仙台無線タクシー協同組合 非常災害時のﾀｸｼー無線通信

の利用に関する協定
災害が発生し，または発生するおそれ
がある場合の災害情報の伝達に関する
協定

Ｓ56．10．14仙台市職員アマチュア無線
クラブﾞ

災害非常無線通信の協力に
関する協定

非常災害時のタクシー無線の情報の提
供に関する協定Ｈ　9．　6．　5社団法人宮城県タクシー協

会仙台地区総支部
大規模災害時における情報
提供に関する覚書

災害対応を円滑に遂行するための事項
を定める協定Ｈ　9．　6．25日本郵便株式会社東北支店

災害時における東北郵政局，
仙台市間の協力に関する覚
書

設備の設置，運用及び維持管理に関す
る協定Ｈ12．　3．13宮城県

「宮城県地域衛星通信ネット
ワーク整備事業」に係る設備
の設置，運用及び維持管理
に関する協定

河川の画像情報等の受配信に関する協
定Ｈ18．　3．22国土交通省東北地方整備局

仙台河川国道事務所
防災関連情報の受配信に関
する協定



―　　―５５

協定等の概要締結年月日締結先協定等の名称
地震，異常渇水等の災害時における被
災事業体の速やかな給水能力回復の応
援活動に関する協定

Ｈ　9．　5．　1日本水道協会東北地方支部，
日本水道協会東北各県支部

日本水道協会東北地方支部
災害時相互応援に関する協
定

災害時における下水道災害の応援に関
する申し合わせ

Ｈ　9．　6．16制定
Ｈ25．　8．　6改正

北海道，青森県，岩手県，宮
城県，秋田県，山形県，福島
県，新潟県ほか（札幌市，青
森市，盛岡市，秋田市，山形
市，郡山市，東京都）

北海道・東北ブロック下水道
災害時支援に関するルール

市内に災害が発生した場合の人的・物
的被害の防止及び避難所を含む公共施
設等の速やかな災害復旧の支援に関す
る協定

Ｈ10．　9．　1仙台市技能職団体連絡協議
会

災害時における復旧支援に
関する覚書

県内に災害が発生した場合の被災事業
体の速やかな給水能力回復の応援活動
に関する計画

Ｈ11．　6．30日本水道協会宮城県支部会
員

災害時相互応援計画　（日本
水道協会宮城県支部）

災害時における道路施設，河川管理施
設及び農林施設の被害状況調査等Ｈ16．12．24一般社団法人　宮城県測量

設計業協会仙台支部
災害時における被害状況調
査等の応援協力に関する協
定

水道管・配水管において地震等の振動
により発生した錆び水が受水槽に流入
した場合の清掃業者の斡旋に関する協
定

Ｈ17．　3．16全環衛生事業協同組合
水道施設事故発生時におけ
る施設の清掃のための業者
斡旋に関する協定

地震等により鉄道施設等が被災した場
合の応急復旧の協力に関する協定

Ｈ17．　4．　1締結
Ｈ23．　8．24改訂

社団法人日本建設業連合会
東北支部

災害時における応急復旧に
関する協定

大規模地震災害後の応急復旧時におけ
る漏水調査技術員の応援派遣に関する
協定

Ｈ17．11．　1県内の漏水調査請負業者10
社

地震災害時の漏水調査技術
員の派遣に関する協定

災害時における下水道管路施設の早期
復旧の支援に関する協定Ｈ18．　1．　1

㈳日本下水道管路管理業協
会東北支部,全環衛生事業協
同組合,株式会社泉

下水道管路施設の災害時復
旧応援に関する協定

災害時における下水道処理施設の早期
復旧の支援に関する協定Ｈ18．　1．　1

一般社団法人　日本下水道
施設管理業協会，全環衛生事
業協同組合

下水道処理施設等の災害時
復旧応援に関する協定

他都市からの水道局応援者の宿泊等受
け入れに関する協定Ｈ18．　2．　6他市内及び近郊の公共宿泊施

設等5施設
災害時における他都市から
の応援者宿泊等の受け入れ
に関する協定

大規模地震等の災害時において，市独
自ではガス供給施設の応急対策等が実
施できない場合，本支管等の修理及び
専焼発電需要家・天然ガススタンド等
の点検についての応援協力に関する協
定

Ｈ18．12．22仙台ガス工事協同組合
仙台市ガス局と仙台ガス工
事協同組合との災害時応援
協定書

大規模地震等の災害時において，市独
自ではガス供給施設の応急対策等が実
施できない場合，緊急遮断弁（ESV）を
設置している需要家における開閉栓業
務についての応援協力に関する協定

Ｈ18．12．22
仙台ガスサービス株式会社，
仙台ガスエンジニアリング
株式会社

仙台市ガス局と仙台ガス
サービス株式会社及び仙台
ガスエンジニアリング株式
会社との災害時応援協定

市内で震度６弱を観測した際は給水車
および要員を自動参集要請により必要
な車両および要員の派遣要請により他
都市被災時には本市の応急給水隊に同
行

Ｈ30．　3．22全環衛生事業協同組合災害時等における応援に関す
る協定書および同実施細目

国土交通省東北地方整備局並びに東北
６県及び仙台市が管理または工事中の
施設が，自然現象や災害により被災し
たときに，㈳日本土木工業協会東北支
部に業務方法を定め，被害の拡大防止
と早期復旧を期するための協定※協定
締結時は社団法人日本土木工業協会東
北支部

Ｈ19．　2．19
国土交通省東北地方整備局，
東北6県，一般社団法人日本
建設業連合会東北支部

災害時における応急対策業
務に関する協定
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協定等の概要締結年月日締結先協定等の名称
災害時等にはおける応急活動に従事業
務内容，配置は要請時に提示Ｈ30．　3．15公益財団法人仙台市水道

サービス公社
災害時等における応援に関
する協定書

大規模災害発生時における，仙台市の
所管に属する主要公共施設等の宅内給
水・排水設備の応急復旧措置に関する
協定

Ｈ19．11．12宮城県管工業協同組合
大規模災害時における主要
公共施設等の宅内給水・排水
設備の応急復旧措置に関す
る協定

災害発生時における飲料水の供給，施
設の応急復旧等に必要な資器材の提供
等に関する覚書

Ｈ25．　3．31

19大都市水道事業管理者（東
京都，札幌市，さいたま市，
横浜市，川崎市，相模原市，
新潟市，静岡市，浜松市，名
古屋市，京都市，大阪市，堺
市，神戸市，岡山市，広島市，
北九州市，福岡市，熊本市）

19大都市水道局災害相互応
援に関する覚書

大規模地震災害時において，想定され
る下水道管路施設の被害状況の緊急調
査に関する協定

Ｈ21．　1．19全環衛生事業協同組合
下水道管路施設の災害時緊
急調査に関する覚書（下水道
管路施設の災害時復旧応援
に関する協定関連）

大規模災害時における緊急車両・災害
救援関係車両の応急整備及び仙台市の
災害救援活動に対する資機材の貸出に
関する協定

Ｈ21．　1．30㈳宮城県自動車整備振興会
災害時における応急車両整
備等の支援協力に関する協
定

大規模災害時における道路の安全確保
のための応急措置に関する協定Ｈ22．　1．18

一般社団法人全国道路標識・
標示業協会東北支部宮城県
協会

大規模災害時における災害
応援協力に関する協定

大規模災害時における道路の安全確保
のための応急措置に関する協定Ｈ22．　1．19宮城県交通安全施設業協会大規模災害時における災害

応援協力に関する協定
地震等の災害により，広範囲で断水が
発生した場合の応援に関する協定（Ｈ
28年3月24日更新では第一環境に給水
車の協力を追加）

Ｈ28．　3．24ヴェオリアジェネッツ株式
会社第一環境株式会社

水道施設被害発生時におけ
る応急活動の協力に関する
協定

災害発生時において，仙台市が管理す
る公園緑地等の緊急及び応急措置等に
関する協定

Ｈ22．　8．31社団法人宮城県造園建設業
協会

公園緑地等に係る災害措置
等の協力に関する協定

大規模災害発生時おける被災情報の共
有，電力設備復旧の迅速かつ円滑な推
進及び復旧拠点等施設の確保に関する
協定

Ｈ23．　2．　3東北電力株式会社災害復旧等の協力に関する
協定

大規模災害発生時における被災住宅の
応急修理に関する協定Ｈ23．　4．　1一般社団法人みやぎ中小建

設業協会
災害時における被災住宅の
応急修理等に関する協定

災害発生時における応急給水・応急復
旧等に必要な職員の派遣，必要な資機
材，燃料，物資等の提供等に関する覚
書

Ｈ24．11．20新潟市水道局
仙台市水道局と新潟市水道
局の災害相互応援に関する
覚書

自然災害，大規模事故等が発生した場
合に必要な生活ごみ，避難所ごみ，し
尿等の収集運搬その他の活動に関する
協定

Ｈ26．　6．　1廃棄物の収集運搬業務委託
業者13社

災害時における応急対策活
動に関する協定（家庭ごみ
等）

水道施設被害発生時又は被害が予想さ
れる際の応急活動に係る職員の派遣，
必要な資機材の提供等に関する協定

Ｈ26．11．10水道機工株式会社
水道施設被害発生時におけ
る応急活動の協力に関する
協定

大雪時のバス停付近の除雪，路線バス
の運行に支障となる箇所の排雪等Ｈ26．12．　3一般社団法人仙台建設業協

会
大雪時における道路の除雪・
排雪作業等に関する協定

大雪時の鉄道駅周辺の除雪，排雪場所
の管理等Ｈ26．12．　3一般社団法人宮城県造園建

設業協会
大雪時における道路の除雪・
排雪作業等に関する協定

災害時における下水道管路施設の早期
調査の支援に関する協定Ｈ27．　3．27協同組合宮城県地理情報セ

ンター
災害時における下水道管路
施設の被災状況調査に関す
る協定
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表－６６　物資供給・輸送に関する協定 （平成３０年４月１日現在）

協定等の概要締結年月日締結先協定等の名称

水道施設被害発生時における，仮設配
管資材等の供給協力に関する協定Ｈ27．　6．　1明和工業株式会社　仙台営

業所
水道施設への被害発生時に
おける仮設配管資材等の供
給協力に関する協定

水道施設被害発生時における，仮設ト
イレ等の供給協力に関する協定Ｈ27．　6．　5旭ハウス工業株式会社

水道施設への被害発生時に
おける仮設トイレ等の供給
協力に関する協定

災害時における公管理浄化槽施設の早
期復旧の支援に関する協定Ｈ27．　9．　1協同組合仙台浄化槽セン

ター
公管理浄化槽施設等の災害
時復旧応援に関する協定

災害応急対策の支障となる車両その他
物件の移動Ｈ27．12．　3

一般社団法人仙台建設業協
会一般社団法人日本自動車
連盟宮城支部

災害時における車両等の移
動に関する協定

地震，風水害等の災害時における被災
した市民の住宅の早期復興に向けた協
力に関する協定

Ｈ28．　3．17独立行政法人住宅金融支援
機構

災害時における住宅の早期
復興に向けた協力に関する
協定

いずれか一方の都市が大地震等で被災
した場合に，相手方の都市に赴き，他
の水道事業体への応援要請に関する調
整などのコーディネーター的役割を担
うことに関する覚書

Ｈ28．11．29東京都公営企業管理者
東京都と仙台市との情報連
絡調整担当水道事業体とし
ての活動に関する覚書

自然災害の発生により被災した際に，
被害の拡大防止と早期復旧のために，
被害状況等調査業務及び復旧に係るコ
ンサルタント業務を実施

Ｈ30．　3．　2
一般社団法人全国上下水道
コンサルタント協会東北支
部

災害時における水道施設技
術支援協力に関する協定

協定等の概要締結年月日締結先協定等の名称
市内に災害が発生した場合の応急給食
活動への協力及び円滑な災害活動に関
する協定

Ｓ58．　5．23
宮城県パン・米飯協同組合
（契約締結時　宮城県製パン
協同組合）

災害時における食糧供給協
力に関する協定

仙台市地域防災計画に基づく，応急救
護医療活動への協力及び円滑な災害活
動に関する協定

Ｓ59．　8．31　　
Ｈ27．　4．　1改定宮城県医薬品卸組合災害時における応急医薬品

の供給協力に関する協定

市内に災害が発生した場合の自動車に
対する燃料の円滑な供給への協力及び
災害活動に関する協定

Ｓ59．　8．31JXTG株式会社東北支店
災害時における自動車用燃
料等の供給協力に関する協
定

市内に災害が発生した場合の市民生活
の安定及び生活物資の円滑な供給協力
に関する協定

Ｈ　8．　3．29みやぎ生活協同組合災害時における生活物資の
供給協力等に関する協定

市内に災害が発生した場合の市民生活
の安定及び生活物資の円滑な供給協力
に関する協定

Ｈ　9．　1．17株式会社藤崎災害時における生活物資の
供給協力に関する協定

市内に災害が発生した場合の市民生活
の安定及び生活物資の円滑な供給協力
に関する協定

Ｈ　9．　1．17株式会社三越　仙台店災害時における生活物資の
供給協力に関する協定

地震等が発生し，多数の死者が集中的
に発生した場合，棺等葬祭用品の供給
等の協力を求める協定

Ｈ16．　6．23仙台地域葬儀会館連絡協議
会

災害時における協力に関す
る協定

災害時における市民生活の安定を図る
ため，円滑な精米供給への協力に関す
る協定

Ｈ17．　3．　7仙台農業協同組合災害時における精米等供給
協力に関する協定

市内の災害発生時における応急措置の
ため，緊急に仮設トイレ等の物品の調
達が必要となった場合に，要請により
仮設トイレ等の設置を行う協定

Ｈ19．　2．　8ほか
※Ｈ28．4．1
自動更新
（1年延長）

仮設トイレのレンタル業者7
社

災害時における仮設トイレ
等の供給協力に関する協定
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協定等の概要締結年月日締結先協定等の名称
地震等により大規模災害が発生した場
合に地域貢献型自動販売機の製品を住
民等に無償提供する協定

Ｈ19．　3．13仙台コカ･コーラボトリング
株式会社

災害時における救援物資等
の提供に関する協定

市内に災害等が発生した場合のバス車
両に対する燃料等の円滑な供給に関す
る協定

Ｈ19．　6．29　　
Ｈ24．　9．25改定宮城県石油商業協同組合

災害等におけるバス車両用
燃料等の供給協力に関する
協定

市内に災害が発生した場合の市民生活
の安定及び生活物資の円滑な供給協力
に関する協定

Ｈ19．12．　3

イオンリテール株式会社　
東北カンパニー
（契約締結時　イオン株式会
社東北カンパニー，イオン
スーパーセンター株式会社）

災害時における生活物資の
供給協力に関する協定

市内に災害が発生した場合の市民生活
の安定及び生活物資の円滑な供給協力
に関する協定

Ｈ20．　2．14株式会社セブン-イレブン・
ジャパン

災害時における生活物資の
供給協力に関する協定実施
細目

市内に災害が発生した場合の市民生活
の安定及び生活物資の円滑な供給協力
に関する協定

Ｈ20．　2．18株式会社ヨークベニマル災害時における生活物資の
供給協力に関する協定

市内に災害が発生した場合の市民生活
の安定及び生活物資の円滑な供給協力
に関する協定

Ｈ20．　3．19公益財団法人宮城県学校給
食会

災害時における生活物資の
供給協力に関する協定

災害発生時に指定避難所へ避難したオ
ストメイト（人工肛門・人工膀胱増設
者）に対し，ストーマ装具等を給付す
るのに必要な協力を求める協定

Ｈ20．　3．26他市内のストーマ用装具を販
売する薬局２社

災害時におけるストーマ用
装具等の供給協力に関する
協定

大規模災害時において，指定避難所運
営等の仙台市が行う災害対応及び復旧
業務に必要となる機器材のリース等に
関する協定

Ｈ21．　3．18宮城県建設機械リース業協
会

大規模災害時における機器
材のリース等に関する協定

市内に災害が発生した場合の市民生活
の安定及び生活物資の円滑な供給協力
に関する協定

Ｈ21．　7．15ＮＰＯ法人コメリ災害対策
センター

災害時における生活物資の
供給協力に関する協定

市内に災害が発生した場合の市民生活
の安定及び生活物資の円滑な供給協力
に関する協定

Ｈ21．　8．　7株式会社カインズ災害時における生活物資の
供給協力に関する協定

市内に災害が発生した場合の食料品，
生活用品等の物資供給協力Ｈ24．　8．30株式会社ファミリーマート災害時における生活物資の

供給協力に関する協定

災害時における，生鮮食料品の確保及
び市場機能の復旧対策に関する協定Ｈ24．　9．　1

全国中央卸売市場協会，同協
会各支部（全国中央卸売市場
協会に加盟する中央卸売市
場を開設する都市）

全国中央卸売市場協会災害
時相互応援に関する協定

市内に災害が発生した場合の公共施設
等に要する燃料および市民用食料品の
供給協力

Ｈ24．　9．　6カメイ株式会社
災害時における燃料および
食料品等の物資の供給協力
に関する協定

市内に災害が発生した場合に避難所な
どで必要となる生活物資の供給協力Ｈ24．12．21合同会社西友災害時における生活物資の

供給協力に関する協定
市内に災害が発生した場合に避難所な
どで必要となる生活物資の供給協力Ｈ25．　2．18株式会社ローソン災害時における生活物資の

供給協力に関する協定
市内に災害が発生した場合に避難所な
どで必要となる生活物資の供給協力Ｈ25．　8．12イケア・ジャパン株式会社災害時における生活物資の

供給協力に関する協定
災害発生時における段ボール製品の供
給・運搬等にかかる協力協定Ｈ27．　8．　4東日本ダンボール工業組合災害時における段ボール製

品の調達に関する協定

災害時におけるLPガスの供給及びこ
れに付随する資機材の調達を行う協定Ｈ29．　3．15

宮城県仙台地区LPガス協議
会一般社団法人宮城県LPガ
ス協会

災害時におけるLPガス等供
給協力に関する協定

市内に災害が発生した場合の市民生活
の安定及び生活物資の円滑な供給極力
に関する協定

Ｈ29．12．　1アイリスオーヤマ株式会社災害時における生活物資の
供給協力に関する協定
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協定等の概要締結年月日締結先協定等の名称
市内に災害が発生した場合の物資輸送
への協力及び災害活動に関する協定Ｓ58．　5．23公益社団法人宮城県トラッ

ク協会
災害時における自動車輸送
の協力に関する協定

列車の運行が不能となった場合，代替
交通手段として他方が旅客の運送を行
う協定

Ｈ19．10．29東日本旅客鉄道株式会社代替輸送協定

災害等による地下鉄運行不能時におけ
るバス輸送の協力に関する覚書Ｈ24．　3．30公益社団法人宮城県バス協

会
仙台市地下鉄運行不能時の
協力に関する覚書

災害，事故などにより地下鉄が運行不
能となった場合，災害対応のために駅
係員が移動する際のタクシー配車の協
力に関して定めたもの。

Ｈ26．　9．　1宮城県タクシー協会仙台地
区総支部

仙台市地下鉄運行不能時の
協力に関する覚書

・災害時における救援物資等の輸送及
び保管，在庫管理
・大規模災害時における物資集配拠点
運営協力

Ｈ27．　3．27公益社団法人宮城県トラッ
ク協会宮城県倉庫協会

災害時における物資の輸送
及び保管等の協力に関する
協定

大規模災害発生時における，仙台合同
庁舎東北地方整備局のヘリポート使用
に関する協定

Ｈ28．　3．　7東北地方整備局　ほか
仙台合同庁舎東北地方整備
局ヘリポート使用に関する
協定

大規模災害発生時における，仙台合同
庁舎東北地方整備局のヘリポート使用
に関する細目

Ｈ28．　3．　7東北地方整備局　ほか
仙台合同庁舎東北地方整備
局ヘリポート使用に関する
細目協定

表－６７　医療救護に関する協定 （平成３０年４月１日現在）

協定等の概要締結年月日締結先協定等の名称
仙台市地域防災計画に基づく，災害時
における医療救護活動に関する協定

Ｈ13．　3．16　　
Ｈ26．　4．　1改定一般社団法人仙台市医師会災害時の医療救護活動に関

する協定
仙台市地域防災計画に基づく，災害時
における医療救護活動に関する協定

Ｈ13．　3．16　　
Ｈ26．　4．　1改定

一般社団法人仙台歯科医師
会

災害時の医療救護活動に関
する協定

仙台市地域防災計画に基づく，災害時
における救護活動に関する協定

Ｈ13．　3．16　　
Ｈ26．　4．　1改定

一般社団法人仙台市薬剤師
会

災害時の救護活動に関する
協定

災害時，精神障害者及びこころのケア
が必要な者に対し，迅速かつ円滑な支
援を遂行するための覚書

Ｈ19．　3．　5宮城県精神保健福祉セン
ター

災害時における相互協力に
関する覚書

感染症，食中毒，飲料水，毒物劇物，
薬物，生物・化学テロその他，人の生
命健康が脅かされる「健康危機」に対
し，情報交換，相互支援，研修等の広
域連携を行う協定

Ｈ19．　3．30北海道・東北・新潟の地方衛
生研究所（衛生試験所）

北海道・東北・新潟地方衛生
研究所における健康危機に
対する広域連携協力

大規模な自然災害または事故における
救急医療，病院支援等を行う宮城県災
害派遣医療チーム（宮城DMAT）の運
営に関する協定

Ｈ21．　3．30宮城県
宮城県災害派遣医療チーム
（宮城DMAT）の派遣に関す
る協定

大規模災害発生時における，協定締結
病院間による応急物資支援や人員派遣
等を相互に行うための協定

Ｈ23．12．19市立秋田総合病院山形市立
病院済生館

災害時における病院間の相
互支援に関する協定

大規模災害発生時における，鶴谷特別
支援学校と仙台オープン病院におけ
る，医療等支援及び避難場所の提供等
に関する協定

Ｈ26．　2．　6公益財団法人仙台医療セン
ター

大規模災害発生時における
鶴谷特別支援学校と仙台
オープン病院の協力に関す
る協定

仙台市地域防災計画に基づく，災害時
における救護活動に関する協定Ｈ26．　4．　1公益社団法人宮城県看護協

会
災害時の医療救護活動に関
する協定

妊産婦福祉避難所における医療連携に
関する協定Ｈ28．　4．20国立大学法人東北大学東北

大学病院
妊産婦福祉避難所における
医療連携に関する協定

妊産婦福祉避難所への助産師派遣に関
する協定Ｈ28．　4．20一般社団法人宮城県助産師

会
妊産婦福祉避難所への助産
師の派遣協力に関する協定
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表－６８　調査・研究に関する協定 （平成３０年４月１日現在）

表－６９　そ　の　他 （平成３０年４月１日現在）

協定等の概要締結年月日締結先協定等の名称
仙台市域における地震・津波災害の危
険性について共通の認識に立ち，地
震・津波災害を軽減するために連携・
協力を推進する協定

Ｈ18．　9．　1
国立大学法人東北大学大学
院理学研究科及び工学研究
科

国立大学法人東北大学大学
院理学研究科及び工学研究
科と仙台市との連携と協力
に関する協定

それぞれが有する資源の活用を図り，
地域社会の復興と発展，新たな防災・
減災のまちづくり，社会のニーズに対
応した研究，人材育成を行うための協
定

Ｈ26．　1．　9国立大学法人東北大学災害
科学国際研究所

仙台市と国立大学法人東北
大学災害科学国際研究所と
の連携と協力に関する協定

協定等の概要締結年月日締結先協定等の名称
津波警戒区域外へ避難する暇がない住
民等を対象とした，津波発生時におけ
る緊急一時的な避難場所として使用す
ることに関する協定

Ｈ20．　5．　1キリンビール株式会社仙台
工場

津波発生時における緊急一
時的な津波避難ビルとして
の使用に関する協定

津波警戒区域外へ避難する暇がない住
民等を対象とした，津波発生時におけ
る緊急一時的な避難場所として使用す
ることに関する協定

Ｈ20．　5．　1横浜冷凍株式会社仙台物流
センター

津波発生時における緊急一
時的な津波避難ビルとして
の使用に関する協定

津波警戒区域外へ避難する暇がない住
民等を対象とした，津波発生時におけ
る緊急一時的な避難場所として使用す
ることに関する協定

Ｈ24．11．20日鐵住金建材株式会社
津波発生時における緊急一
時的な津波避難施設として
の使用に関する協定

津波警戒区域外へ避難する暇がない住
民等を対象とした，津波発生時におけ
る緊急一時的な避難場所として使用す
ることに関する協定

Ｈ25．11．29仙台冷蔵倉庫株式会社
津波発生時における緊急一
時的な津波避難ビルとして
の使用に関する協定

津波警戒区域外へ避難する暇がない住
民等を対象とした，津波発生時におけ
る緊急一時的な避難場所として使用す
ることに関する協定

Ｈ27．　6．23仙台水族館開発株式会社
津波発生時における緊急一
時的な津波避難施設として
の使用に関する協定

津波警戒区域外へ避難する暇がない住
民等を対象とした，津波発生時におけ
る緊急一時的な避難場所として使用す
ることに関する協定

Ｈ27．11．　5センコー株式会社東北主管
支店

津波発生時における緊急一
時的な津波避難ビルとして
の使用に関する協定

津波警戒区域外へ避難する暇がない住
民等を対象とした，津波発生時におけ
る緊急一時的な避難場所として使用す
ることに関する協定

Ｈ28．　2．12宮城県（企業局公営事業課）
津波発生時における緊急一
時的な津波避難施設として
の使用に関する協定

大規模災害による交通手段の途絶に伴
う帰宅困難者への物的等の支援に関す
る協定

Ｈ24．　8．　9佐藤工業株式会社災害時における帰宅困難者
等の支援に関する協定

大規模災害発生時に交通が途絶した場
合における仙台駅周辺の帰宅困難者の
対応に関する協定

Ｈ25．　3．　7東日本旅客鉄道株式会社災害時における帰宅困難者
の対応に関する協定

協定等の概要締結年月日締結先協定等の名称
災害発生時に妊産婦福祉避難所を開設
することに関する協定（開設場所：仙
台市医師会看護専門学校）

Ｈ28．　4．20一般社団法人仙台市医師会
妊産婦福祉避難所の設置及
び管理運営に係る協力に関
する協定

災害発生時に妊産婦福祉避難所を開設
することに関する協定Ｈ28．　4．20仙台徳洲看護専門学校

妊産婦福祉避難所の設置及
び管理運営に係る協力に関
する協定
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協定等の概要締結年月日締結先協定等の名称
大規模災害による交通手段の途絶に伴
う帰宅困難者への物的等の支援に関す
る協定

Ｈ25．　6．26ゼビオ株式会社災害時における帰宅困難者
等の支援に関する協定

大規模災害による交通手段の途絶に伴
う帰宅困難者への物的等の支援に関す
る覚書

Ｈ26．　4．　1公益財団法人仙台市健康福
祉事業団

災害発生時における災害対
応に係る施設利用及び施設
管理等に関する覚書

大規模災害による交通手段の途絶に伴
う帰宅困難者への物的等の支援に関す
る協定

Ｈ26．　4．11株式会社仙台ターミナルビ
ル

災害時における帰宅困難者
の支援に関する協定

大規模災害による交通手段の途絶に伴
う帰宅困難者への物的等の支援に関す
る協定

Ｈ26．　4．24学校法人東北学院　東北学
院大学

災害時における帰宅困難者
の支援に関する協定

大規模災害による交通手段の途絶に伴
う帰宅困難者への物的等の支援に関す
る協定

Ｈ26．　8．28宮城県，フランチャイズ
チェーン加盟店13社

災害時における帰宅困難者
等の支援に関する協定

大規模災害による交通手段の途絶に伴
う帰宅困難者への物的等の支援に関す
る協定

Ｈ26．10．27宮城第一信用金庫災害時における帰宅困難者
の支援に関する協定

大規模災害による交通手段の途絶に伴
う帰宅困難者への物的等の支援に関す
る協定

Ｈ27．　6．　8株式会社 あいあーる災害時における帰宅困難者
の支援に関する協定

大規模災害による交通手段の途絶に伴
う帰宅困難者への物的等の支援に関す
る協定

Ｈ28．　2．　1ＡＥＲ管理組合災害時における帰宅困難者
の支援に関する協定

大規模災害による交通手段の途絶に伴
う帰宅困難者への物的等の支援に関す
る協定

Ｈ29．11．　9学校法人栴檀学園東北福祉
大学

災害時における帰宅困難者
の支援に関する協定

大規模災害による交通手段の途絶に伴
う帰宅困難者への物的等の支援に関す
る協定

Ｈ29．11．17ホテルモントレ仙台災害時における帰宅困難者
の支援に関する協定

大規模災害による交通手段の途絶に伴
う帰宅困難者への物的等の支援に関す
る協定

Ｈ29．12．11日本私立学校振興・共済事業
団

災害時における帰宅困難者
の支援に関する協定

大規模災害による交通手段の途絶に伴
う帰宅困難者への物的等の支援に関す
る協定

Ｈ29．12．14
学 校 法 人 三 幸 学 園 仙 台
ビューティーアート専門学
校

災害時における帰宅困難者
の支援に関する協定

大規模災害による交通手段の途絶に伴
う帰宅困難者への物的等の支援に関す
る協定

Ｈ29．12．18株式会社法華倶楽部災害時における帰宅困難者
の支援に関する協定

大規模災害による交通手段の途絶に伴
う帰宅困難者への物的等の支援に関す
る協定

Ｈ29．12．18仙台国際ホテル株式会社災害時における帰宅困難者
の支援に関する協定

大規模災害による交通手段の途絶に伴
う帰宅困難者への物的等の支援に関す
る協定

Ｈ29．12．25仙台サンプラザ株式会社災害時における帰宅困難者
の支援に関する協定

大規模災害による交通手段の途絶に伴
う帰宅困難者への物的等の支援に関す
る協定

Ｈ30．　1．18ＡＮＡホリデイ・イン仙台災害時における帰宅困難者
の支援に関する協定

大規模災害による交通手段の途絶に伴
う帰宅困難者への物的等の支援に関す
る協定

Ｈ30．　1．24株式会社ベルコ災害時における帰宅困難者
の支援に関する協定

大規模災害による交通手段の途絶に伴
う帰宅困難者への物的等の支援に関す
る覚書

Ｈ30．　3．　9公益財団法人仙台市公園緑
地協会

大規模災害時の一時滞在場
所運営に関する覚書

大規模災害による交通手段の途絶に伴
う帰宅困難者への物的等の支援に関す
る協定

Ｈ30．　3．20
三井住友信託銀行株式会社
丸紅リアルエステートマネ
ジメント株式会社

災害時における帰宅困難者
の支援に関する協定
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協定等の概要締結年月日締結先協定等の名称
大規模災害による交通手段の途絶に伴
う帰宅困難者への物的等の支援に関す
る覚書

Ｈ30．　3．23仙台市市民文化事業団・東北
共立・石井ビル管理グループ

災害発生時における災害対
応に係る施設利用及び施設
管理等に関する覚書

大規模災害時において，全市をあげて
の災害対応の取組みが必要とされる中
で，職員退職者へ避難所運営業務補助
などの協力を要請する協定

Ｈ18．　9．　1仙台市職員退職者団体連合
会

仙台市職員退職者団体連合
会との防災活動に関する協
定

大規模災害発生時における福祉避難所
を開設した場合に訪問介護事業所介護
員の派遣に関する協定

Ｈ25．　7．　1
市内の訪問介護事業所を運
営する法人等
（市内74事業所：平成29年4月
1日現在）

福祉避難所への介護員の派
遣協力に関する協定

災害発生時に指定避難所での避難生活
が困難な高齢者，障害者等の災害時要
援護者の二次避難所として「福祉避難
所」を開設するにあたり必要な協力を
求める協定

Ｈ26．　3．　1他
市内の福祉施設を管理する
法人等
（市内115施設：平成29年10月
1日現在）

福祉避難所の設置及び管理
運営に係る協力に関する協
定

大規模災害時に災害ボランティアセン
ターに施設を提供することＨ24．　4．　1公益財団法人仙台市市民文

化事業団

大規模災害時における災害
対応に係るせんだいメディ
アテークの施設利用，施設
管理等に関する覚書

大規模災害時に必要な場合は，市民セ
ンターの施設をボランティアセンター
として提供すること等を定めるもの
（「災害ボランティアセンターに係る設
置要請及び施設提供に関する事務取扱
要領」による）

Ｈ25．　4．　1公益財団法人仙台ひと・まち
交流財団

大規模災害時における災害
対応に係る施設利用及び施
設管理等に関する覚書

災害発生時において，宮城県武道館を
避難所として利用できるものＨ26．　3．14宮城県教育委員会

災害時における宮城県有体
育施設の避難所利用に関す
る基本協定

災害時において地域防災計画に基づく
避難所として使用する市民センターの
運営に関して，指定管理者の職員が施
設管理者としてかかわる基本的事項を
定めるもの

Ｈ27．　6．　1公益財団法人仙台ひと・まち
交流財団

災害時における市民セン
ターの避難所運営に関する
基本協定

上記基本協定書に基づき，市民セン
ターを避難所として使用する際の運営
等について定めるもの

Ｈ27．　6．　1公益財団法人仙台ひと・まち
交流財団

災害時における市民セン
ターの避難所運営に関する
覚書

大規模災害等から市民の生命，身体及
び財産を守るために行う災害復旧活動
の支援及び補助に関する協定

Ｈ22．12．22社団法人隊友会宮城県隊友
会

災害時における隊友会の協
力に関する協定

大規模災害等による被災動物の保護・
収容等救護活動に関する協定Ｈ25．　6．10公益社団法人仙台市獣医師

会
災害時における動物救護活
動に関する協定

仙台市防災行政用無線局設置及び運用
に関する覚書Ｈ25．　9．　1ほかキリンビール株式会社仙台

工場ほか仙台市内167か所
仙台市防災行政用無線局設
置等に関する覚書

大規模災害発生時における非常用電話
（特設公衆電話）の事前設置及び利用，
管理に関する覚書

Ｈ25．12．18東日本電信電話株式会社宮
城支店

特設公衆電話の事前設置・利
用に関する覚書

地震災害が発生した場合の，大規模建
築物の応急危険度判定実施に関する協
定

Ｈ26．　3．27
一般社団法人日本建築構造
技術者協会東北支部，一般社
団法人東北建築構造設計事
務所協会

地震災害時における大規模
な建築物の応急危険度判定
の協力に関する協定

地震災害が発生した場合の，避難所等
の応急危険度判定実施に関する協定Ｈ26．　6．　6

①一般社団法人宮城県建築
士事務所協会

②宮城県建築士会仙台支部
③公益社団法人日本建築家
協会東北支部宮城地域会

④一般社団法人仙台建設業
協会

地震災害時における避難所
等の応急危険度判定に関す
る協定
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協定等の概要締結年月日締結先協定等の名称
大規模災害発生時における，相談業務
の応援に関する協定Ｈ26．　8．27宮城県災害復興支援士業連

絡会
大規模災害時における相談
業務の応援に関する協定

商店街等は大規模災害時に，来街者へ
公衆無線ＬAN(Wi－Fi）を無料開放す
る。市は区域内で利用環境が整備され
ている旨を表示する

Ｈ27．　2．16

クリスロード商店街振興組合
一番町四丁目商店街振興組合
一番町一番街商店街振興組合
サンモール一番町商店街振興
組合

大規模災害時における公衆
無線LANの無料開放にかか
る協定

被災した老人福祉施設の利用者や被災
地域の要援護者の支援に関する協定Ｈ28．　2．12仙台市老人福祉施設協議会

災害時における老人福祉施
設の応援，協力に関する基
本協定

「仙台市都市水害発生時における防疫
対策要領」に規定する水害発生時に必
要な防疫活動の協力に関する協定

Ｈ28．　6．　9一般社団法人宮城県ペスト
コントロール協会

水害時における防疫活動の
協力に関する協定

大規模災害発生時における，り災証明
及び建物被害認定調査に関する協定Ｈ29．　6．　1仙台北税務署，仙台中税務

署，仙台南税務署
災害時における支援等に関
する覚書



統 計 資 料統 計 資 料  
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加加加加加 沿　　　革 加加加加加

主な災害主なできごと（①＝１月をあらわす）年号
②東一番町中央マーケット火災
⑨アイオン台風の襲来

⑪仙台市消防本部の発足
消防本部に２係（庶務，消防）を置く
仙台北・南常備消防部を北・南消防署に改組する（５分遣所）

昭和
２３

③東五番丁火災
⑥八軒中学校全焼

⑤仙台市火災予防条例の制定
⑦消防警察相互応援協定を締結する
⑨消防本部を庶務課（庶務係，経理係），消防課（予防係，消防係）に組
織改正する

２４

⑧熱帯低気圧による豪雨
⑪東北振興ゴム火災

⑦水防協議会条例の制定
⑨新市域（原町，岩切，高砂，長町，西多賀，中田）の各分団を支団に
改称する
⑪全国消防長連絡協議会に加入，東北支部長都市となる

２５

②東一市場火災
④二日町大火

④少年消防クラブを結成，消防教室を開講する
⑫第１回消防検定を実施する

２６

①仙台銀座火災②消防本部，北消防署庁舎を開庁する
②一斉指令機１０回線交換機４０回線を設置する
⑩火災出動途上職員１名殉職

２７

①東五番丁駅前マーケット火災③仙台市消防団に関する条例の制定
⑥消防本部庶務課に教養係，消防課に機械係を設け２課６係に組織改正
する

２８

②県立工業高等学校火災②南消防連絡協議会の結成
⑥北消防連絡協議会の結成
⑦機関員技能等級審査の発足
⑪仙台防火委員会の結成

２９

②仙台銀座火災
⑩仙台駅火災

①中短波無線電話（基地局１，移動局４）の運用を開始する３０

②日乃出劇場火災③日乃出劇場火災防御活動により国家消防本部表彰を受ける
④生出村を編入，消防団員を南消防団に編入する
⑥南消防署長町分遣所を長町広岡に移転改築する

３１

②付属中学校火災③新市域（原町，岩切，高砂，長町，西多賀，中田）の各消防団支団を
分団に改称する
④仙台市消防団員等公務災害補償条例の制定
④各分団に予防部を設け，庶務，予防，消防の３部とし，地域により水
防部を設置する
⑥南消防署荒町分遣所を廃止し，連防小路分遣所を新築する
⑪消防本部を消防局と改称する

３２

⑦北消防署原町分遣所を廃止し，東消防署を新築開署，東消防団を新設
する
⑫岩切に仮分遣所を設置する

３３

①六郷中学校火災１棟全焼③はしご車，化学車各１台を配置する
③一斉指令機を８０回線とする
④消防音楽隊の発足
④東自衛消防連絡協議会の結成
⑪庶務課を総務課，消防課を警防課に改称し，予防課を新設，警防課に
通信係を設置，分遣所を出張所に改称する

３４

①孝勝寺火災
③追廻住宅火災
⑤チリ地震津波

③北消防署を増築し，東消防署岩切出張所を新築する
③放水搭車，広報照明車を配置する
⑪消防団の機構を改め，３団３３分団とする

３５
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主な災害主なできごと（①＝１月をあらわす）年号
⑨東北管区警察局火災④警防課に救急隊を設け，救急業務を開始する

⑤北消防署片平丁出張所を新築開所する
⑨第１回防火管理に関する講習会を実施する
⑪ケルン式移動訓練搭を配備，高層建物訓練を実施する

３６

③連坊小路小学校火災②中短波無線電話を超短波に切り替える
③健康都市宣言を機に，花いっぱい運動を展開する

３７

⑤岩切中学校火災⑦仙台市危険物安全協会の設立
⑩南消防署を新弓の町に移転改築する
⑩仙台市消防本部及び消防署条例の制定
⑩仙台市消防団条例の制定

３８

①安田病院火災
③仙台駅前東宝ビル火災，職員１名
殉職

③仙台市消防賞じゅつ金及び殉職者特別賞じゅつ金条例の制定
⑥南消防署西多賀出張所を新築開所する
⑫北・南消防署で救急業務を開始する

３９

②原町小学校火災
③育英高等学校火災

④消防局に次長を置く
⑥北消防署小松島出張所を新築開所する
⑩東消防署で救急業務を開始する
⑪消防局を市役所庁舎６階に移転する
⑪一斉指令機６０回線に更新する

４０

②長町まるしん火災
⑨台風２６号来襲　被害甚大

④南消防署南小泉出張所を新築開所する
⑦北消防署に特別消防隊を置く
⑫北消防署に３２メートル級はしご車を配置する

４１

④苦竹東北ニチレナイロン倉庫火災⑤北消防署新坂通出張所を廃止，国見出張所を新築開所する４２
②長町中学校火災③南消防署中田出張所を新築開所する４３
⑤東北大学教養部火災
⑫土橋通土橋アパート火災

④消防副士長制度の創設
⑦東消防署高砂出張所を移転改築する
⑧専従査察員制度の創設

４４

⑫南小泉中学校火災⑤望楼勤務の昼間全面中止
⑦救急車のサイレンを電子サイレンに切り替える
⑫南消防署南小泉出張所に救急隊を置く

４５

②上杉山中学校火災④消防局予防課に危険物係を置く
⑤鶴ケ谷団地内に職員待機宿舎を新築する
⑩家庭防火連絡員制度の創設

４６

⑫社会保険病院火災④分隊制度の創設
④通信指令室に救急指令センターを設置する
④東消防署鶴谷出張所を新築開所する
⑨第１回消防救助技術全国大会に参加する
⑪警防課に救急防災係を置く

４７

⑫東七番丁東部ラバー火災④婦人消防査察員制度の創設
⑪南消防署八木山出張所を新築開所する

４８

⑫ストリップ劇場リド火災
⑤アルサロ龍宮火災
⑨宮城県大雨

⑧北消防署荒巻出張所を新築開所する
⑩南消防署に特別消防隊を置く４９

⑦東北大医学部火災⑤予防課調査係を建築設備係と改称する
⑩総務課教養係を人事教養係と改称する
⑩東消防署に特別消防隊を置く
⑫南消防署連坊小路出張所を改築し，特別消防隊を本署から配置換えす
る

５０

⑥東九番丁島田製作所火災④起震機を製作する５１
⑫仙台駅前大慶ビル火災⑫東消防署を増改築する

⑤通信指令室を司令課に昇格する
⑩婦人消防査察員制度を婦人防火指導員制度に改める
⑫東消防署岩切出張所を移転改築する
⑫南消防署六郷出張所を新築開所する

５２
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主な災害主なできごと（①＝１月をあらわす）年号
⑥宮城県沖地震発生，Ｍ７．４　各地
で被害甚大

⑤ＰＣ住宅火災実験を実施する
⑫大型高所放水車・大型化学車・泡原液搬送車の三点セットを配置する

５３

④東北劇場火災④東消防署港出張所を新築開所する
④大型水槽車（１０ｔ），電源照明車を配置する
④街頭消火器の設置はじまる
⑥災害に強い街づくりをめざし「防災都市」を宣言する
⑨宮城県沖地震の消防活動功績により内閣総理大臣賞を受賞する
⑩消防局・北消防署庁舎新築着工する

５４

①福沢町南部木材他火災④コミュニティ防災センターの建設はじまる
⑥北消防署小松島出張所を移転改築する

５５

①一番町一丁目栄光時計店火災④消防局・北消防署庁舎の竣工開庁
④署に査察係を置く

５６

⑫福室字弁当一般住宅火災４名焼死
⑨台風１８号来襲

⑫防火基準適合要綱に基づく「適マーク」を旅館・ホテルに交付する
④署の査察検査係を分離し，査察係，建築保安係を置く

５７

④県民の森，太白山林野火災⑫自動車電話からの１１９番通報の受信を開始する（２回線）
⑨東消防署を苦竹三丁目に移転新築する
⑨東消防署原町出張所を開所する
⑪劇場・映画館・大規模店舗等に「適マーク」を交付する

５８

⑪南鍛冶町住宅火災７棟焼損⑦第２回幼年消防全国大会を開催する５９
⑨支倉町スーパー丸金火災
⑫救急出場件数が１万件を突破する

⑧仙台市消防団に関する検討委員会設置，消防団のあり方について諮問
する
⑩秋保町との消防応援協定を締結する
⑩東消防署原町出張所に救急隊を置く
⑫消防団のあり方について答申される

６０

⑧８．５豪雨発生被害甚大④国際消防救助隊（IRT）発足，合同訓練に参加する６１
③東北自動車道車両火災
⑤西中田市営アパート火災

⑪宮城町と仙台市が合併，宮城町消防本部を宮城消防署に，宮城町消防
団を宮城消防団とする

６２

③泉市，秋保町と仙台市が合併，泉市消防本部を泉消防署，秋保町消防
団常備部を南消防署秋保出張所とし，泉市消防団を泉消防団に，秋保
町消防団を秋保消防団とする
③北消防署片平丁出張所を改築する
③社団法人仙台市防災安全協会の設立
④消防局に警防部，北・南・東消防署に警防課，予防課を新設する

６３

⑨～⑩仙台市地下鉄連続放火④政令指定都市移行に伴い大幅な機構改革を実施，消防局に総務部新
設，市民局から防災対策課を移管し防災課とする
④南消防署管轄を分割し太白消防署を新築開署する
④南消防団を若林消防団と太白消防団に分割する
④北・東・南消防署を青葉・宮城野・若林消防署と改称する

６４

平成
元

⑩環境事業局今泉清掃工場可燃性ガ
ス爆発

④総務部管理課に消防団係を置く
⑩太白消防署に特別救助隊を置く
⑪都市水害対策委員会を設置する

２

⑤宮城野区新田地区連続放火①ヘリコプター導入委員会調査研究部会を設置する
④泉消防署松陵出張所を新築開所する
④消防局警防部に救急救助課を新設する
⑦総合防災情報システムの運用を開始する

３

④秋保町馬場地区住宅火災③高規格救急自動車を初めて配置する
④宮城消防署熊ケ根出張所を新築開所する
⑤若林消防署を移転改築する
⑤若林消防署河原町出張所を開所し，救急隊を置く
⑤若林消防署南小泉出張所を廃止する
⑤第４４回全国消防長会総会を開催する
⑪消防航空隊庁舎を新築開所し，消防ヘリコプターを配置する

４
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主な災害主なできごと（①＝１月をあらわす）年号

①㈱しまかげ工場火災④警防部に消防航空隊を新設し，消防ヘリコプターの運用を開始する
④太白消防署秋保出張所を移転改築する
④泉消防署高森出張所を新築開所する
⑩青葉消防署に第二救急隊を配置する

５

②㈱昭和コーポレーション倉庫火災④宮城野消防署原町出張所を改築する
④太白消防署茂庭出張所を新築開所する
⑨救急救命研修所を開所する

６

①阪神・淡路大震災で神戸市にヘリコプターなど救援隊を派遣する
⑦消防団のあり方に関する検討委員会を設置し，消防団のあり方につい
て諮問する
⑨消防音楽隊にカラーガード隊「グリーンジュエルズ　ＳＥＮＤＡＩ」を発
足する
⑪消防団のあり方について答申される
⑪太白消防署中田出張所移転新築し，救急隊を置く
⑪緊急消防援助隊の発足，合同訓練（東京都）に参加する

７

①東建設㈱作業場火災③支援車・救助工作車Ⅲ型を導入する
④女性消防吏員をはじめて採用する
④高所監視カメラ及び衛星地球局の運用を開始する
④宮城野消防署岩切出張所に救急隊を置く
④青葉消防署国見出張所を移転改築し，青葉消防署から救急隊を配置換
えする
⑨仙台市災害時消防支援協力員制度の創設
⑪宮城消防署熊ケ根出張所に救急隊を置く
⑫緊急消防援助隊北海道・東北ブロック合同訓練（港地区）に参加する

８

①東北石油火災
④秋保町湯元地区林野火災

④消防局に防災部を新設，警防部司令課を防災部指令課とする
⑤女性消防団員をはじめて採用する
⑩宮城消防署を改築する

９

③救急救命研修所を閉所する
③全ての自動車・携帯電話からの１１９番通報の受信を開始する
④警防部予防課建築設備係を予防課予防係に統合する
④宮城消防署に特別救助隊を置く
⑨岩手県内陸北部地震に緊急消防援助隊を派遣する

１０

③宮城野消防署高砂出張所及び港出張所を廃止する
④宮城野消防署高砂分署を新築開署し，救急隊を置く
⑤第５１回全国消防長会総会を開催する
⑥救急サポートセンターを開所する
⑨救急ヘリコプターの運用を開始する
⑨台湾地震に国際救助隊（IRT）を派遣する

１１

⑦東北石油火災
⑨東北大学昭和舎火災

④救急救助課救急救助係を救急課救急係に，警防課特殊災害係を計画救
助係に改称する
④県事務の一部委譲を受ける
⑩第２回緊急消防援助隊全国合同訓練（東京都）に参加する
④有珠山噴火災害に緊急消防援助隊を派遣する
⑫泉消防署を改築する

１２

②東北大学医学部サークル棟火災②仙台市消防ヘリポートの運用を開始する
④若林消防署荒浜航空分署を新築開署し，航空隊，救急隊，救助隊を置く
⑦宮城県沖地震災害対応プロジェクトを設置し，新たな地震対策事業に
取り組む

１３

④太白消防署長町出張所を移転改築し，救急隊を置く
④新地震体験車「ぐらら」を導入し，運用を開始する

１４



―　　―６９

主な災害主なできごと（①＝１月をあらわす）年号

⑤宮城県沖を震源とする地震発生
　Ｍ７．０
　（仙台市内で最大震度５弱）
⑦宮城県北部を震源とする地震発生
　Ｍ６．４
　（仙台市内で最大震度５弱）

④危機管理体制強化のため，危機管理監を配置する
④防災部を防災安全部に，防災課を防災安全課に，事業推進係を安全推
進係に，災害対策係を応急対策係に組織改編する
④防災部指令課通信管理係を廃止し，その事務を総務部管理課に統合
し，管理課企画係を企画情報係に，同管理係を施設装備係に組織改編
する
④各消防署の警防課及び宮城消防署に救急係を新設する
④警防部予防課に指導係を新設する
④各消防署（宮城署除く）の予防課査察係，建築保安係を統合し，指導
係として再編する
⑤アルジェリア北部地震に国際消防救助隊（IRT）を派遣する
⑥警防部に地震災害対策強化担当（地震防災アドバイザー）を配置
⑧全国消防救助技術大会を開催する（仙台市）
⑨十勝沖地震災害に緊急消防援助隊を派遣する

１５

⑩新日本石油精製㈱仙台製油所火災④警防部救急課救急係を同救急管理係，同救急指導係として再編する
④緊急消防援助隊の法制化に伴う発足式に参加する
⑦気管挿管認定救命士の運用を開始する
⑦新潟・福島豪雨災害に緊急消防援助隊を派遣する
⑩新潟県中越地震災害に緊急消防援助隊を派遣する

１６

④アーケードトラック暴走事故
⑤萬歳食品工業㈱火災
⑥新日本石油精製㈱仙台製油所火災
⑧宮城県沖を震源とする地震発生
　M７．２（仙台市内で最大震度５強）

④泉消防署根白石出張所を新築開所し，救急隊を置く
④仙台市救急ステーションを新築開所し，救急隊を置くほかドクター
カーの運用を開始する
⑥心肺機能停止傷病者に対してＰＡ連携による救命措置を開始する
⑥第３回緊急消防援助隊全国合同訓練（静岡市）に参加する
⑪消防ヘリコプター２号機を導入し，限定変更訓練を開始する

１７

②総合防災情報システムを更新し運用を開始する
④防災安全部に危機管理室，警防部予防課に保安係を新設する
④薬剤投与認定救命士の運用を開始する
④災害情報提供システムの運用を開始する
⑤消防力の整備の在り方に関する懇話会を設置し，消防力の整備の在り
方について提言を依頼する
⑦消防団の組織及び制度の多様化に関する検討委員会を設置し，消防団
の組織及び制度について検討を行う
⑧消防ヘリコプター２号機の運用を開始する
⑩消防力の整備の在り方について提言される
⑩地震防災アドバイザー制度を拡充し，各消防署へ地域地震防災アドバ
イザーを配置する

１８

①総合的消防力の整備方針を策定し，消防力の一層の向上に取り組む
③消防団の組織及び制度について報告を受ける
④危機管理監が市長部局へ配置換えされるとともに，防災安全部危機管
理室を政策調整局に移管する
④防災安全部指令課に指令第三係を新設し，指令課の勤務体制を３部制
とする
④特別機動救助隊を新設，青葉消防署・若林消防署に配置し運用を開始
する
④ＮＢＣ（特殊災害対応）車両を青葉消防署に配置する
④各消防署に特別消防隊を配置し，運用を開始する
⑦新潟県中越沖地震災害に緊急消防援助隊を派遣する

１９



―　　―７０

主な災害主なできごと（①＝１月をあらわす）年号

⑥平成２０年岩手宮城内陸地震発生
Ｍ７．２（仙台市内で最大震度５強）

⑪JFE条鋼仙台製造所火災
⑪白雪とうふ㈱火災
⑪六郷の杜火災

④若林消防署河原町出張所を廃止する
④消防団出場指令システムの運用を開始する
④青葉消防署・若林消防署に消防救助係を新設する
⑥平成２０年岩手宮城内陸地震に緊急消防援助隊を派遣する
⑦岩手県沿岸北部を震源とする地震に緊急消防援助隊を派遣する
⑦宮城野消防署鶴谷出張所新庁舎の完成に伴い，同庁舎に泉消防署南光
台出張所を仮移転する

２０

②携帯電話・IP電話等位置情報通知システムの運用を開始する
②消防団協力事業所制度の運用を開始する
④若林消防署河原町分署を新築開署し，若林消防署から消防救助係を移
設する
④若林消防署連坊出張所を廃止する
④大型ブロアー車及び燃料補給車を青葉消防署へ配置する
⑨応急手当協力事業所表示制度（杜の都ハートエイド）の運用を開始す
る

２１

②チリ中部沿岸を震源とする地震に
よる津波

④病院照会サポートシステムの運用を開始する
④遠距離大量送水システムを青葉消防署に配置する
⑧機動鑑識車を消防局警防部警防課へ配置する
⑪青葉消防署荒巻出張所を移転改築し，救急隊を置く
⑪泉消防署八乙女分署を新築開署し，青葉消防署から消防救助係を移設
する
⑪泉消防署南光台・加茂出張所を廃止する
⑪宮城野消防署鶴谷出張所に救急隊を置く

２２

③東日本大震災M９．０
　沿岸部で被害甚大

④消防ヘリコプター１号機を更新する
⑤警防部危険物保安課を新設する

２３

④防災安全部を廃止する
④防災業務の全体的な調整機能の強化等を図るため防災企画課・減災推
進課を新設する
④予防部を新設し，予防課・危険物保安課を移管する
④予防部予防課に調査係を新設する
④若林消防署荒浜航空分署を廃止し，警防部に消防航空隊を新設する
④警防部に指令課を移管する
⑧緊急速報メールによる津波情報の配信を開始する
⑪地域防災リーダー養成を開始する

２４

④泉岳自然ふれあい館火災
②応急手当WEB講習及び救命ナビアプリケーションの運用を開始する
④重機及び搬送車を泉消防署に配置する
④太白消防署八木山出張所を移転改築し，救急隊を置く
④防災企画課に避難施設整備室を新設する
④双葉地方広域市町村圏組合消防本部へ消防職員を派遣する

２５

④全庁的な調整機能の強化を図るため防災企画課，減災推進課を市長部
局に移管する
④総務部管理課企画情報係及び施設装備係を同企画広報係，施設係及び
情報通信整備室として再編する
⑥消防救急デジタル無線（共通波）の運用を開始する。
⑧フェイスブックの運用を開始する
⑪仙台市救急ステーションを移転開所する
⑪救急ステーション救急隊の１隊を配置換えし、片平出張所救急隊を２
隊体制とする

２６



―　　―７１

主な災害主なできごと（①＝１月をあらわす）年号
③消防団（員）の処遇改善や安全装備の充実を計画的に図るため「消防
団強化緊急五ヵ年計画」を策定する
④宮城野消防署岩切出張所を移転改築する

２７

③消防救急デジタル無線（活動波）の運用を開始する
③改訂版「総合的消防力の整備方針（２０１６）」を策定する
④宮城野消防署・泉消防署において災害対応自家用給油取扱所の運用を
開始する
④救急車における現場急行支援システム（FAST）の運用を開始する
④指令課の勤務体制を三部勤務から隔日勤務に変更する

２８

④六郷出張所の移転改築に併せ救急隊の新設、河原町分署から特別機動
救助隊を配置替し六郷分署として開署する
④六郷分署に遠距離送水システム、重機及び搬送車を集約するとともに
水難救助車を配置する
④河原町分署を河原町出張所として組織変更する
④河原町出張所に片平出張所から高発泡照明車を配置替するとともに放
水塔付消防ポンプ自動車を配置する

２９

④青葉消防署救急隊に１隊増設し，２隊体制とする
④仙台国際空港隣接地に消防航空隊庁舎及び格納庫が完成し，運用を開
始する

30



―　　―７２

加加加加加 消 防 力 の 推 移 加加加加加

消防水利数車両台数職員数（定数）署　　　所　　　数市域面積区　分
11134２署５分遣所188．21昭和23

1，77719191２署５分遣所188．2129
2，03629233３署５出張所236．8534
2，43941284３署８出張所236．8540
3，63049355３署10出張所236．8845
5，69669481３署13出張所237．0550
7，81678562３署15出張所237．0555
9，156102577３署16出張所237．0560
12，543147586５署19出張所237．0562
12，859160787６署18出張所788．05平成元
14，187187897６署21出張所788．05５
15，731207978６署22出張所788．0810
15，984210978６署１分署20出張所788．0811
16，403211990６署２分署20出張所788．0913
16，526216990６署２分署20出張所788．0914
16，6672161，000６署２分署20出張所788．0915
16，8042161，000６署２分署20出張所788．0916
16，9222231，047６署２分署21出張所788．0917
17，1502231，047６署２分署21出張所788．0918
17，3022231，047６署２分署21出張所788．0919
17，3902191，047６署２分署20出張所788．0920
17，4562211，047６署３分署19出張所788．0921
17，5042221，050６署３分署19出張所788．0922
17，5482131，050６署４分署17出張所788．0923
17，5762191，071６署３分署17出張所785．8524
17，6012291，075６署３分署17出張所785．8525
17，6312281，060６署３分署17出張所785．8526
17，6692261，060６署３分署17出張所786．3027
１７，７４６229１，０６０     ６署３分署17出張所786．3028
１７，８４１２３２１，０８１６署３分署１７出張所７８６．３０２９
17，８０９2321，081     ６署３分署17出張所786．3030

昭和23 34 45 55 62 1411平成5 16 2018 22 24 28 3026

←職員数

←車両台数
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―　　―７３

加加加加加 消 防 職 員 加加加加加
階級別・年齢別消防職員数 （平成３０年４月１日現在）

その他
の職員

消　　　防　　　吏　　　員
合計

年齢 消防士副士長士長司令補司令司令長監正監司監小計
112705288331117729411，0971，108

444１８
444１９
999２０
131313２１
313131２２
383838２３
414141２４
2653131２５
3073737２６
1472121２７
10152525２８
8972424２９

171132122３０
92474040３１

161953031３２
15131012930３３

3131413131３４
10511616３５

2161934040３６
91342626３７

13111343132３８
18451818３９
141462525４０

417412626４１
121819714748４２

11022323838４３
11814613031４４
11120312627４５
13716443435４６

1519923636４７
189722627４８

66552222４９
488612727５０
4116512727５１
43271616５２

1383612122５３
246611919５４
494322222５５
276712323５６

16832212223５７
493712424５８
8834212626５９

00６０
42．525．545．438．443．646．952．155．157．056．038．938．9平均年齢

※　再任用職員は含まず。



―　　―７４

職員勤続年数構成表 （平成３０年４月１日現在）

その他
の職員

消　　　防　　　吏　　　員
合計

勤続年数 消防士副士長士長司令補司令司令長監正監司監小計
112705288331117729411，0971，108

414141～１
4114242１～２

15115253２～３
31844343３～４
3093939４～５
20113131５～６
161713434６～７

1511712425７～８
81472929８～９

2421713335９～１０
622823838１０～１１
215922828１１～１２
27811818１２～１３
281222424１３～１４
3122054040１４～１５
151652727１５～１６

4731414１６～１７
57411717１７～１８

1612412424１８～１９
7821717１９～２０
24288２０～２１

297232323２１～２２
127211213２２～２３
1814913233２３～２４
121322544647２４～２５

21423724848２５～２６
11512412324２６～２７

1422513333２７～２８
3175222020２８～２９

1511762930２９～３０
1794412526３０～３１

13611111３１～３２
4769112828３２～３３
29341818３３～３４
2441010３４～３５
24177３５～３６
153321414３６～３７
576522525３７～３８

1255511819３８～３９
741311616３９～４０
293311818４０～４１
762211818４１～４２

00４２～４３
00４３～４４
00４４～４５

19．93．827．416．822．425．431．133．837．332．017．417．5平均

※　再任用職員は含まず。
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人数資　　　格

6火薬類取扱保安責任者

20産業廃棄物管理責任者

185船 舶 操 縦 士

87潜 水 士

166クレーン資格者

149玉 掛 資 格 者

66衛 生 管 理 者

人数資　　　格

20甲 種

危険物取扱者 817乙 種

188丙 種

18甲 種
消 防 設 備 士

85乙 種

2２ 級 自 動 車 整 備 士

2２ 級 建 築 士

職員の資格取得状況 （平成３０年４月１日現在）

人数資　　　格

788大 型 自 動 車 運 転 免 許

9通 信 士
無 線 従 事 者

812特殊無線技士

19アセチレンガス等溶接資格者

34高 圧 ガ ス 製 造 保 安 責 任 者

43整 地 等
車両系建設機械

40解 体

職員の公務災害発生状況
通勤災害その他体力錬成中業務遂行中訓練中災害活動中合　計区　　分

143210平成29年度

136111平成28年度

11349平成27年度

4246420平成26年度

4117619平成25年度

1114512平成24年度

2483825平成23年度

125311平成22年度

※　公務災害の認定を受けた年度で計上している。

職員の表彰
宮城県消防協会長日本消防協会長局

長

市

長

県知事消防庁長官叙
位
・
叙
勲

計
区

分

表

彰

状

勤

続

章

永
年
勤
続
章

功

労

章

功

績

章

勤

続

章

精

績

章

功

績

章

特
別
功
労
章

永
年
勤
続

功

労

章

国
際
協
力

永
年
勤
続

功

労

章

表

彰

状

顕

彰

状

功

績

章

1，3151，1279367422747983111，656１，２９２1，07815１３19043５41２１３９，１９４計

26212210124147１３21３63１１２２０２平成29年度

171235112341502912811１０２１４平成28年度

2532201121416818328216258平成27年度

4048271111418511517513314平成26年度

274926111141471348916262平成25年度

1425121116414518228211189平成24年度

1，1669407947357653742511，3141，1908921510144303411357，755平成23年度以前
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加加加加加 保有車両の配置状況 加加加加加

消 防 の 用 に 供 す る 自 動 車部
署
車
両
合
計

車

両

合

計

署

所

数

区　　分

遠
距
離
大
量
送
水

シ

ス

テ

ム

高
度
工
作
車

特
殊
災
害
対
応
車

高
発
泡
照
明
車

救
助
工
作
車

大
型
化
学
高
所
放
水
車

泡
原
液
搬
送
車

大
型
化
学
消
防
車

化
学
消
防
車

は
し
ご
自
動
車

大
型
水
槽
車

放
水
塔
付
消
防
ポ
ン
プ
自
動
車

水
槽
付
消
防
ポ
ン
プ
自
動
車

消
防
ポ
ン
プ
自
動
車

小

計

211110121666126208423226合 計

0
10

4総 務 課総
務
部 116管 理 課

0
7

4予 防 課予
防
部 03危険物保安課

0

19

6警 防 課警

防

部

05救 急 課
02指 令 課
06消防航空隊

111115

33

17

5

本 署青

葉

1124国見出張所
1125片平出張所
1123小松島出張所
1124荒巻出張所

111115

37

16

5

本 署宮

城

野

1211169高 砂 分 署
1124岩切出張所
1124鶴谷出張所
1124原町出張所

111115
34

16
3

本 署若

林
2211613六 郷 分 署

11135河原町出張所
111115

35

16

6

本 署太

白

1124長町出張所
1124中田出張所
1124八木山出張所
1124秋保出張所
1123茂庭出張所

111115

36

17

5

本 署

泉
1121169八乙女分署

1123松陵出張所
1123高森出張所
1124根白石出張所

111115
21

17
2

本 署宮
城 1124熊ケ根出張所

※　その他の車両は，緊急車両以外の車両を示す。
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そ の 他 の 車 両救
急
自
動
車（
高
規
格
）

消　　防　　用　　自　　動　　車
そ

の

他

乗

用

車

訓
練
指
導
車

重

機

機
動
鑑
識
車

小

計

燃
料
補
給
車

航
空
電
源
車

消
火
栓
清
掃
車

広

報

車

人
員
輸
送
車

大
型
除
染
シ
ス
テ
ム

資
機
材
搬
送
車

後
方
支
援
車

水
難
救
助
車

指
揮
車
（
指
揮
隊
）

指

揮

車

無
線
情
報
車

小

計

1651112434111557171177190

12311
213111
111311

1122
11111115

0322
0112

213123
113411118

0111
0211
011
0111

112411118
0122
0111
0111
0111

112411118
11212114

0111
112411118

0111
0111
0111
0111
011

1124111119
0122
011
011
0111

332311117
0111

（平成３０年４月１日現在）
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加加加加加 消 防 水 利 の 状 況 加加加加加
（平成３０年４月１日現在）

宮　城泉太　白若　林宮城野青　葉合　　計署別
種別

1，1152，6133，3392，1562，7722，62414，619地下単口

公　設

消 火 栓

162　　　　162地下双口
136　77　1　214地上単口
　　　　　　0地上双口

1，2512，7753，4162，1562，7732，62414，995計
1342121032地下単口

私設
0地下双口

2616121699223地上単口
227214225地上双口

276122139519480計

1，2782，7813，4282，1773，1682，64315，475小 計
3151412201074公設１００弱

防火水槽

14131028私設１００弱
153487２８１145２３５165１，４６６有蓋

公設
４０弱
以上

11無蓋
153487２８２145２３５165１，４６７計
182536615４６１４６有蓋

私設 1348無蓋
182639619４６１５４計
21017614958有蓋

公設
２０弱
以上

0無蓋
21017614958計
748623452有蓋

私設 347無蓋
7411627459計

33有蓋
公設

２０弱
未満

0無蓋
0030003計

0有蓋
私設 11無蓋

0000101計

183543３７０175３２９２４４1，８４４小 計
185548203138210プ ー ル

そ の 他

123河 川 ・ 溝 等
23512720ご う ・ 池 等

22123海 ・ 湖 ・ 沼 等
0井 戸

11617工 業 用 水
26１７1321140２１７採 水 口

0そ の 他

2085７４3476201４９０小 計

1，4813，4093，8702，3863，5713，08717，８０９合 計
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加加加加加 資 機 材 の 状 況 加加加加加
（平成３０年４月１日現在）泡消火薬剤等の備蓄状況
クラスA泡消火薬剤（ℓ）水溶性液体用泡消火薬剤

（ℓ）
合成界面活性剤泡消火薬剤

（ℓ）
種　　　別

署　　　所 ミラクルフォームフォレックスパン・Ｓ
16070300520本　　　　　 署

青
　
　
　
葉

14040040国　　　　　 見
200200片　　　　　 平

460100小　　 松　　 島
150100荒　　　　　 巻

5001，280300760小　　　　　 計
200160720300本　　　　　 署

宮
　
城
　
野

42046，34580高　　　　　 砂
300260岩　　　　　 切
300160鶴　　　　　 谷

22035040原　　　　　 町

4201，53047，065840小　　　　　 計
21050060本　　　　　 署

若

林

22080六　　　　　 郷
390180280河　　 原　　 町

390610500420小　　　　　 計
280940本　　　　　 署

太
　
　
　

白

200100長　　　　　 町
160230120中　　　　　 田
140240八　　 木　　 山
20048080秋　　　　　 保

300100茂　　　　　 庭

5001，730940400小　　　　　 計
185230580160本　　　　　 署

泉

160八　　 乙　　 女
400松　　　　　 陵

120350120高　　　　　 森
220260根　　 白　　 石

5251，400580280小　　　　　 計
8018050080本　　　　　 署宮

　
城

200260100熊　　 ヶ　　 根

280440500180小　　　　　 計
3，200仙台市石油コンビナート防災資機材備蓄倉庫

2，6156，99053，0852，880合　　　　　　計

＊　フカダ・ハイフォームⅢ（合成界面活性剤泡消火薬剤）は，仙台高発泡照明車のタンク（４００ℓ）内に備蓄
＊　ＡＧＦ－Ｔ（水溶性液体用泡消火薬剤）は，大型化学車，大型高所放水車，泡原液搬送車及び各消防署化学車のタンク内に備蓄
＊　Ｆ－６１０ＡＴ（水溶性液体用泡消火薬剤）は，高砂分署備蓄タンク及び仙台市石油コンビナート防災資機材備蓄倉庫に備蓄
＊　クラスＡ泡消火剤（普通火災用）は，平成１４年度から消防ポンプ自動車の更新に合わせて配備
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林野火災資機材の配置状況

組立水槽

チ

ェ

ー

ン

ソ

ー

（

救

助

用

除

く

）

刈

り

払

い

機

の

こ

ぎ

り

な

た

の

ぼ

り

か

ま

防

火

な

た

く

ま

で

種　別

署　所
２１０．５

消 防 航 空 隊
18351051526本　 署

青
　
　
　

葉

14442国　 見
112222片　 平

13222小 松 島
11121荒　 巻

021865201425213小　 計
18751051539本　 署

宮
　

城
　

野

 444高　 砂
12222岩　 切

13222鶴　 谷
11121原　 町

021885201425314小　 計
2144412527本　 署

若
　

林

六 郷
河 原 町

02144412527小　 計
21421478108本　 署

太
　

　

　

　

白

1長　 町
1中　 田
1八 木 山

181951638秋　 保
1122茂　 庭

長 袋 林 野 資 材 倉 庫
0232715161328318小　 計
1363981411214本　 署

泉

1146112八 乙 女
2112252松　 陵
11171755高　 森
123252根 白 石

1310811344137225小　 計
11875989324本　 署

宮
　

城

1425210223熊 ケ 根
新 川 林 野 資 材 倉 庫

013277141019547小　 計
11212440471059413917124合　 　 計
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（平成３０年４月１日現在）

資
機
材
搬
送
用
リ
ュ
ッ
ク

水

筒

方

位

計

空
中
消
火
用
バ
ケ
ッ
ト

リ

ヤ

カ

ー

空
中
消
火
薬
剤
溶
解
機

フ

ォ

レ

ッ

ク

ス

缶

空

中

消

火

薬

剤

携

行

燃

料

缶

可
搬
式
散
水
装
置
用

給

水

機

林

野

用

　

ミ

リ

ホ

ー

ス

40軽

可

搬

式

ポ

ン

プ

可

搬

式

送

水

装

置

可

搬

式

散

水

装

置

（単位：ｔ）

１０５

53
2551223066722

101 24
10134
101
9110

2945000022306614002
2551223066722

101 20
10130
101
9110

2945000022306613202
27611120531061

512
71

2883000011205310801
4119231286411713

3
23066110
1

111302
411951113023158121023013
25631112421129317822

12110
511261115
101171115

2101201 30
493711124231826314822
2109321256710013
111306494

111280
310931112803255121119413
17597336338241492754739952413
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消防資機材の配置状況（その１）

宮　　　城　　　野青　　　　　　　葉消
防
航
空
隊

合　計

署 所 別

種　 別

小
　
計

原
　
町

鶴
　
谷

岩
　
切

高
　
砂

本
　
署

小
　
計

荒
　
巻

小
松
島

片
　
平

国
　
見

本
　
署

3567545557710425745454750701，569ホ　 ー　 ス （65亜×20ｍ）

消
　
　
防
　
　
活
　
　
動
　
　
用
　
　
器
　
　
具

006ホ　 ー　 ス （65亜×30ｍ）
0445ホ　 ー　 ス （65亜×40ｍ）
33755556056111326555556551051，707ホ　 ー　 ス （50亜×20ｍ）
0010ホース（40亜×20ｍ）（林野用除く）
2662421228264412167ガ ン タ イ プ ノ ズ ル
20423651922474103ダブルコントロールノズル付管そう
1734462446148621改 タ イ プ ノ ズ ル 付 管 そ う
32104放　 水　 砲 （車載又は可搬式）
22226ピックアップ式泡ノズル（400型）
311121112ピックアップ式泡ノズル（200型）
3211111泡 ノ ズ ル （400型）
000泡 ノ ズ ル （200型）
2209ラ イ ン プ ロ ポ ー シ ョ ナ ー
246144913234495ハ ン ド ラ イ ト （水防除く）
172224792124186防 爆 型 ラ イ ト
3122451822245117133ヘ ッ ド ラ イ ト
5232221双 眼 鏡
5111114111124金 属 探 知 機
51111161111229プ ラ イ バ シ ー シ ー ル ド
11116バ ル ー ン ラ イ ト
422321３６ホ ー ス バ ッ ク
511111511111２６風害対策用インパクトドライバー
11118空 気 式 救 助 マ ッ ト

一
般
用
救
助
器
具

11118救 命 索 発 射 銃 （空 気 式）
1105救命索発射銃（火薬ピストル式）
1102救 命 索 発 射 銃 （火薬台座式）
2222422サ バ イ バ ー ス リ ン グ
4222216平 担 架
221120舟 型 担 架
1111216ス ケ ッ ド ス ト レ ッ チ ャ ー
2202油圧ジャッキ（ガレージ用除く）重

量
物
排
除
用
器
具

3322223大 型 油 圧 ス プ レ ッ タ ー
332222可 搬 ウ ィ ン チ
221113マ ッ ト 型 空 気 ジ ャ ッ キ
221111油圧式救助器具（ポートパワー）
4411444油 圧 切 断 機

救
助
用
切
断
用
器
具

333328エ ン ジ ン カ ッ タ ー
111110ガ ス 溶 断 機 （酸　　素）
0111ガ ス 溶 断 機 （アークエア）
0114ダ イ ヤ モ ン ド チ ェ ー ン ソ ー
77131362チ ェ ー ン ソ ー （林野用除く）
41111311120簡 易 救 助 セ ッ ト
182321102014429102カ ッ タ ー （鉄線，大・中・小）
0017カ ッ タ ー （ワイヤー）
111110空 気 切 断 器 （エアーツール）
34535714153138181万 能 斧 （トップマン）

破
壊
用
器
具

1012761555万 能 斧 （べんけい型）
222218削 岩 機 （エンジン式）
002削 岩 機 （電　動　式）
111110ハ ン マ ー ド リ ル
221115ス ト ラ イ カ ー
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（平成３０年４月１日現在）

宮　　城泉太　　　　　　　　白若　　　　　　林

小
　
計

熊
ケ
根

本
　
署

小
　
計

根
白
石

高
　
森

松
　
陵

八
乙
女

本
　
署

小
　
計

茂
　
庭

秋
　
保

八
木
山

中
　
田

長
　
町

本
　
署

小
　
計

河
原
町

六

郷

本
　
署

1314091286454348501003637845444545106176484880
333300
01100
159531063155558555295375695555555586195455595
066044
124841859217352464514254615
104616242262424444614428
7431643361644134642
01100
22000
11211311111
11222222
0000
11222222
51427324181011311316511
61526111951713212810154
21516272591120142211055
31242244321
2115111115111113111
21151111171111124112
11111111
22103124511111313432
21151111151111119111
1121111211
1121111211
11211011
01100
2242211752
312211211321
117343126132
116511144
0000
2264222642
41363322523
1143111431
1121111413
771183661192
33963413633
2232111211
0000
022011
88135881713157
1151112511111211
1019242119111111111619388
12122111122
1132111321
144103846481642384531938131510
142121321646156132
6631222321
011011
1132122211
2264222211
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宮　　　城　　　野青　　　　　　　葉消
防
航
空
隊

合　計

署 所 別

種　　別

小
　
計

原
　
町

鶴
　
谷

岩
　
切

高
　
砂

本
　
署

小
　
計

荒
　
巻

小
松
島

片
　
平

国
　
見

本
　
署

2733371122574422142空 気 呼 吸 器 （Ｋ30）
空
気
保
護

273333152412219160空 気 呼 吸 器 （Ｍ30）
0010空 気 呼 吸 器 （ドレーゲル等）
444444酸 素 呼 吸 器
222220簡 易 呼 吸 器
111112送 排 風 機呼

吸
保
護
用
具

90901251252669空 気 ボ ン ベ （29．4ＭＰa）
541071481534815924220酸 素 ボ ン ベ （3．5㍑以上）
6212119921411117947305酸 素 ボ ン ベ （3．5㍑未満）
444432耐 電 衣

隊
　
員
　
保
　
護
　
用
　
具

444432耐 電 ズ ボ ン
774440耐 電 手 袋
444432耐 電 長 靴
444430耐 電 棒
13854438耐 熱 防 火 衣
44757586防 毒 衣
9946466112防 毒 マ ス ク
446640放 射 能 防 護 服
55101089化 学 防 護 服
00393放 射 能 防 護 マ ス ク
443318訓 練 用 安 全 マ ッ ト
443329救 助 訓 練 用 安 全 マ ッ ト
114416救 助 訓 練 用 安 全 ネ ッ ト
49737923373773172293携 帯 警 報 機
11118可 燃 性 ガ ス 測 定 器測

定
用
器
具 101112571111377マルチガス測定器（GX１１１，GX２００３，GX８０００等）

888823417個 人 警 報 線 量 計放
射
線
測
定
用
器
具

3311339空 間 線 量 率 計
004中 性 子 線 線 量 率 計
111129簡 易 線 量 率 計 （ RDS-30）
1122230表 面 汚 染 検 査 計
52384162167125144325282救　 命　 胴　 衣 （水防用除く）水

難
救
助
用
具

23112514716474救　 命　 浮　 環 （水防用除く）
22117救 命 ゴ ム ボ ー ト （船外機付き）
001水 上 バ イ ク
1103Ｇ Ｐ Ｓ 多 目 的 探 査 装 置
20222681522227104投 光 機 一 式そ

の
他
救
助
用
器
具

1106ロ ー プ 型 投 光 器
1322126121112781携 帯 用 拡 声 器
11119緩 降 機
11116エ ア ー テ ン ト
221112ハ ン デ ィ カ ー ト
1106車 両 移 動 用 装 置
11016画 像 探 査 機高

度
救
助
用
器
具

003地 中 音 響 探 知 機
11119熱 画 像 直 視 装 置
006夜 間 暗 視 装 置
001電 磁 波 探 査 装 置
003地 震 警 報 機
444424地震災害救助用資機材（Ａセット）
1022222102222256地震災害救助用資機材（Ｂセット）

消防資機材の配置状況（その２）



―　　―８５

（平成３０年４月１日現在）

宮　　城泉太　　　　　　　　白若　　　　　　林

小
　
計

熊
ケ
根

本
　
署

小
　
計

根
白
石

高
　
森

松
　
陵

八
乙
女

本
　
署

小
　
計

茂
　
庭

秋
　
保

八
木
山

中
　
田

長
　
町

本
　
署

小
　
計

河
原
町

六

郷

本
　
署

193162953417232222312202315
18315321814345443315251114
01010 00
44159688954
2264222642
11431114121
72 721563312310110112314109
33391012175410101010143281014
101070103327589108102157112620
4484444844
4484444844
441174441064
4484444844
4484444624
44776644
044033
44241594419154
4416794466
7729245553351711
039339300
222222523
5562444725
11553322
307237377332244837773215452524
0 2222211
514221111549111114242184
883509341441688
222742311211
0321011
021111211
02112022211
311120511271022354478754118185
551358111101165
0111122
00011
00022
1028252221091822222816358
112111111
71619111881513111815384
1132111211
11111111
1142211312
112111111
09723333
022011
2221111211
044022
00011
011022
44444444
4221222242122222228422



 



―　　―８７

（平成３０年４月１日現在）

水　防　工　具　類
水
防
用
浮
環

水
防
用
救
命
胴
衣

ア
ル
ミ
ボ
ー
ト
用

船

外

機

ア
ル
ミ
ボ
ー
ト

水

防

用

ゴ
ム
ボ
ー
ト

一

輪

車

水

防

用

防
水
ラ
イ
ト

水

防

用

番
線
カ
ッ
タ
ー

シ

ノ

か

け

や

手

か

ぎ

な

た

ペ

ン

チ

か

ま

ノ

コ

ギ

リ

お

の

ハ

ン

マ

ー

　
ｐ
ハ
ン
マ
ー

１０つ

る

は

し

く

わ

ス

コ

ッ

プ

杭
打
用
キ
ャ
ッ
プ

土

留

鋼

板

丸

鉄

棒

鉄

パ

イ

プ
個着機艇艇台個本丁丁丁丁丁丁丁丁丁丁丁丁丁個枚本本
54511　571786222317242452411563
11241212422363629
126　112116278
1511211511623020
1122212262295
14811　5351222841426832120099
22322　141176625
122　1111235113531025550
12011　22125555552355202100100

10　221171095876515520250100
110　1221155555551552025050
11011　221165555551552121204550
11011　22216555555155202100100

　1112523525050
1512237510555578553025050

12113114
112112211656669651771923534
11012211735667651552025050
11011　221165555551552024557
11011　22126555555155202100100

51114111351
18　23117105557645552115050
1131211128215
14811　32283512561143975081007065
15112127555552135202110100
151222565555555552025050

1911　23121361041519
151222565555555552025050
151222565555555552025050
151222565555555552025050
11811　212365666652552438060
21111122118455776515102125050
2624212255203
15　114111231025050
651114229469765112432799050

4　22117811565651552025050
1211112243411024250

213111212231022525
102111710566451552125050
102221724555651552125050

115111132614110
120111242310109911101174108424140140
11011　221165555551552125045
161112261272028752
1111111233111924028
1712122226121221014326

101225255552030
55711　53751223261167149791817045271
1391113431611111338710201
11011　22216555555155202100100
117　24111232232232202409

6　22126555554355202100100
110121515255211652021430
191111411552155222
453111221485112732467253416023
2112113155111355111

622126555552355202100100
6686721221810311070137258652191623552251701661392952151,1761245553,2802,595



―　　―８８

加加加加加 火 災 の 発 生 状 況 加加加加加

四季別出火件数

平　　成　　２８　　年平　　成　　２９　　年

損害額　（千円）割合（％）出火件数損害額　（千円）割合（％）出火件数

83，32529．27323，14830．485春　季

34，11022．45649，30019．655夏　季

25，30822．05551，51126．474秋　季

28，88426．46673，89623．666冬　季

171，627100．0250197，855100．0280計

※　冬季の１月及び２月は，該当年のものである。
※　春季　３月から５月　　　※夏季６月から８月
※　秋季　９月から１１月　　　※冬季１月・２月・１２月

冬季 
春季

秋季 

冬季

夏季 
秋季

春季

夏季

出火件数 損害額 

月別出火件数

合計１２１１１０９８７６５４３２１年／月

280282317342020151831362216平成29年

250281619202615151624332513平成28年

曜日別出火件数

合計不明土金木水火月日年／曜日

280247364245244539平成29年

250227443731344035平成28年



―　　―８９

署所別火災件数 （平成２９年中）

放

水

火

災

損　害　額　（千円）焼 損 面 積負
　

傷
　

者

死
　
　
　

者

火

災

件

数

区　分
合

計

爆

発

建　物　以　外建　物林
野
（
a
）

建　物（㎡）　
日
死
者

30

船

舶

そ
の
他

林
　
野

車

両

収
容
物

建
　
物

表
面
積

床
面
積

73，114001303502，0407110101909035本　 署

青
　

葉

519100101646128011402213国　 見

21060000195100010107片　 平

377700106401112502002011小松島

614，1450018501221，94311，89503319304014荒　 巻

2318，3330020001，1294，23512，769046227018280小　 計

74，563002201051，1233，3130040802012本　 署

宮

城

野

634，865001，805042327，0445，59300901016高砂分署

3129002010017100000105岩　 切

53，5230034801，5553581，262060780129鶴　 谷

46630020410941570110109原　 町

2543，743002，17902，59328，63610，33506149606251小　 計

157000150440011500000011本　 署若
　

林

629，18300178004，05624，9490145013012六郷分署

21，268000051651，09800360118河原町

931，0210019304454，22126，1620148614131小 計

714，80600401，2102，32211，270008303120本　 署

太
　

白

31，４２６002110４００69811701260009長　 町

4491001601006630901350007中　 田

510，11000445008718，7940161060129八木山

230，415000401，55028，861201520106秋　 保

317100108121500110106茂　 庭

24５７，４１９006774１，７１８5，51949，50121940306357小　 計

3119002065302201100016本　 署

泉

634，3120090276，42827，84801129402212八乙女分署

30000000046000006松　 陵

1830010073000000003高　 森

17800000780000000103根白石

1435，294002109456，45827，870461229503240小 計

911，986000046948511，0320014300016本　 署宮
　
　
城

359002057007000105熊ヶ根

1212，045002052648511，0327014301021小 計

107１９７，８５５003，2724７，３５６49，554137，669551392，05013810280合　　計



―　　―９０

建物火災火元用途別出火件数

損 害 額（千円）焼 損 面 積（㎡）出　　火　　件　　数
区　　分

平成２８年平成２９年平成２８年平成２９年平成２８年平成２９年

117，91770，0101，6347964933専 用 住 宅

10，718
10，669

19，224
19，161

174
174

221
221

40
33

38
35住 居 部 分

共同住宅
49630073共 用 部 分

000001キ ャ バ レ ー

4300010集 会 所

10310011遊 技 場

14520411412飲 食 店

46540126ホ テ ル ・ 旅 館

050001寄 宿 舎

7500010病 院

0670001老 人 福 祉 施 設

000001児 童 福 祉 施 設

783016010精 神 障 害 者 施 設

1340043小・中・高・大 学 校

000010車 両 の 停 車 場

7，57636，69416537786工 場 ・ 作 業 場

01，16106104車 庫 ・ 駐 車 場

59，03105327倉 庫 ・ 物 置 ・ 置 場

207120843事 務 所

0660013官 公 署

000001理 美 容

1，363

704

4，154

2，238

24

3

2

2

20

9

16

7飲食店舗部分
（
十
六
項
イ
）

複
合
用
途
建
築
物

71，8420032物販店舗部分

616221043住 居 部 分

30700011共 用 部 分

620033その他の部分

9，773

0

6，594

0

437

0

46

0

9

1

7

0事務所部分（
十
六
項
ロ
）

複
合
用
途
建
築
物

7，5176，0493464564住 居 部 分

1245450113共 用 部 分

2，132091010その他の部分

439，861030915そ の 他

148，759187，1722，4511，875149149合 計



―　　―９１

住宅火災の出火箇所別件数
洗面場ホール浴室・風呂場ボイラー室台 所食事室トイレ廊下・階段玄 関寝 室居 室区 分

1 0 1 0 22 0 0 4 3 7 27 平 成 29年
3 2 2 0 29 0 0 4 0 10 34 平 成 28年

その他倉 庫空 家貫通部縁 側壁 内脱衣室屋根裏外周部ベランダ車 庫区 分

1 1 0 0 2 0 0 1 5 3 0 平 成 29年
0 1 1 0 0 2 2 1 4 3 1 平 成 28年

初期消火器具等の使用状況

計

初
期
消
火
な
し

そ

の

他

も
み
消
し
た

寝
具
･
衣
類
等

水
道
・
浴
槽
・
汲

み
置
き
等
の
水

を

か

け

た

屋
外
消
火
栓

屋
内
消
火
栓

ス
プ
リ
ン
ク

ラ

ー

粉
末
消
火
設
備

強
化
液
消
火
器

粉
末
消
火
器

区　　　分

280117676780111063平 成 29年
250881443791000160平 成 28年

（平成２９年中）

中高層建築物の出火階数別出火件数

2017151413121110987654建物階数
計出火階

11屋上
1120階
1113階

012階
1111階

010階
09階

118階
１１7階

1111156階
115階

1113284階
111223103階

1212282階
112111135161階

1124B1階
4122１34325171112５８合計

（平成２９年中）

覚知方法別出火件数
計その他火災船舶火災車両火災林野火災建物火災区　　　分

137
31802120固 定

119番
10631019353携 帯

221401071 1 0 番

15
1140106固 定加 入 電

話 400103携 帯
110000駆 け つ け
902807055事 後 聞 知
630003119固 定 NTT外
930312そ の 他
280920345149計

（平成２９年中）



―　　―９２

加加加加加 出 火 原 因 加加加加加

放火火災の種別出火件数・損害状況
平成25年平成26年平成27年平成28年平成29年区　　　　　分
308334294250280総　 火　 災　 件　 数　（ 件 ）
6081634667放 火 件 数　（ 件 ）
19．5％24．3％21．4％18．4％23．9％放 火 の 割 合
2．93．12．72．32．6出 火 率
0．60．80．60．40．6放 火 率
2837261829建 物 火 災放

火
の
火
災
種
別

件

数

3,243277611288702焼 損 面 積　（ ㎡ ）
43323車 両 火 災
2840332632そ の 他 火 災
01103林 野 火 災
078046焼 失 面 積　（ ａ ）

６３６，６２２14，52641，18015，12573，400放 火 の 損 害 額　（千円）

建物火災の用途別・出火原因別件数

計
不

明

そ
の
他

火
あ
そ
び

ボ
イ
ラ
ー

溶
接
機
・

溶
断
機

煙
突
・
煙
道

こ
た
つ

か
ま
ど

灯

火

電
気
装
置

焼
却
炉

マ
ッ
チ

ラ
イ
タ
ー

電
気
機
器

ス
ト
ー
ブ

電
灯
・
電
話

等
の
配
線

配
線
器
具

た
ば
こ

こ
ん
ろ

放

火

（
疑
い
含
む
）

区　　　　　　分

330801001020001122366専 用 住 宅
362310000000032412585住居部分

共同住宅
30000000001000000002共用部分
10000000000000000100キ ャ バ レ ー
00000000000000000000集 会 所
10000000000000010000遊 技 場
120300010100010001041飲 食 店
60000000000001102200ホ テ ル ・ 旅 館
10000000000000000010寄 宿 舎
00000000000000000000病 院
10000000000000000100老 人 福 祉 施 設
10000000000000000010児 童 福 祉 施 設
00000000000000000000精 神 障 害 者 施 設
30100000000000010010小・中・高・大学校
41000000000100000002車 庫 ・ 駐 車 場
61400000000100000000工 場 ・ 作 業 場
70200000000100100102倉庫・物置・置場
30000000000000010002事 務 所
30100000001001000000官 公 署
10100000000000000000理 美 容
50000100000000000004そ の 他
60300000100000010010飲食店舗部分

１６項イ
20000000000000000101物販店舗部分
30000000000001000020住居部分
10000000000000000001共用部分
30000000000000010011その他部分
00000000000000000000事務所部分

１６項ロ
30000000000001000110住居部分
30000000000000000102共用部分
00000000000000000000その他部分
14842611111222347787162629合   計

（平成２９年中）



―　　―９３

車両火災の出火原因別件数 （平成２９年中） その他火災の出火原因別件数 （平成２９年中）

件数出火原因件数出火原因

2内 燃 機 関9排 気 管

1た ば こ4マッチ・ライター

12そ の 他3放火（疑い含む）

1不 明2電 気 装 置

34合　 計

件数出火原因件数出火原因

1マッチ・ライター32放火（疑い含む）

1溶接機・溶断機21電灯・電話等の配線

1灯 火5た ば こ

1取 灰4火 あ そ び

19そ の 他2た き 火

2不 明2火 入 れ

1配 線 器 具 92合 計

加加加加加 火 災 防 御 活 動 状 況 加加加加加

月別活動状況 （平成２９年中）

火災出場人員延放水量
（ｔ）

使用ホース（本）放 水 延
時間（分）

放　水
延台数

放　　水
火災出場
延　台　数

放水件数火災件数区分
団員吏員５０（勺）６５（勺）

50349120263687212627161月

80322155765298618559222月

35295534362936245810363月

93398861551801，611328414314月

2114696841531，93314457185月

5718712461461，17617356156月

11142131181659266207月

3017013261826012406208月

82561232424287124310349月

223228033501，081175971710月

7215441829596133672211月

70226230981212，2022962102912月

4843，0282，00961267912，10520960599280合計

放水火災の平均活動状況 （平成２９年中）

１　台１　件区　　　　　分１　台１　件区　　　　　分

2．9 6．1 使用ホース50ミリ（本）－2．1 放 水 車 両 台 数（台）

3．2 6．8 使用ホース65ミリ（本）57．9 122．2 放 水 時 間 （分）

－6．1 火 災 出 場 台 数（台）9．6 20．2 放 水 量 （㎥）



―　　―９４

加加加加加 救 助 活 動 の 状 況 加加加加加

各区・地区別活動状況 （平成２９年中）

そ
の
他
の
事
故

破

裂

事

故

ガ
ス
及
び
酸
欠
事
故

建
物
等
に
よ
る
事
故

機
械
に
よ
る
事
故

風
水
害
等
自
然
災
害

水

難

事

故

交

通

事

故

火　　災

計

種　　別

区　　分

建
物
以
外

建

物
541442110330145出場件数

青 葉 区 103721712482活動件数
1031218658救助人員
3153713621313120出場件数

宮 城 野 区 51291351311068活動件数
52515514257救助人員
1522422163872出場件数

若 林 区 52221211649活動件数
2217129134救助人員
372401133525144出場件数

太 白 区 13341211382活動件数
1425124367救助人員
282284225897出場件数

泉 区 102228749活動件数
620211443救助人員
103187442出場件数

宮 城 地 区 53121223活動件数
421319救助人員
415111出場件数

仙 台 市 外 235活動件数
235救助人員
17901217654151252788631出場件数

合　計 5003147431175362358活動件数
4302120451182016283救助人員

事故種別出場人員・活動人員 （平成２９年中）

そ
の
他
の

事

故

破
裂
事
故

ガ
ス
及
び

酸
欠
事
故

建
物
等
に

よ
る
事
故

機
械
に
よ
る

事

故

風
水
害
等

自
然
災
害

水
難
事
故

交
通
事
故

火　　災

計区　　　　　分
建
物
以
外

建

物
1，42014298531401721，234307394，793専 任 救 助 隊 員

出

場

人

員

6915兼 任 救 助 隊 員
2，6171641，39041331511，005722，0217，494消 防 隊 員
55552549231247571122412，062救 急 隊 員
113164299423消 防 団 員
4，7053582，92595853762，8251183，30014，787計
2052754621587416255451，877専 任 救 助 隊 員

活

動

人

員

兼 任 救 助 隊 員
1578379121260250203131，211消 防 隊 員
69318911916015456救 急 隊 員

61521消 防 団 員
4310381，1144417156832458883，565計
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加加加加加 気象警報等及び非常配備の発令状況 加加加加加

月別気象警報等発表状況（発表回数／仙台管区気象台調べ） （平成２９年中）

仙台市西部

合計12月11月10月９月８月７月６月５月４月３月２月１月区　分
0            暴 風 特 別 警 報
0            暴風雪特別警報
0            大雨特別警報
0            波浪特別警報
0000000000000月　 計
3  11    1   暴 風 警 報
0            暴 風 雪 警 報
3  111       大 雨 警 報
0            波 浪 警 報
1  1         洪 水 警 報
7003210001000月 計
262142  124253強 風 注 意 報
14      1355  乾 燥 注 意 報
40214200259753月 計

合計12月11月10月９月８月７月６月５月４月３月２月１月区　分
0暴 風 特 別 警 報
0暴風雪特別警報
0大雨特別警報
0波浪特別警報
0000000000000月　 計
183122  112141暴 風 警 報
31         2 暴 風 雪 警 報
2  11        大 雨 警 報
2  11        波 浪 警 報
2  11        洪 水 警 報
27415500112161月 計
751118521751111211強 風 注 意 報
3863    237467乾 燥 注 意 報
1131748521981851818月 計

仙台市東部

月別非常配備発令状況 （平成２９年中）

合計１２月１１月１０月９月８月７月６月５月４月３月２月１月区分
0第一警防態勢警

戒
態
勢

の
強
化 11第二警防態勢

211一 次非
常
配
備

211二 次
0三 次
0四 次
5001110011000月 計
0    1 1    準 備水

防 2  11        出 場
0000000000000月 計

合計１２月１１月１０月９月８月７月６月５月４月３月２月１月区　分
0            大津波警報
0            津 波 警 報
0            津波注意報

000000000000月　 計

月別津波警報等発表状況（宮城県） （平成２９年中）
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主な装備
ＪＡ１１９ＴＪＡ１１９Ｊ国籍・登録記号

ベル式４１２ＥＰ型型　　　　　　　式
けやきせんだい機　　　　　　　名

272㎏吊 り 上 げ 能 力救 助 用
ウ イ ン チ 装 置
（ ホ イ ス ト ） 76ｍ長 さ

４名同時降下可能隊員降下装置（リペリングキット）
2，041㎏吊 り 下 げ 能 力カ ー ゴ フ ッ ク

タンク1，420ℓ／バケット1，000ℓ消 火 タ ン ク ／ バ ケ ッ ト
850Ｗ出 力機 外 拡 声 装 置
○Ｅ Ｍ Ｓ キ ッ ト

1，600Ｗ（3，000万カンデラ）光 度サ ー チ ラ イ ト
約50㎞伝送距離（1，000ft）Ｔ Ｖ 電 送 装 置

（昇降式アンテナ） 防振装置付赤外線／可視カメラ
○Ｇ Ｐ Ｓ ／ Ｍ Ａ Ｐ 装 置
○オ ー ト パ イ ロ ッ ト

加加加加加 消防ヘリコプター及び離着陸場等の概要 加加加加加

消防ヘリコプターの諸元
ＪＡ１１９ＴＪＡ１１９Ｊ国 籍 ・ 登 録 記 号

ベル式４１２ＥＰ型型 式
けやきせんだい機 名

17．10ｍ全長（回転翼を含む）
3．07ｍ全 幅
4．66ｍ全高（尾部回転翼を含む）
14．00ｍ主 回 転 翼 直 径
5，398kg最 大 全 備 重 量

3時間20分・656km最 大 航 続 時 間・距 離
15名（操縦士含む）最 大 搭 乗 人 員

ヘリコプター離着陸場一覧　（仙台市及び付近） （平成３０年４月１日現在）

備　考使用目的所　在　地名　　　称記号№
若林区霞の目1丁目陸上自衛隊  霞目飛行場AP-11

ヘリベース名取市下増田字南原仙台空港AP-22
（注）　緊急時に使用する場合，管理者等との調整が必要。

飛行場

非公共用ヘリポート

公共用ヘリポート 

該当なし

備　考使用目的所　在　地名　　　称記号№
　災害青葉区本町３丁目３－１仙台合同庁舎東北地方整備局ヘリポートHP-11
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飛行場外離着陸場適地一覧表（４５ヶ所）

備　考使用目的所在地名称記号№
救急青葉区大倉字斎野神定　義Ａ－１１
救急青葉区大倉字墓前１大倉小学校Ａ－２２
救急青葉区作並字長原２３原野長原空地Ａ－３３
救急青葉区作並字北子原６作並小学校Ａ－４４
救急青葉区新川字北野尻３４作並小学校　新川分校Ａ－５５
救急青葉区新川字八森４８奥新川空地Ａ－６６
救急青葉区熊ヶ根字町１熊ヶ根コミュニティー広場Ａ－７７
救急青葉区大倉字細田１６－１東北福祉大学野球場Ａ－８８
救急青葉区芋沢字田尻９３－１西川前集会場Ａ－９９
救急青葉区芋沢字畑前北１０青野木滑空場Ａ－１０１０

フォワードベース（５機）災害青葉区上愛子字松原３９－１宮城広瀬総合運動場Ａ－１１１１
病院青葉区星陵町１－１東北大学病院　屋上　Ａ－１２１２
病院青葉区台原４丁目３－２１東北労災病院　屋上　Ａ－１３１３
病院青葉区落合４丁目３－１７宮城県立こども病院　屋上Ａ－１４１４

フォワードベース（３機）災害青葉区花壇１－１評定河原公園Ａ－１５１５
救急青葉区荒巻字三居沢広瀬川　牛越緑地Ａ－１６１６

フォワードベース（２機）災害青葉区川内中ノ瀬町広瀬川　仲ノ瀬緑地Ａ－１７１７
訓練青葉区大倉字佐井利大倉訓練場Ａ－１８１８

フォワードベース（７機）救急　災害宮城野区宮城野２丁目１１宮城野原公園陸上競技場Ｍ－１１９
病院宮城野区鶴ヶ谷５丁目２２－１仙台オープン病院　屋上Ｍ－２２０
救急宮城野区岩切字土手外東七北田川　岩切緑地Ｍ－３２１
救急宮城野区幸町４丁目７－１宮城県消防学校Ｍ－４２２
病院宮城野区宮城野２丁目１１－６仙台医療センター　Ｍ－５２３

フォワードベース（１０機）災害若林区若林７丁目地先広瀬川　中河原緑地Ｗ－１２４
救急　訓練若林区荒浜字今切２９－２荒浜訓練場（深沼場外）Ｗ－２２５
救急太白区秋保町馬場字本小屋秋保ビジターセンター東側空地Ｔ－１２６
救急太白区秋保町馬場字大滝５－３大滝レストハウス前駐車場Ｔ－２２７
救急太白区秋保町馬場字竹林４５馬場グラウンドＴ－３２８
救急太白区秋保町長袋字大原１６０－２長袋グラウンドＴ－４２９
救急太白区秋保町湯向２９－３湯元小学校Ｔ－５３０
救急太白区坪沼字長田中９－１坪沼小学校(跡地)Ｔ－６３１
救急太白区茂庭字合ノ沢南３１生出小学校　赤石分校Ｔ－７３２

フォワードベース（５機）救急　災害太白区山田北前町１０鈎取野球場Ｔ－８３３
救急太白区八木山本町２丁目１１東北郵政研修センターＴ－９３４
救急太白区向山４丁目広瀬川　愛宕緑地Ｔ－１０３５
病院太白区あすと長町１丁目１番地仙台市立病院　屋上Ｔ－１１３６
救急　訓練泉区福岡字獄山１４－２スプリングバレー訓練場Ｉ－１３７
救急泉区福岡字岳山地内泉ヶ岳駐車場Ｉ－２３８
救急泉区福岡字上鼬原１２－９スパ泉ヶ岳駐車場Ｉ－３３９
救急泉区福岡字堰添１０福岡小学校Ｉ－４４０
救急泉区根白石字東鹿野５４根白石中学校Ｉ－５４１

フォワードベース（６機）救急　災害泉区七北田字欠下七北田公園野球場Ｉ－６４２
訓練泉区福岡字蒜但木向１－１泉福岡訓練場Ｉ－７４３
救急黒川郡大和町宮床字摺萩宮床ダム下流公園サブロ広場Ｘ－１４４
訓練富谷市石積堀田地内石積訓練場Ｘ－２４５

※　ヘリベース
　　・仙台市消防受援計画におけるヘリコプター集結場所およびヘリコプター災害活動拠点（給油施設あり）
※　フォワードベース
　　・仙台市受援計画において各区毎に設定されたヘリコプター災害活動拠点（給油施設なし）
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災害種別出場状況
合計12月11月10月9月8月7月6月5月4月3月2月1月
4112建 物

火
　
　
　
　
災

121623林 野
車 両
船 舶
航 空 機

11石油コンビナート
3111そ の 他
2011173151計

火 災

救
　
　
　
　
助

8212111水 難
自 然 災 害

41111山 岳
211一 般 救 助
11交 通 救 助

そ の 他
152113112112計

火 災

救
　
　
　
　
　
　
　
　
急

自 然
水 難

11交 通
労 働 災 害
運 動 競 技

3111一 般 負 傷
加 害
自 損 行 為

41111急 病
6111111転 院 搬 送
11医 師 搬 送

資機材輸送
11そ の 他
161221221212計

水 害

自
　
然
　
災
　
害

地 震
崖 崩 れ
雪 害
陥 没
津 波
高 潮
風 害
自然その他

計
危 漏

そ
　
　
の
　
　
他

22誤 報
偽 報
破 裂

11ガ ス 漏 れ
211そ の 他
51211計
561525263105575合 計

（平成２９年中）
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加加加加加 昭和２３年以降の火災の状況 加加加加加

※　ぼや，爆発は平成７年から

昭和２３年以降の火災件数及び損害状況

損害額

（千円）

焼損面積死傷者火　　災　　件　　数

区　分 林　野
（ａ）

建　物
（㎡）

負

傷

者

死
　

者

そ

の

他

船
　

舶

林
　

野

車
　

両

建　　　　　　物合

計

爆

発

ぼ

や

部
分
焼

半

焼

全

焼
172，82925，6182210136143596昭和23年
98，65814，94571236470923135昭和25年
145，2645013，24633132218130936227昭和30年
127，93283510，937415516281741543317昭和35年
238，03050615，0623828720351651956382昭和40年
346，84584413，433299532720176962347昭和45年
518，3753410，478417224101471961263昭和50年
567，617178，39545351324154848288昭和55年
616，002657，723346554301461542292昭和60年
518，6944116，9325591239361711143393昭和63年
287，096475，5124391055291831145378平成元年
363，9241305，54759131317382062034436平成２年
586，0311，6487，1215481416442322036479平成３年
754，141717，25851151194382471437459平成４年
827，3398548，487621815811372062150483平成５年
935，91145111，188611920012542081664554平成６年
679，573927，9574961315571129511746437平成７年
804，525665，11258131518532157861342512平成８年
663，1774，2025，66746141309622119611533431平成９年
463，707155，7647014792542167681433419平成10年
363，99123，6876014971542212445826350平成11年
407，0371054，88757151214531142441233410平成12年
501，95766，2555814111442162511637423平成13年
725，6692346，3316611131550157491728437平成14年
329，936243，9115171033421192662226455平成15年
363，578734，29861131188391187641033460平成16年
626，8005，926631192431176581524409平成17年
309，048443，500611377114514946820356平成18年
316，145144，25362147144315738826347平成19年
541，44366，173102158843915745528366平成20年
234，892143，3995591152331162431223391平成21年
203，907533，518521588422185341019362平成22年
1，510，2503221，2195313107124118947626419平成23年
191，0573，3957313793016928621333平成24年
912，5187，0754699033113421920308平成25年
306，38673，631511790130115235619334平成26年
178，25982，51743810023011428317294平成27年
171，6272，881465762510821713250平成28年
197，855552，0503810920534011219612280平成29年
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昭和２３年以降の原因別火災発生状況
合

計

不

明

そ
の
他

（
排
気
管
・
内
燃

機
関
・
衝
突
等
）

車

両

こ
た
つ

電
気
関
係

取

灰

ラ
イ
タ
ー

マ
ッ
チ

ス
ト
ー
ブ

風
呂
か
ま
ど

煙

突

（
疑
い
含
む
）

放

火

こ
ん
ろ

た
き
火

火
あ
そ
び

た
ば
こ

区　分

96－－－－－－－－－－－－－－昭和23年

135132216187127564511昭和25年

22786262621327173291915昭和30年

317389273253138203962925昭和35年

38244417235071130531824133553昭和40年

3472036982991618641825183740昭和45年

26345191841519532224121130昭和50年

288283444262814325826101626昭和55年

2922524135152720234542171836昭和60年

3933238192211626146647283756昭和63年

378455214120322547463162435平成元年

436326718181518209860193248平成2年

4794850213108321015147182754平成3年

459374619122428914946183851平成4年

4833261161131821712263313077平成5年

55452782012113281314952293662平成6年

437357723154411515220202249平成7年

512598819921124413757132861平成8年

431466727282914410745132247平成9年

4193160231332102851155051541平成10年

35028452112625133815752043平成11年

41027482113091541105871763平成12年

42326531923311017211464131653平成13年

437255719　22　71631425842460平成14年

409396111　20161221196382740平成15年

4213873623562361007081647平成16年

4093850513012021407011239平成17年

356266710126418281634945平成18年

3471957113616211784911849平成19年

3662860101345132826991043平成20年

39120508224194157542843平成21年

36224567139121221214511131平成22年

41929７５10168722４995111339平成23年

33314349792519284461632平成24年

3084669562411460413246平成25年

33457310551417581343442平成26年

2945658402215363403642平成27年

2501649392416546291430平成28年

28077011149197167262524平成29年
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加加加加加 救 急 隊 数 の 推 移 加加加加加
配　置　署　所　等救急隊数年配　置　署　所　等救急隊数年

岩切，国見（青葉署１隊配置換え），熊ケ根168警防課1昭和36
高砂1711北・南署239
荒浜1813東署340
長町1914南小泉445
救急ステーション（２隊），根白石2217片平547
南光台・加茂廃止，荒巻・鶴谷・八乙女2322原町660
荒浜（救急ステーションにて運用）2323宮城町合併762
荒浜廃止，救急ステーション１隊増隊2324泉市，秋保町合併1163
八木山2425区政施行太白署12平成元
移転に伴い救急ステーション１隊減隊，片平１隊増隊2426南小泉廃止，河原町124
六郷2529青葉署１隊増隊135
青葉１隊増隊2630中田147

加加加加加 救 急 医 療 体 制 加加加加加
初期救急医療機関 （平成３０年４月１日現在）

設置医　　　療　　　機　　　関　　　名
仙台市仙台市急患センター
仙台市仙台市北部急患診療所
仙台市仙台市夜間休日こども急病診療所
委員会泉地区休日診療所
法人社仙台歯科医師会在宅訪問・障害者・休日夜間歯科診療所

二次救急医療機関 （平成３０年４月１日現在）

医 療 機 関 数 等実　　　施　　　体　　　制
仙台市内２４医療機関救急告示医療機関（３次除く）
当番病院（仙台市内９病院）

病院群当番制事業における参加病院
協力病院（仙台市内１２病院）
仙台市内６医療機関小児科病院群輪番制

三次救急医療機関 （平成３０年４月１日現在）

24時間体制（40床）仙台市立病院救命救急センター
24時間体制（18床）仙台医療センター救命救急センター
24時間体制（20床）東北大学病院高度救命救急センター

救急告示医療機関数 （平成３０年４月１日現在）

医療機関行 政 区署　　　　　別
8青 葉 区青 葉 ・ 宮 城 消 防 署
7宮城野区宮 城 野 消 防 署
2若 林 区若 林 消 防 署
4太 白 区太 白 消 防 署
6泉 区泉 消 防 署
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加加加加加 救 急 活 動 状 況 加加加加加

事故種別出場件数及び搬送人員

出場件数増減
平　成　２８　年平　成　２９　年

区　　　　　分
搬 送 人 員出 場 件 数搬 送 人 員出 場 件 数

1，45342，70148，36344，12349，816合　　　　　計

274015337180火 災

411141218自 然 災 害

－4214210水 難

1123，0943，2913，1853，403交 通

－54315329257275労 働 災 害

10257259271269運 動 競 技

2795，4236，0855，7386，364一 般 負 傷

－21202272189251加 害

－45360540326495自 損 行 為

1，17627，50231，07428，64932，250急 病

－315，4955，5035，4575，472転 院 搬 送

そ の 他
20002医 師 搬 送

－14026012資器材搬送

1208030815そ の 他

+3．2+0．6+3．3+3．0対 前 年 比（％）

曜日別事故種別出場件数 （平成２９年中）

合　計土曜日金曜日木曜日水曜日火曜日月曜日日曜日区　　　分

49，8167，0397，2896，9386，9537，0917，4827，024合 計

32，2504，6264，5094，3904，4344，4524，9084，931急 病

6，3641，006921848901899815974一 般 負 傷

5，472561974873815916963370転 院

3，403451579514467510508374交 通

2，327395306313336314288375そ の 他

行政区別出場件数及び搬送人員 （平成２９年中）

一万人あたりの出場件数人　　　口搬　送　人　員出　場　件　数区　　　分

562291，11013，98016，372青 葉 区

476189，0117，9949，003宮 城 野 区

447134，6495，3986，022若 林 区

456228，0749，37210，397太 白 区

373213，7587，3367，978泉 区

4711，056，60244，08049，772全 市

※　人口については平成30年4月1日の住民基本台帳の数値。市外の出場件数44件,搬送人員43人は含めず。
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時間帯別事故種別出場件数 （平成２９年中）

合　計その他交通転院一般負傷急病時間合　計その他交通転院一般負傷急病時間

5，5792243121，1747533，11612～142，645202115992991，930０～２

5，1311973748457342，98114～161，93014153491941，493２～４

5，1302534677567112，94316～181，88510886441731，474４～６

5，0282094423336873，35718～203，324112296713762，469６～８

4，4172062931995483，17120～225，3372024275166753，517８～10

3，5152201851754342，50122～245，8952533531，2117803，29810～12

49，8162，3273，4035，4726，36432，250計

年令区分別事故種別搬送人員 （平成２９年中）

合 計高 齢 者成 人少 年乳 幼 児新 生 児区　　分

28，64916，04910，4917081，38516急 病

5，7383，5271，4482445181一 般

5，4573，3701，8129013550転 院

3，1855382，196345106交 通

1，0941407571952そ の 他

44，12323，62416，7041，5822，14667計

発生場所別搬送人員 （平成２９年中）

合 計そ の 他道 路仕 事 場公衆出入場所住 宅区　　分

28，649731，1356016，73020，110急 病

5，738128925511，5203，114一 般 負 傷

3，185143，04849326交 通

6，55126821665，843434そ の 他

44，1232415，19082214，18623，684計

居住地別事故種別搬送人員 （平成２９年中）

合 計そ の 他交 通一 般 負 傷急 病区　　分

40，1505，5212，6785，25526，696市 内

3，8941，0234994731，899市 外

79781054そ の 他

44，1236，5513，1855，73828，649計
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医療機関別搬送人員
合　　計そ の 他交　　通一般負傷急　　病区　　　　　　　分

9，0031，6754879585，883国　　　　立救
急
告
示
病
医
院

市

内

5，0869563777323，021公　　　　立

2，6995791653901，565公　　　　的

24，1422，9521，9813，42315，786病 院
私 的

81430診 療 所

851251355国　　　　立そ
の
他
の
病
医
院
等

2031119182公　　　　立

596154122419公　　　　的

72780729611病 院
私 的

1，01423118118755診 療 所

20002そ の 他 の 場 所

21001国　　　　立病

医

院

等

市

外

16345111106公　　　　立

38109613公　　　　的

317571321226病 院
私 的

3536224診 療 所

321そ の 他 の 場 所

44，1236，5513，1855，73828，649合　　　　　計

東北自動車道における救急応援実施状況

事　　　故　　　種　　　別
合 計区 分

そ の 他一 般 負 傷交 通急 病

41661586出 場 件 数

01631579搬 送 人 員

（平成２９年中）

（平成２９年中）
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救急隊別活動状況 （平成２９年中）

八乙女泉秋保八木山中田長町太白六郷河原町若林原町区　　分

2，7482，1415131，3691，8132，4121，8578522，3312，7012，865救急出場件数

2，4861，9974721，2621，6872，1631，7077692，0892，4682，510搬送人員数

鶴谷岩切高砂宮城野荒巻片平２片平１国見青葉高度処置救急ST区　　分

2，6501，4061，9941，7752，3742，7962，8312，2533，4735432，333救急出場件数

2，4361，2941，7561，6002，1662，2652，4221，9482，94702，172搬送人員数

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000 3,500 

救急出場件数 搬送人員数 

救急 ST

高度処置

青葉

国見

片平 1

片平 2

荒巻

宮城野

高砂

岩切

鶴谷

原町

若林

河原町

六郷

太白

長町

中田

八木山

秋保

泉

八乙女

根白石

宮城

熊ヶ根

航空隊

合計航空隊熊ヶ根宮城根白石区　　分

49，816164971，6741，599救急出場件数

44，123144631，5131，517搬送人員数
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加加加加加 搬送者に対する応急処置実施状況 加加加加加

救急救命士による救急救命処置実施状況
（平成２６年中）件　　数区　　　　　分

48食道閉鎖式エアウエイ等による気道確保

18気 管 挿 管 に よ る 気 道 確 保

290心肺停止傷病者に対する静脈路確保及び輸液

56心肺停止前傷病者に対する静脈路確保及び輸液

121薬 剤（ ア ド レ ナ リ ン 製 剤 ）投 与

41薬 剤 （ ブ ド ウ 糖 溶 液 ） 投 与

159血 糖 測 定

93自 動 体 外 式 除 細 動 器 に よ る 除 細 動

※　本頁については，一人の傷病者について，複数の応急処置を行った場合は，それぞれの処置の件数を記載している。
※　心肺停止前傷病者に対する静脈路確保及び輸液，薬剤（ブドウ糖溶液）投与及び血糖測定については平成２６年９月
より処置開始

（平成２９年中）

救急Ⅱ課程修了者による拡大応急処置実施状況 （平成２９年中）

合　　計そ の 他一般負傷交　　通急　　病事　　故　　種　　別

1010経鼻エアウエイによる気道確保

431825喉頭鏡・鉗子類による気道確保

413在 宅 療 法 の 継 続

41，4696，1985，2783，06726，926血 圧 測 定

3，1892462232492，471聴診器による心音・呼吸音の聴取

43，0206，4105，5963，11927，895血 中 酸 素 飽 和 度 の 測 定

104410387自動式心マッサージ器の使用

16，4371，80971123013，687心 電 図 に よ る 観 察

全救急隊員による応急処置実施状況 （平成２９年中）

合　　計そ の 他一般負傷交 通急 病事　故　種　別

44，0196，5205，7103，17528，614応 急 処 置 対 象 人 員

1，146110627176233止 血

1，67220542995979固 定

89106469人 工 呼 吸

841684218713心 肺 蘇 生

6，7401，5042201174，899酸 素 吸 入

687523712586気 道 確 保

665767434481保 温

2，6672471，597643180被 覆

105，64714，76011，9736，70272，212そ の 他
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加加加加加 指 令 業 務 の 状 況 加加加加加

１１９番等月別受付状況 （平成２９年中）

通
報
訓
練

そ

の

他

ま
ち
が
い

い
た
ず
ら

問
い
合
わ
せ

試

験

署
所
訓
練

そ
の
他
の
災
害

救

助

救

急

火

災

月

計

区

分
3526316816337113601024，642185，808

１
014510114526630101，84432，508

511871444122814501554，191275，034
２

688821912530411，64131，972

58301157107281190533104，594385，774
３

10181887818390301，84732，402

432931533025418086444，564435，636
４

41458721127180111，762152，181

534421675531013723784，361305，602
５

22381064322310211，83282，456

9737618956208145131724，297195，419
６

1620712242143130111，81832，366

644661766129011932374，933276，169
７

12421074520850102，06842，681

3753115991266106102654，804246，059
８

52531005518345902，07182，693

983671785021012032144，447195，517
９

111621212712680001，87322，330

18441216353203123263544，806106，019
１０

18201984412740111，97212，467

2182981595021211831544，462185，557
１１

181471094011940101，86172，306

993531785426711321325，127226，230
１２

111851194116260402，09062，624

1，0374，2891，9918113，1001，632753095755，22829568，824
合計

1022，1941，2406001，99278528522，6796328，986

各種出場指令 （平成２９年中）

（上段：受付件数　下段：携帯電話受付件数内数）

合　　計NBC爆発調査警戒自然災害救助救急火災指 令 種 別

51，1782090533413147549，025306件 数
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加加加加加 発足（昭和３６年）以降の救急発生状況 加加加加加
搬送人員数そ の 他一 般 負 傷交 通急 病出 場 件 数年

２３１９７２８１２８９１３４４昭和３６

１，４０７３５９１５３６４８４５０１，６１０４０

２，９８３５７７２９３１，３４３１，１０６３，３１９４５

５，８２１１，０４５７１９１，７３１３，０４８６，５４３５０

７，０５２１，９３６７５４１，８２６３，４８３７，９９９５５

９，４２２２，４３２１，０５３２，４６９４，５７４１０，５２８６０

１３，１０４３，１９８１，３１３３，２５４６，５７１１４，３３６６３

１４，５６０３，４２７１，４７３３，７５３６，９６４１５，６１７平成元年

１５，５３２３，５９７１，５６３３，９６２７，５３３１６，６５５２

１６，３４６３，６２８１，７１７３，８８８８，０２０１７，２５３３

１６，９５９３，７５２１，７４８４，００４８，３１３１７，８１７４

１７，６４５４，０３７１，７８６４，０５５８，８５３１８，７３１５

１８，４７５４，２１６１，８６９３，９１７９，６８３１９，６８５６

１９，８７３４，２００２，０６５４，２５５１０，４９９２１，０１９７

２１，０８５４，６４６２，３１３３，９６１１１，５２５２２，４４５８

２１，８２１４，６７７２，５０３３，９５８１２，０９８２３，２３６９

２３，５７３５，４２９２，７６２４，０３３１３，１１９２５，３４３１０

２５，４５１６，００８２，８６３４，２３２１４，４６６２７，５６９１１

２７，６６５６，７５８３，１４５４，４８１１５，５１８２９，９０２１２

２９，５６５７，０１９３，７８３４，４３０１６，８８０３２，１１２１３

３０，９７３７，２２９３，６９２４，５０１１７，９８９３３，４１１１４

３２，６８９７，６９４３，８８３４，４０６１９，４５４３５，４３７１５

３４，２０８８，２４１４，２４７４，４７６２０，２６０３７，２２４１６

３５，７０６８，１９１４，４６７４，４５４２２，０８１３９，１９３１７

３５，００３８，２１２４，５７９４，１８２２１，８１４３８，７８７１８

３５，５４８８，２４１４，３５７４，０２２２２，８４４３９，４６４１９

３３，４１５７，６６４４，３８９３，７９３２１，６６６３７，５１２２０

３３，１４０７，４０１４，４９３３，７５１２２，２１８３７，８６３２１

３６，３１２８，２５３４，９９２３，９６８２４，８３９４２，０５２２２

４０，０８６８，９７２５，４７５４，０５４２７，８９３４６，３９４２３

38，6888，1715，8104，00627，23945，22624

39，5118，0605，7913，78128，03945，67125

40，8138，2396，0343，71529，19647，18426

41，3718，2655，8923，63030，27848，06527

42，7017，9136，0853，29131，07448，36328

44，1237，7996，3643，40332，25049，81629
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加加加加加 政令防火対象物の状況 加加加加加

中高層建築物の状況 （平成３０年４月１日現在）

　
　
階

37　
　
階

33　
　
階

32　
　
階

31　
　
階

30　
　
階

29　
　
階

28　
　
階

26　
　
階

24　
　
階

23　
　
階

22　
　
階

21　
　
階

20　
　
階

19　
　
階

18　
　
階

17　
　
階

16　
　
階

15　
　
階

14　
　
階

13　
　
階

12　
　
階

11　
　
階

109
　
階

8
　
階

7
　
階

6
　
階

5
　
階

4
　
階

合計区　　　分

12142422542497810357159991371924133165126398791，7312，6947，898合計

145劇 場 等イ
敢

223613公 会 堂 等ロ
11キャバレー等イ

柑
245516遊 技 場 等ロ

０性風俗店等ハ
1113個室ビデオ店等ニ

０待 合 等イ
桓

14213222769飲 食 店ロ
314102745百 貨 店 等棺

11135411121011122710108旅 館 等イ
款

1223123212543535412480961292631602123414089491，2894，144共同住宅等ロ
2413161238避難のために患者の

介助が必要な病院イ敢

歓

22避難のために患者の
介助が必要な有床診療所イ柑

133613敢を除く病院，柑を除く
有床診療所，有床助産所イ桓

123814無 床 診 療 所 ，
無 床 助 産 所イ棺

111144142854老人福祉施設等ロ敢
０救 護 施 設ロ柑
０乳 児 院ロ桓
０障害児入所施設ロ棺
1障害者支援施設ロ款

1348デイサービスセンター等ハ敢
０更 生 施 設ハ柑

11助産施設　保育所等ハ桓
11児童発達支援センター等ハ棺

212身体障害者福祉センター等ハ款
11幼 稚 園 等ニ

111115821203357187336小中高学校等汗

123図 書 館 等漢

22蒸気浴場等イ
澗

０イ以外のものロ
11停 車 場 等潅

1112813神 社 等環

111182335工 場 等イ
甘

11テレビスタジオロ
310122954車 庫 等イ

監
０格 納 庫ロ

239234683倉 庫看

1112191682541756085107218641前 各 号 以 外竿

1112112114331139192571701271011882824021，329複合（特　定）イ
管

111158233820449295181342861複合（非特定）ロ
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消防用設備等設置状況 （平成３０年４月１日現在）

連
結
送
水
管

連
結
散
水
設
備

避
難
器
具

ガ
ス
漏
れ
火
災

警
報
設
備

自
動
火
災

報
知
設
備

動
力
消
防

ポ
ン
プ
設
備

屋
外
消
火
栓

設

備

水
噴
霧
消
火

設

備

等

ス
プ
リ
ン
ク
ラ
ー

設

備

屋
内
消
火
栓

設

備

区　　分

2，7781855，7879515，772141131，5651，0324，472合　　計

47526241217劇 場 等イ
敢

338220915453公 会 堂 等ロ
11キャバレー等イ

柑
5172688622遊 技 場 等ロ

性風俗店等ハ
17191個室ビデオ店等ニ

242待 合 等イ
桓

7158275119飲 食 店ロ
758473916579121百 貨 店 等棺

644809239192876旅 館 等イ
款

1，589142，7825，57011312481616共同住宅等ロ
16136995292923避難のために患者の

介助が必要な病院イ敢

歓

81884避難の た め に 患 者 の
介助が必要な有床診療所イ柑

612546251119敢を除く病院，柑を除く
有床診療所，有床助産所イ桓

1311508無 床 診 療 所 ，
無 床 助 産 所イ棺

131422349330913老人福祉施設等ロ敢
233救 護 施 設ロ柑
111乳 児 院ロ桓
276障害児入所施設ロ棺
2351336障害者支援施設ロ款

13514126デイサービスセンター等ハ敢
2更 生 施 設ハ柑

391417助産施設　保育所等ハ桓
37児童発達支援センター等ハ棺
1412512身体障害者福祉センター等ハ款
52139226幼 稚 園 等ニ

10231382293810237660小中高学校等汗

14918210図 書 館 等漢

4811蒸気浴場等イ
澗

1イ以外のものロ
116411635停 車 場 等潅

2325782134神 社 等環

3117722323491260工 場 等イ
甘

11テレビスタジオロ
1522258694車 庫 等イ

監
43格 納 庫ロ

18251，20275184443倉 庫看

2587841831，1711522731452前 各 号 以 外竿

430201001522，09433222192360複合（特　定）イ
管

220946017804846176複合（非特定）ロ
1311文 化 財 等簡

11ア ー ケ ー ド緩
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加加加加加 予防関係事務処理状況 加加加加加

各種届出等事務処理状況 （平成２９年度中）

宮　城泉太　白若　林宮城野青　葉件　数届　出　等　の　種　別

6112，0392，3821，5982，6386，46615，734合　　　　　　　　　計
1144844823246211，1323，157防火管理者選任（解任）届出
1405885503756381，3493，640消防計画作成（変更）届出（防火管理）
326292246215341統括防火管理者選任（解任）届出
732313348356507全体についての防火管理に係る消防計画作成（変更）届出
21110641381451自衛消防組織設置（変更）届出
23331639284377防災管理者選任（解任）届出
26501336187294消防計画作成（変更）届出（防災管理）
112411423統括防災管理者選任（解任）届出
123423547全体についての防災管理に係る消防計画作成（変更）届出
105262405552271圧縮アセチレンガス等貯蔵取扱いの開始（廃止）届出
20160187145179181872防火対象物使用開始届出
752392802334161，3402，583防火対象物変更届出
72723282929143炉，かまど，ボイラー等設置（変更）届出
1954624876102361燃料電池，発電，変電，蓄電池設置（変更）届出

0ネオン管灯設備設置（変更）届出
0水素ガス充てん気球設置（変更）届出

14017327766119193968火災とまぎらわしい煙などの届出
11511826煙火打ち上げ・仕掛け届出
3731225582催物開催届出
1671855663154445露店等の開設届出
7122015271394少量危険物貯蔵取扱い届出
5811462761少量危険物貯蔵取扱い変更届出
1315517183098少量危険物貯蔵取扱い廃止届出

821014135指定可燃物貯蔵取扱い届出
1348指定可燃物貯蔵取扱い変更届出

415指定可燃物貯蔵取扱い廃止届出
4515372559防火対象物点検に係る特例認定申請

1233844防災管理点検に係る特例認定申請
2388443102197466喫煙等承認申請

1031671639163劇場等の客席に係る承認申請
　2537421旅館，ホテル等適合通知書交付申請
163331142592旅行業者等への回答書交付申請

消防用設備等着工届出等処理状況 （平成２９年度中）

検

査

済

証

交

付

設

置

届

出

着　　　　　工　　　　　届　　　　　出
区

分

必
要
と
さ
れ
る
防
火
安
全

性
能
を
有
す
る
消
防
の

用
に
供
す
る
設
備
等

特
殊
消
防
用
設
備
等

緩

降

機

救

助

袋

金
属
製
避
難
は
し
ご

（

固

定

式

）

ガ
ス
漏
れ
火
災

警

報

設

備

消
防
機
関
へ
通
報
す
る

火
災
報
知
設
備

自
動
火
災
報
知
設
備

屋
外
消
火
栓
設
備

粉
末
消
火
設
備

ハ
ロ
ゲ
ン
化
物

消

火

設

備

不

活

性

ガ

ス

消

火

設

備

泡

消

火

設

備

水
噴
霧
消
火
設
備

ス
プ
リ
ン
ク
ラ
ー

設

備

屋
内
消
火
栓
設
備

合

計
5072，545820211491319871911277880219641，472合　計
1181，10713101127330267944512624533青　葉
107419123173211065233015235宮城野
8826991113261182511412202若　林
90332154128359923111248222太　白
93318243548107141193215泉
11100911271816265宮　城
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加加加加加 危 険 物 施 設 の 状 況 加加加加加

危険物保安監督者選任状況 （平成３０年４月１日現在）

取　　扱　　所貯　　　蔵　　　所製

造

所

合

計

区

分

移
送
取
扱
所

一
般
取
扱
所

販
売
取
扱
所

給
油
取
扱
所

屋
外
貯
蔵
所

簡
易
タ
ン
ク
貯
蔵
所

地
下
タ
ン
ク
貯
蔵
所

屋
内
タ
ン
ク
貯
蔵
所

屋
外
タ
ン
ク
貯
蔵
所

屋
内
貯
蔵
所

21255330283711752429936合 計

933393185青 葉

25311152711201106417宮 城 野

181462181456146若 林

19492271291太 白

136227416104泉

1325143017393宮 城

予防規程認可状況 （平成３０年４月１日現在）

取　　　扱　　　所貯　　　蔵　　　所製

造

所

合

計

区

分

移
送
取
扱
所

一
般
取
扱
所

給
油
取
扱
所

屋
外
貯
蔵
所

屋
外
タ
ン
ク
貯
蔵
所

屋
内
貯
蔵
所

27920018428376合 計

52934青 葉

23144716154宮 城 野

103011143若 林

143852太 白

1041152泉

91812241宮 城
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加加加加加 危険物関係事務処理状況 加加加加加

危険物関係申請・届出状況 （平成２９年度中）

宮　城泉太　白若　林宮城野青　葉局合　計区 分

35683749115301，４４６1，７８０合 計

201201仮貯蔵（仮取扱）承認申請

2727設 置 許 可 申 請

203203変 更 許 可 申 請

119119仮 使 用 承 認 申 請

3232設 置 完 成 検 査 申 請

１９３１９３変 更 完 成 検 査 申 請

2424水 張 検 査 申 請前

検

査

完

成

検

査

1313水 圧 検 査 申 請

0基礎･地盤検査申請

66溶接部検査申請

1616予 防 規 程 認 可 申 請

88保 安 検 査 申 請

1818許 可 証 再 交 付 申 請

3333譲 渡 引 渡 届 出

3131品名･数量･倍数変更届出

71057211238100廃 止 届 出

1724161955643180保安監督者選解任届出

1212災 害 発 生 届 出

10341623391182215名 称 等 変 更 届 出

275275軽 微 な 変 更 事 項 届 出

2222火 気 使 用 工 事 届 出

44取 止 め 届 出

1212管 理 等 委 任 届 出

11地下貯蔵タンク等計画届出

13435そ の 他



―　　―１１４

（平成２９年度中）

（平成２９年度中）

加加加加加 火薬類取締関係事務処理状況 加加加加加

火薬類取締関係申請・届出状況

件数項　 　 目件数項　 　 目

14 定期自主検査結果報告

届

出

等

0 火薬類製造営業許可申請

申

請

等

11 火薬類製造（取扱）保安責任者等選任（解任）届0 完成検査申請

1 火薬類共同使用許可申請6 保安検査申請

0 指定保安検査機関保安検査受検届2 火薬類販売営業許可申請

1 火薬類製造報告（年報）0 火薬庫設置等許可申請

6 火薬類許可申請書等記載事項変更報告（届出）0 火薬庫完成検査

0 火薬類特定施設（火薬庫）休止届0 火薬類譲渡許可申請

2 火薬類製造（販売）営業廃止届8 火薬類譲受許可申請

2 火薬庫貯蔵火薬類等変更届0 火薬類輸入許可申請

14 火薬類出納・販売報告（年報）6 火薬類譲受・消費許可申請（煙火の消費以外）

2 火薬類安定度試験結果報告書0 火薬類消費許可申請（煙火の消費以外）

0 火薬庫継承届75 火薬類消費許可申請（煙火の消費）

2 火薬庫用途廃止届97 計

9 火薬庫外貯蔵所指示申請0 火薬類製造施設等変更許可申請
届

出

等

0 火薬類譲渡譲受許可証書換申請0 火薬類製造施設火薬庫軽微変更届出

0 火薬類譲渡譲受許可証再交付申請0 指定完成検査機関完成検査受検届出

2 火薬類消費報告0 完成検査記録届出

0 火薬類廃棄許可申請0 危害予防規程（変更）認可申請

0 火薬類譲渡・譲受許可証の返納0 危害予防規程変更届出

4 その他届出3 保安教育計画（変更）認可申請

2 定期自主検査計画（変更）届 75 計

172 合　 計

公安委員会通報・意見聴取状況

件　数項 目

９４火 薬 類 に 関 す る 通 報

9火 薬 類 に 関 す る 聴 取

１０３合　 　 計
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加加加加加 高圧ガス・液石ガス法関係事務処理状況 加加加加加

高圧ガス法関係申請・届出状況 （平成２９年度中）

件数項　 目件数項　 目

5高圧ガス製造開始

届

出

等

5高圧ガス製造許可申請

申

請

2高圧ガス製造廃止届（第一種）16高圧ガス製造施設等変更許可申請

12高圧ガス製造廃止届（第二種）13高圧ガス製造完成検査申請

1貯蔵所廃止届（第一種）3第一種貯蔵所設置許可申請

1貯蔵所廃止届（第二種）2第一種貯蔵所位置等変更許可申請

26高圧ガス販売事業所廃止届3第一種貯蔵所完成検査申請

0輸入検査受検届書の受理4保安検査申請

0輸入検査結果報告書の受理0容器検査申請

1特定高圧ガス消費届0高圧ガスの種類又は圧力変更申請

0特定高圧ガス消費者承継届0附属品検査申請

1特定高圧ガス消費施設等変更届0容器検査所登録申請

0特定高圧ガス消費廃止届3容器検査所登録更新申請

6危害予防規程届0輸入検査申請

5危害予防規程届（変更）49計

82保安統括者，販売主任者，取扱主任者等の選解任届21高圧ガス製造事業届，高圧ガス製造届

届

出

等

41保安検査受検届1製造事業承継届（第一種）

39保安検査結果報告書2製造事業承継届（第二種）

0危険時の措置の届出30高圧ガス製造施設軽微変更届

0完成検査記録届書，保安検査記録届書8高圧ガス製造施設等変更届

0特別充てん許可0第一種貯蔵所承継届

5検査主任者届3第二種貯蔵所設置届

0容器・附属品規格不適合報告1第一種貯蔵所軽微変更届

0容器検査所廃止届1第二種貯蔵所位置等変更届

0報告徴収7完成検査受検届

6事故届7完成検査結果報告

2休止届48高圧ガス販売事業届

3高圧ガス販売事業承継届 370計

3販売に係る高圧ガスの種類変更届 419合　 計
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液石ガス法関係申請・届出状況 （平成２９年度中）

件　　数項　　　　　　　　　目
1液化石油ガス販売事業登録申請

申
　
　
　
請
　
　
　
等

0液化石油ガス販売事業者登録簿謄本交付・閲覧請求
0保安機関認定申請
1一般消費者の数の増加認可申請
2保安機関認定更新申請
0液化石油ガス販売事業者認定申請
0貯蔵施設等設置許可申請
0貯蔵施設等変更許可申請
2貯蔵施設等完成検査申請
1充てん設備許可申請
1充てん設備変更許可申請
2充てん設備完成検査申請
6充てん設備保安検査申請
16計
0登録行政庁変更届

届
　
　
　
　
　
　
　
出
　
　
　
　
　
　
　
等

23液化石油ガス販売所等変更届
0液化石油ガス販売事業承継届
9業務主任者等選任届
8業務主任者等解任届
1液化石油ガス販売事業廃止届
0一般消費者等の数の減少届
0保安業務規程認可申請
1保安業務規程変更認可申請
0認定行政庁変更届
6保安機関変更届
1保安業務廃止届
0保安機関承継届
0認定液化石油ガス販売事業者状況報告
0貯蔵施設等変更届（貯蔵施設）
0貯蔵施設等変更届（特定供給設備）
0貯蔵施設等完成検査受検届（貯蔵施設）
0貯蔵施設等完成検査受検届（特定供給設備）
0貯蔵施設等完成検査結果報告書（貯蔵施設）
0貯蔵施設等完成検査結果報告書（特定供給設備）
9充てん設備変更届
0充てん設備完成検査受検届
0充てん設備完成検査結果報告
8充てん設備保安検査受検届
8充てん設備保安検査結果報告
0報告徴収
0消防長官，消防長の要請
89規則第１３２条報告（販売事業者）
83規則第１３２条報告（保安機関）
6規則第１３２条報告（充てん事業者）
42液化石油ガス設備工事届出
6特定液化石油ガス工事事業開始届
20特定液化石油ガス工事事業変更届
3特定液化石油ガス工事事業廃止届
323計
339合　　　　　計

ガス事業法届出状況 （平成２９年度中）

件　　数項　　　　　　　　　目
０ガス事業に係る報告徴収
０合　　　　　　　　　計
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加加加加加 避難所・避難場所の概要 加加加加加

各区の指定避難所一覧
【青葉区】 （平成３０年４月１日現在）

収容可能人員（人）避難場所面積
（㎡）所　　　在　　　地名　　　　称番号

避 難 所避難場所
８７１７，０００１４，０２７桜ケ丘８－１－１桜 丘 小 学 校１
１，１１３５，６００１１，３８３中山６－１６－１中 山 中 学 校２
１，１５４４，９００９，８５１中山１－６－１中 山 小 学 校３
８８９７，２００１４，４４９東勝山２－３１－１北 仙 台 中 学 校４
１，２１９４，４００８，９８０台原５－１６－１台 原 小 学 校５
１，０１４３，７００７，４０９旭ケ丘３－２７－１旭 丘 小 学 校６
８８９３，６００７，３２４荒巻神明町２１－１荒 巻 小 学 校７
１，１３６２，７００５，４０７国見２－１６－１国 見 小 学 校８
１，１１２５，０００１０，０１１三条町３－１三 条 中 学 校９
９６５１，４００２，９４９通町１－１－１通 町 小 学 校１０
１，１７２４，０００８，１３０小松島２－１－１小 松 島 小 学 校１１
１，１８１４，０００８，１０３八幡２－９－１八 幡 小 学 校１２
１，１４９２，６００５，２９６木町通１－７－３６木 町 通 小 学 校１３
１，３７６５，６００１１，３５７上杉６－７－１上 杉 山 中 学 校１４
１，１８７２，９００５，９５４東照宮１－３－１五 城 中 学 校１５
８６３１，９００３，８０８片平１－７－１片 平 丁 小 学 校１６
７７８３，４００６，８２４折立４－２－１折 立 小 学 校１７
９７５３，３００６，６０３川平３－３６－１川 平 小 学 校１８
１，００８２，２００４，４１４宮町１－２－１東 六 番 丁 小 学 校１９
９５９１，７００３，５００宮町４－４－１７北 六 番 丁 小 学 校２０
１，４０６４，８００９，６３３下愛子字二本松４０広 瀬 小 学 校２１
１，５３７１４，０００２８，０００愛子中央１－９－１広 瀬 中 学 校２２
６６６５，４００１０，９４７上愛子字白沢１４上 愛 子 小 学 校２３
６２７１，７００３，５５４作並字北子原６作 並 小 学 校２４
２８２２，０００４，０９０新川字北野尻３４作並小学校新川分校２５
３９７３，７００７，４３８大倉字墓前１大 倉 小 学 校２６
８７２２，９００５，８００芋沢字赤坂１６川 前 小 学 校２７
８７８４，３００８，７００芋沢字長坂２２大 沢 小 学 校２８
１，１３７１４，０００２８，１１２赤坂１－２－１大 沢 中 学 校２９
７７４５，５００１１，１１２吉成１－１２－２吉 成 小 学 校３０
８５２６，２００１２，４８２吉成１－１２－１吉 成 中 学 校３１
１，１０４５，７００１１，４２９南吉成５－１８－１南 吉 成 小 学 校３２
１，４２７４，７００９，５２５八幡４－１６－１第 一 中 学 校３３
１，１４６３，８００７，６４１木町通２－４－１第 二 中 学 校３４
１，２５３４，１００８，２６０栗生６－６－１栗 生 小 学 校３５
１，２１２１，８００３，７５３上杉１－１０－１上 杉 山 通 小 学 校３６
９４３３，５００７，０８２東勝山３－６－１北 仙 台 小 学 校３７
９８９１０，６００２１，２９９桜ケ丘８－２－１桜 丘 中 学 校３８
８９３２，６００５，３８０立町８－１立 町 小 学 校３９
１，４０６３，４００６，９２０五橋２－２－１五 橋 中 学 校４０
１，３９０６，３００１２，６８８台原５－１９－１台 原 中 学 校４１
１，１８７６，８００１３，７２０南吉成５－１８－２南 吉 成 中 学 校４２
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収容可能人員（人）避難場所面積
（㎡）所　　　在　　　地名　　　　称番号

避 難 所避難場所
１，１０７６，２００１２，４９６折立３－１９－１折 立 中 学 校４３
２，６１０１５，０００３０，２５５国見６－５２－１仙 台 高 等 学 校４４
２，４３０８，８００１７，６２８国見ケ丘７－１４４仙台青陵中等教育学校４５
７０７１，５００３，１５７一番町２－１－４東 二 番 丁 小 学 校４６
８０５４，３００８，７０３熊ヶ根字石積１－２広 陵 中 学 校４７
１，３４９２，７００５，５１０上愛子字新宮前１愛 子 小 学 校４８
１，５５２４，２００８，４８０錦ケ丘７－２８－１錦 ケ 丘 小 学 校４９

収容可能人員（人）避難場所面積
（㎡）所　　　在　　　地名　　　　称番号

避 難 所避難場所
７３０３，３００６，７９５幸町２－１９－１幸 町 小 学 校１
９２５１０，１００２０，２９７鶴ケ谷５－２４鶴 谷 中 学 校２
１，２９０３，４００６，８３５東仙台２－１６－１東 仙 台 中 学 校３
１，１７５２，５００５，０１５東九番丁８８－１榴 岡 小 学 校４
３，０４０１２，５００２５，１４４東宮城野３－１仙台工業高等学校５
８０１３，３００６，７４０燕沢東３－８－１燕 沢 小 学 校６
１，７２１４，０００８，１８２新田４－３０－１新 田 小 学 校７
１，４２２３，４００６，９７０岩切字今市東１－２岩 切 小 学 校８
１，３２２５，８００１１，７６８岩切字三所南２３－２岩 切 中 学 校９
１，３１９４，６００９，２９４福田町１－１１－１高 砂 小 学 校１０
１，２０２４，６００９，２０９福室５－１６－１福 室 小 学 校１１
１，０２７４，５００９，１１１栄３－１２－１中 野 栄 小 学 校１２
７９９３，７００７，５５５岡田字北在家６７岡 田 小 学 校１３
８３６２，７００５，４１６枡江１５－１枡 江 小 学 校１４
１，０４２５，０００１０，１３７鶴巻１－１５－１鶴 巻 小 学 校１５
１，０９７６，２００１２，４８２田子２－１－１田 子 小 学 校１６
９４６５，１００１０，３０２幸町５－２－１幸 町 南 小 学 校１７
１，３７２３，２００６，８４１東宮城野２－１宮 城 野 小 学 校１８
１，５８３３，４００６，８６７五輪１－４－２５宮 城 野 中 学 校１９
１，３９７五輪１－４－１０仙台大志高等学校２０
１，２２９６，３００１２，６８３宮城野２－１４－２７東 華 中 学 校２１
７９０１，９００３，９１３東宮城野５－１東 宮 城 野 小 学 校２２
１，１９４２，０００４，１５３原町２‐６‐１原 町 小 学 校２３
１，１０６２，３００４，７１４東仙台５－２６－１東 仙 台 小 学 校２４
１，３０７５，５００１１，１５６幸町１－１５－１幸 町 中 学 校２５
９５１３，０００６，０４４燕沢２－２３－１西 山 小 学 校２６
１，２０６４，１００８，２９７燕沢２－２１－１西 山 中 学 校２７
９８０７，８００１５，６３７鶴ケ谷３－１７鶴 谷 小 学 校２８
６８３３，７００７，５８４鶴ケ谷６－２鶴 谷 東 小 学 校２９
１，３６２４，８００９，７４６中野字高橋前６５中 野 中 学 校３０
１，１３９５，７００１１，５６１田子２－１２－１田 子 中 学 校３１
１，４８４７，７００１５，５０４白鳥１－３２－１高 砂 中 学 校３２
７６５－－高砂一丁目２４－９高砂市民センター３３
３９６－－岩切字青津目１３７－８※岩切東コミュニティ・センター３４

【宮城野区】

※　岩切東コミュニティ・センターは七北田川の浸水想定区域内で平屋建てのため，大雨時は開設しません。
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収容可能人員（人）避難場所面積
（㎡）所　　　在　　　地名　　　　称番号

避 難 所避難場所
９７６２，２００４，５５４荒町８６荒 町 小 学 校１
１，０１７３，３００６，６０６連坊１－７－２７連 坊 小 路 小 学 校２
１，１７９２，０００４，１４４大和町３－１６－１大 和 小 学 校３
１，００８４，０００８，０６３遠見塚１－２２－１遠 見 塚 小 学 校４
８４８４，７００９，５７３古城２－１－１古 城 小 学 校５
１，３９９３，６００７，３４０荒井３－１７－１七 郷 小 学 校６
９２７３，５００７，１０３沖野３－２０－１沖 野 小 学 校７
１，４７５２，４００４，９０１六郷１１－１１六 郷 小 学 校８
１，１７７５，２００１０，５６５蒲町４１－１蒲 町 小 学 校９
１，００２３，３００６，７０２一本杉町１７－１０南 小 泉 小 学 校１０
１，１００３，５００７，１５３一本杉町２－１南 小 泉 中 学 校１１
１，１６５５，２００１０，４４６六郷１３－１六 郷 中 学 校１２
１，２６４５，２００１０，４００荒井８－１－１七 郷 中 学 校１３
１，１６４５，８００１１，６６７沖野２－２９－５０沖 野 中 学 校１４
９０５４，９００９，９８４沖野字高野南８９沖 野 東 小 学 校１５
１，０９６２，８００５，６４０南材木町８４南 材 木 町 小 学 校１６
１，５４０２，５００５，００５南小泉字八軒小路９－１八 軒 中 学 校１７
１，０２８３，１００６，２８０若林４－３－１若 林 小 学 校１８
１，２１１５，７００１１，５２２蒲町９－１蒲 町 中 学 校１９

【若林区】

収容可能人員（人）避難場所面積
（㎡）所　　　在　　　地名　　　　称番号

避 難 所避難場所
９３６５，９００１１，８３５向山３－１９－１向 山 小 学 校１
９３０６，３００１２，６８３萩ケ丘９－１愛 宕 中 学 校２
１，０５１４，０００８，００８大野田５－２７－２大 野 田 小 学 校３
１，３９９５，７００１１，４６０郡山５－１０－１郡 山 中 学 校４
７８０２，５００５，０２４八本松１－１６－１八 本 松 小 学 校５
１，６５３３，５００７，０８４鹿野１－８－１長 町 中 学 校６
１，１６９３，３００６，６６２西多賀２－３－１西 多 賀 小 学 校７
１，２２１７，４００１４，８３７八木山本町１－４０－１八 木 山 小 学 校８
７８５３，４００６，９０２八木山南５－３－２※八木山南小学校９
７８４３，２００６，５６１芦の口１－１芦 口 小 学 校１０
９１４２，３００４，７０９金剛沢１－１－１金 剛 沢 小 学 校１１
９４３３，７００７，５５１山田北前町３６－１山 田 中 学 校１２
７８３３，６００７，２４０太白１－５－１太 白 小 学 校１３
８３２４，４００８，８３８茂庭字中ノ瀬西２－２生 出 中 学 校１４
９９９６，４００１２，９４８中田４－１－１中 田 小 学 校１５
１，０８１４，６００９，３８０四郎丸字吹上６－３四 郎 丸 小 学 校１６
１，２１９３，８００７，６０２中田町字法地南４－２袋 原 小 学 校１７
１，５５３３，６００７，２７４長町４－６－１長 町 小 学 校１８
１，０４９４，０００８，１６１鹿野２－９－１鹿 野 小 学 校１９
９３０３，９００７，８３７上野山１－２０－１上 野 山 小 学 校２０
１，２００３，９００７，９００西多賀３－１０－１西 多 賀 中 学 校２１

【太白区】



―　　―１２０

収容可能人員（人）避難場所面積
（㎡）所　　　在　　　地名　　　　称番号

避 難 所避難場所
１，２０６４，６００９，３３５袋原４－２７－１袋 原 中 学 校２２
８３４５，７００１１，５９７郡山字行新田１－１郡 山 小 学 校２３
８９３４，３００８，６３８茂庭台４－１７－１茂 庭 台 小 学 校２４
３６４１，７００３，５９５秋保町馬場字町北２５馬 場 小 学 校２５
６５５２，９００５，８５２秋保町長袋字町１５秋 保 小 学 校２６
７１７４，４００８，８１７秋保町湯向２９－３※ 湯 元 小 学 校２７
９３６４，３００８，６２３秋保町長袋字大原４５－５秋 保 中 学 校２８
９０５５，９００１１，８２１四郎丸字昭和北１東 四 郎 丸 小 学 校２９
１，１７４４，５００９，１２５西中田７－７－１西 中 田 小 学 校３０
１，２５１３，５００７，１６４長町７－２３－１長 町 南 小 学 校３１
５５１１，２００２，４２０坪沼字長田中９－１※ 旧 坪 沼 小 学 校３２
１，４４６４，９００９，９７０富沢２－４－１富 沢 中 学 校３３
８７２４，１００８，３３２人来田１－１－１人 来 田 小 学 校３４
１，２７５５，４００１０，９６２郡山６－５－１東 長 町 小 学 校３５
１，５９７５，４００１０，８６３中田５－１５－１中 田 中 学 校３６
１，０１１８，１００１６，２８４八木山東２－２７－１八 木 山 中 学 校３７
１，００３７，４００１４，８９２人来田１－３５－１※ 人 来 田 中 学 校３８
５９３３，０００６，１４８茂庭字中ノ瀬西５－２生 出 小 学 校３９
１，０３２６，６００１３，３００茂庭台５－３－１茂 庭 台 中 学 校４０
４５５２，８００５，６００茂庭字合ノ沢南３１生出小学校赤石分校４１
１，５１４５，６００１１，２７９柳生３－７－３柳 生 中 学 校４２
１，３１９４，１００８，２８１柳生字台畑１００柳 生 小 学 校４３
１，２２４３，４００６，９５０富沢字中河原１７－１富 沢 小 学 校４４

収容可能人員（人）避難場所面積
（㎡）所　　　在　　　地名　　　　称番号

避 難 所避難場所
６０７５，５００１１，０５０根白石字杉下前１５根 白 石 小 学 校１
６８４５，２００１０，４００高森３－１高 森 小 学 校２
９４６６，８００１３，７５２将監３－１０－１将 監 小 学 校３
１，１４５６，２００１２，４３６将監１０－３－１将 監 中 央 小 学 校４
１，２９８５，８００１１，６３９向陽台５－６－１２向 陽 台 小 学 校５
１，４３２４，７００９，４６４七北田字東裏９０七 北 田 小 学 校６
１，４７３８，７００１７，４４１七北田字東裏１００七 北 田 中 学 校７
８１６４，９００９，８１８鶴が丘２－２松 森 小 学 校８
１，２９１４，６００９，２５０黒松３－１１－１黒 松 小 学 校９
１，３９７８，７００１７，５０１旭丘堤２－１－１※ 八 乙 女 中 学 校１０
１，２０９６，４００１２，９６０南光台７－１０－１南 光 台 小 学 校１１
８７５５，４００１０，８６４南光台東２－１６－１南 光 台 東 小 学 校１２
１，２５８５，５００１１，１１０南光台７－２４－１南 光 台 中 学 校１３
８００７，９００１５，８８５明通４－１２－１泉 ケ 丘 小 学 校１４
１，２０３７，１００１４，２２３加茂４－３加 茂 小 学 校１５
１，０９９３，６００７，２０７松森字不動１４８八 乙 女 小 学 校１６
８７７５，４００１０，９２３鶴が丘１－３５０鶴 が 丘 小 学 校１７
１，１９９９，２００１８，５４８寺岡２－１３－１寺 岡 中 学 校１８
１，１２９６，８００１３，７７７南中山２－２４－１４南 中 山 小 学 校１９

【泉　区】

※　八木山南小学校，湯元小学校，旧坪沼小学校，人来田中学校は，土砂災害警戒区域内に体育館があるため，大雨時は
開設しません。
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収容可能人員（人）避難場所面積
（㎡）所　　　在　　　地名　　　　称番号

避 難 所避難場所
９０６４，８００９，７４５虹の丘１－１０－１虹 の 丘 小 学 校２０
１，０６０５，６００１１，３６０長命ケ丘２－１１－１長 命 ケ 丘 中 学 校２１
１，２６９４，８００９，６３９加茂３－１加 茂 中 学 校２２
１，１４１８，３００１６，７６２館７－１－１７館 小 学 校２３
１，０１９６，６００１３，２６６住吉台西４－１－１住 吉 台 小 学 校２４
６３２２，１００４，２５０野村字東原前７野 村 小 学 校２５
５８３２，８００５，７７０実沢字一本橋２０実 沢 小 学 校２６
６２８３，９００７，８６４福岡字堰添１０福 岡 小 学 校２７
１，１７１８，６００１７，２７６高森６－２高 森 中 学 校２８
９７４５，０００１０，０７８松陵３－３５泉 松 陵 小 学 校２９
１，０３７５，２００１０，５００北中山２－２７－５北 中 山 小 学 校３０
１，００１５，０００１０，０００桂３－１－１桂 小 学 校３１
１，０８７６，１００１２，３８２鶴が丘２－１－１鶴 が 丘 中 学 校３２
９８６５，３００１０，７００松陵５－３２松 陵 中 学 校３３
１，１１７７，０００１４，１５２南光台東３－１－１南 光 台 東 中 学 校３４
１，３５７９，６００１９，３６２市名坂字天神沢３８－４向 陽 台 中 学 校３５
１，２７４５，４００１０，９９３将監３－２－１５将 監 東 中 学 校３６
１，４４５４，６００９，２７４将監９－１２－１将 監 中 学 校３７
８１７４，４００８，９２２将監１０－２９－１将 監 西 小 学 校３８
９０１４，３００８，６８５高森７－１－１高 森 東 小 学 校３９
８７４５，６００１１，２９６長命ケ丘５－１４－１長 命 ケ 丘 小 学 校４０
１，２９４６，４００１２，９２３南中山２－２６－１南 中 山 中 学 校４１
１，３００６，２００１２，５４５寺岡２－１４－１寺 岡 小 学 校４２
１，２１３５，８００１１，６００住吉台西４－１－２住 吉 台 中 学 校４３
９０２６，０００１２，１０１根白石字東鹿野５４根 白 石 中 学 校４４
１，１１０４，５００９，１５４館６－１７－１館 中 学 校４５
２，７５７２９，５００５９，００２七北田字古内７５仙台商業高等学校４６
１，２４９３，３００６，６３０市名坂字高玉１市 名 坂 小 学 校４７

※　八乙女中学校は土砂災害警戒区域内に体育館があるため，大雨時は開設しません。
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加加加加加 コミュニティ防災センターの概要 加加加加加

各区のコミュニティ防災センター及び簡易型防災資機材倉庫一覧
（平成３０年４月１日現在）

施 設 の 概 要うち倉庫
（㎡）

延べ面積
（㎡）階数開設年月所　　在　　地名称番号

コミュニティ・センター，防火
水槽１００㎥５２．０５５７４．７４２/０昭和５５．６小松島四丁目７－１小松島１

市民センター，老人憩の家，児
童館，防火水槽４０㎥５０．５４１，７１９．７８２/０５６．５中山三丁目１３－１中 山２

コミュニティ・センター，老人
憩の家，児童館，防火水槽１００㎥４７．４５１，６０２．７３３/０５６．１２上杉四丁目１－４５上 杉３

市民センター，防火水槽４０㎥３９．９０１，９９８．６６３/０５９．６福沢町９－９福 沢４

コミュニティ・センター，老人
憩の家，防火水槽４０㎥３９．１４４９７．９９２/０６０．４国見四丁目４－４国 見５

コミュニティ・センター，老人
憩の家３９．６０５３０．９１２/０６２．４桜ケ丘六丁目２４－１７桜ケ丘６

市民センター３７．５３１，４９９．０７１/０６２．４堤町三丁目２３－１三本松７

コミュニティ・センター，老人
憩の家３８．５３５１３．３６２/０６３．４通町二丁目３－１０通 町８

コミュニティ・センター，老人
憩の家３９．５５５１０．１５２/０６３．４柏木二丁目３－５０八 幡９

市民センター，児童館４０．７１２，０２７．６０３/０平成元．４米ケ袋一丁目１－３５片 平１０

市民センター，児童館，消防団
機械器具置場，防火水槽４０㎥４６．６８１，２４５．６０１/０２．５芋沢字要害６５大 沢１１

市民センター，児童館４５．００３，６０９．７５３/０２．９水の森四丁目１－１水の森１２

市民センター，防火水槽４０㎥４０．００１，２８４．４５１/０６．４落合二丁目１５－１５落 合１３

コミュニティ・センター，老人
憩の家，消防団機械器具置場，
防火水槽４０㎥

５２．０４５１３．２９１/０６．５芋沢字谷津１川 前１４

市民センター，児童館，消防団
機械器具置場，防火水槽４０㎥５２．１１１，７９０．７１３/０７．４折立三丁目２０－１折 立１５

市民センター，児童館，防火水
槽４０㎥４０．４０１，６０６．０３２/０８．４国見ケ丘二丁目２－１吉 成１６

コミュニティ・センター３７．１３５０６．８９１/０９．１川内亀岡町６３－１川 内１７

コミュニティ・センター，老人
憩の家，防火水槽４０㎥４０．００６２３．４５１/０１０．４中山台一丁目１０－５南吉成１８

市民センター，防火水槽４０㎥４８．７５１，２８７．５２１/０１０．４柏木三丁目３－１柏 木１９

コミュニティ・センター，防火
水槽４０㎥４０．７７７１６．９０２/０１１．４錦町二丁目４－４８東 六２０

小学校，市民センター，児童館５７．７３３，２６９．０６６/０１６．４木町通一丁目７－３６木町通２１

コミュニティ・センター，老人
憩の家，消防団機械器具置場５２．０２８４９．８０２/０１９．４あけぼの町１２－２０荒 巻２２

小学校，市民センター，防災資機材庫（４ ㎡）消防団機
械器具置場・コミュニティ消防センター（１２４．６２㎡）１２８．６２２，１４５．７２４/０１９．４一番町二丁目１－４青葉区中央２３

簡易型防災資機材倉庫
（広瀬文化センター敷地内）９．６０ －－１７．４下愛子字観音堂５愛 子２４

簡易型防災資機材倉庫
（川平コミュニティ・センター敷地内）６．７０ －－１８．４川平四丁目７－１０川 平２５

簡易型防災資機材倉庫
（貝森市民センター敷地内）９．５２ －－１９．２貝ケ森一丁目４－６貝 森２６

【青葉区】
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施 設 の 概 要うち倉庫
（㎡）

延べ面積
（㎡）階数開設年月所　　在　　地名称番号

簡易型防災資機材倉庫
（大倉小学校敷地内）９．５２ －－１９．２大倉字墓前１大 倉２７

簡易型防災資機材倉庫
（作並小学校敷地内）９．５２ －－２０．１作並字北子原６作 並２８

簡易型防災資機材倉庫
（広瀬小学校敷地内）９．５２ －－２２．１２下愛子字二本松４０広 瀬２９

市民センター４３．８４ １４８７．３９２/０２４．７熊ヶ根字石積４７宮城西３０

コミュニティ・センター，児童
館，防火水槽４０㎥３９．９１１１８９．１５１/０２７．４錦ケ丘七丁目２－３錦ケ丘３１

【宮城野区】

施 設 の 概 要うち倉庫
（㎡）

延べ面積
（㎡）階数開設年月所　　在　　地名称番号

市民センター，老人憩の家３０．００１，８８１．１４３/０昭和５７．１岩切字三所南８８－２岩 切１

コミュニティ・センター，老人
憩の家３０．２９５６５．００２/０６２．４萩野町二丁目１３－１０宮城野２

コミュニティ・センター，老人
憩の家４２．４２５１３．０９２/０平成２．５福田町三丁目１－２０鶴 巻３

コミュニティ・センター，老人
憩の家，消防団機械器具置場５０．５８５２２．５１２/０２．５東仙台五丁目３２－１７東仙台４

コミュニティ・センター，老人
憩の家，消防団機械器具置場４２．７５４９９．４５１/０４．４燕沢東三丁目９－２燕 沢５
市民センター，児童館，非常用
飲料水貯水槽１００㎥４２．００１，７５６．９０３/０５．４幸町三丁目１３－１３幸 町６
市民センター，児童館，老人福
祉センター４０．０２１，５７９．４８２/０６．５高砂一丁目２４－９高 砂７
コミュニティ・センター，老人憩の家，
消防団機械器具置場，防火水槽１００㎥５２．２６８５３．９１３/０６．４原町一丁目３－５４原 町８
コミュニティ・センター，老人
憩の家４１．０４４９８．０２１/０７．１蒲生字雑子袋３－１４岡 田９
コミュニティ・センター，老人
憩の家，防火水槽４０㎥４０．９５５０１．３４１/０９．４鶴ケ谷東一丁目１－５０鶴ケ谷東１０
コミュニティ・センター，老人憩の家，
消防団機械器具置場，防火水槽４０㎥５０．４０８１７．６４１/０９．１岩切字青津目１３７－８岩切東１１
市民センター，児童館，消防団
機械器具置場，防火水槽４０㎥５２．００１，９５４．４９２/０１１．８田子二丁目４－２５田 子１２
コミュニティ・センター，児童
館，防火水槽４０㎥４０．３０１，１１０．９４１/０１２．４安養寺二丁目２－１枡 江１３
コミュニティ・センター，児童
館４０．５２１，１０２．８８２/０１３．４栄三丁目１１－１１中野栄１４

市民センター，児童館 ３９．９０１，９４４．７２２/０１５．３福室五丁目９－３６福 室１５
コミュニティ・センター，老人憩の
家，消防団機械器具置場，水防倉庫５０．６２４６３．６８２/０１８．４新田二丁目１１－３０新 田１６
コミュニティ・センター，児童
館，防火水槽４０㎥４３．３３１，２００．８４２/０１９．４大梶１０－２７幸町南１７

市民センター４８．７５ １，７５１．４７２/１２８．４鶴ケ谷二丁目１－７鶴 谷１８
簡易型防災資機材倉庫
（榴ケ岡市民センター敷地内）６．７０ －－１９．２五輪一丁目３－１榴ケ岡１９
簡易型防災資機材倉庫
（東宮城野小学校敷地内）９．５２ －－１９．２東宮城野５－１東宮城野２０

コミュニティ・センター４０．２８ ８０６．０２１/０２８．４東仙台六丁目１７番１西 山２１



―　　―１２４

【若林区】

施 設 の 概 要うち倉庫
（㎡）

延べ面積
（㎡）階数開設年月所　　在　　地名称番号

コミュニティ・センター，防火
水槽１００㎥８０．５０６９６．９６２/０昭和５５．５沖野三丁目３０－１沖 野１

コミュニティ・センター，老人
憩の家，消防団機械器具置場４５．２４５５９．７０２/０５６．４連坊一丁目７－１５連 坊２

市民センター，防火水槽４０㎥，
消防団機械器具置場４９．６８１，９２７．０９３/０５８．４荒井３－７－２七 郷３

コミュニティ・センター，老人
憩の家３０．０９５５９．３５２/０５９．４南小泉字八軒小路５－

４南 材４

コミュニティ・センター，老人
憩の家３９．１９５１２．５５２/０６３．４大和町二丁目９－１５大 和５

市民センター，児童館，消防団
機械器具置場，防火水槽４０㎥５１．３０１，６２４．０３２/０平成３．４若林三丁目１５－２０若 林６

コミュニティ・センター，老人憩の家，
消防団機械器具置場，防火水槽４０㎥５２．００５１７．１０２/０６．４蒲町３２－１８蒲 町７

コミュニティ・センター，老人
憩の家，児童館４０．１５７７３．３２１/０８．４遠見塚一丁目１４－２０遠見塚８

コミュニティ・センター，消防団機械器具
置場（連坊コミュニティ・センター別館）５２．０４１６２．２３１/０８．４木ノ下一丁目２３－２３木ノ下９

二木津波避難施設内，消防団
機械器具置場，防火水槽４０㎥－４３１．８０２/０９．２二木字山王７７－２東六郷１０

コミュニティ・センター，児童館，消
防団機械器具置場，防火水槽40㎥４０．９５１，１０１．９３１/０１１．１２古城一丁目１－１５古 城１１

簡易型防災資機材倉庫
（若林区文化センター敷地内）９．６０－－１７．４南小泉一丁目１－１南小泉１２

簡易型防災資機材倉庫
（六郷市民センター敷地内）９．５２－－１８．４今泉一丁目３－１９六 郷１３
簡易型防災資機材倉庫
（沖野市民センター敷地内）６．７０－－１８．４沖野七丁目３４－４３沖野東１４

市民センター，児童館４３．０６２，２３４．７８３/０２２．２荒町８６－２荒 町１５

【太白区】

施 設 の 概 要うち倉庫
（㎡）

延べ面積
（㎡）階数開設年月所　　在　　地名称番号

市民センター８０．０６ １，７２１．９１ ２/０昭和５６．４中田四丁目１－５中 田１

コミュニティ・センター，老人
憩の家，防火水槽４０㎥５０．３０ ５５４．９５ １/０５８．４萩ケ丘９－１向 山２

市民センター，防火水槽 １００
㎥３０．００ １，４９５．４４ ２/０６０．５八本松二丁目４－２０八本松３

コミュニティ・センター３０．００ ５３１．３９ ２/０６１．４西中田七丁目６－２４西中田４

市民センター３３．３４ １，５８７．３８ ４/０６２．４八木山本町一丁目４３八木山５

市民センター４０．０４ １，４９６．８９ ２/０６２．４山田北前町１３－１山 田６

市民センター，児童館３８．５８ １，４９５．５５ ２/０６３．４茂庭台四丁目１－１０茂庭台７

市民センター，児童館，消防団
機械器具置場５２．０５ １，６１９．９６ ２/０平成元．４四郎丸字吹上５１東中田８

コミュニティ・センター，老人憩の
家，消防団機械器具置場，水防倉庫５４．０１ ５１０．００ １/０３．５郡山五丁目７－１郡 山９

コミュニティ・センター，老人
憩の家４３．２５ ５１８．３０ ２/０４．３山田自由ケ丘２７－２１太 白１０

コミュニティ・センター，老人
憩の家，消防団機械器具置場５２．２０ ５１２．５８ ２/０６．３東中田五丁目１３－１１袋 原１１

コミュニティ・センター，老人
憩の家，防火水槽４０㎥４１．３８ ５１３．８１ ２/０７．５芦の口４－１芦の口１２



―　　―１２５

施 設 の 概 要うち倉庫
（㎡）

延べ面積
（㎡）階数開設年月所　　在　　地名称番号

コミュニティ・センター，老人
憩の家，消防団機械器具置場５２．６３ ５１２．１８ １/０７．４人来田二丁目１－２０人来田１３

コミュニティ・センター，消防団機械器具
置場，（大野田コミュニティセンター別館）４５．３６ １６７．６７ １/０７．４大野田三丁目８－１大野田

（別館）１４

市民センター，児童館，消防団
機械器具置場５２．７０ １，６３３．０１ ２/０９．４柳生七丁目２０－７柳 生１５

コミュニティ・センター，老人
憩の家，防火水槽４０㎥４０．００ ４９９．９０ １/０９．４金剛沢一丁目７－１金剛沢１６

コミュニティ・センター，老人
憩の家，児童館４３．２９ ７６５．９１ １/０９．５長町南一丁目６－１５長町南１７

コミュニティ・センター，児童館，
老人福祉センター，防火水槽40㎥３７．８２ １，６３６．０７ ２/０１１．８郡山字行新田９－５東郡山１８

コミュニティ・センター４１．９０ ５４２．５１ １/０１１．１２坪沼字長田中９－１坪 沼１９

コミュニティ・センター，児童
館４５．３６ １，２３１．１２ １/０１２．１鈎取三丁目１３－１八木山

南２０

コミュニティ・センター３９．５６ ７７０．１８ ２/０１３．４長町二丁目１３－３６長 町２１

市民センター３８．９０ １，８３９．３０ ２/０１３．１１富沢南一丁目１８－１０富 沢２２

コミュニティ・センター，児童
館，水防倉庫４０．７８ １，１５８．８０ １/０１７．４四郎丸字大宮２６－１０東四郎丸２３

秋保消防団長袋分団コミュニ
ティ消防センター敷地内２５．９４ －１/０２７．４秋保町長袋字大原１６０－

２秋 保２４

コミュニティ・センター，老人
憩の家４５．３６ ４６５．４５１/０２０．５緑ヶ丘三丁目９－１９緑ヶ丘２５

コミュニティ・センター，老人
福祉センター，児童館４４．１０ ７８８．１４２/０２３．５大野田字宮脇７－４大野田２６

簡易型防災資機材倉庫
（生出小学校敷地内）９．６０ －－１７．４茂庭字中ノ瀬西５－２生 出２７

簡易型防災資機材倉庫
（湯元市民センター敷地内）９．５２ －－１９．２秋保町湯向２－２０湯 元２８

簡易型防災資機材倉庫
（馬場市民センター敷地内）９．５２ －－１９．２秋保町馬場字竹林４５－

１馬 場２９

簡易型防災資機材倉庫
（西多賀市民センター敷地内）６．７０ －－２２．１２西多賀三丁目６－８西多賀３０

【泉　区】

施 設 の 概 要うち倉庫
（㎡）

延べ面積
（㎡）階数開設年月所　　在　　地名称番号

市民センター４０．５０ １，７６１．５５２/０平成２７．４南光台七丁目１－３０南光台１

コミュニティ・センター３６．９８ ４７９．９６２/０元．４泉ケ丘三丁目１－２６泉ケ丘２

コミュニティ・センター４０．０２ ４５４．６１１/０２．５虹の丘一丁目９－４虹の丘３

コミュニティ・センター３９．７１ ４３９．９７１/０３．４館七丁目１－１０館４

コミュニティ・センター４０．００ ４４０．００２/０４．４七北田字東裏３７七北田５

コミュニティ・センター４０．１８ ４４１．９７１/０５．４北中山一丁目１８－１１北中山６

コミュニティ・センター，防火
水槽４０㎥４０．１８ ４４０．９９１/０６．４住吉台西四丁目２－４住吉台７

コミュニティ・センター，防火
水槽４０㎥４０．００ ４４１．２８１/０７．４南光台東二丁目２８－１５南光台東８

市民センター３９．９０ １，９７０．０８２/０１２．１松森字城前９－２松 森９

コミュニティ・センター４１．８０ ４９９．８５１/０１２．４向陽台五丁目２１－４１向陽台１０



―　　―１２６

施 設 の 概 要うち倉庫
（㎡）

延べ面積
（㎡）階数開設年月所　　在　　地名称番号

コミュニティ・センター４０．０９ ７９９．７５１/０１２．４高森一丁目１－１９５高 森１１

コミュニティ・センター４１．１０ ７９７．５０１/０１２．４松陵三丁目２８－３泉松陵１２

市民センター，児童センター４１．０１ ２，２６８．０５２/０１３．１２桂三丁目１９－１桂１３

コミュニティ・センター
（倉庫別棟）４７．４０ ７４１．４３２/０１４．４野村字新馬場屋敷２２－

２野 村１４

コミュニティ・センター４０．７７ ７９９．９７１/０１５．７将監十三丁目２０－１将監西１５

市民センター４７．７４ １，５７９．６６２/０１５．１１南中山二丁目２４－１２南中山１６

市民センター，泉・ふるさと生
活ギャラリー３８．６４ ２，１３８．５４２/０１６．１七北田市名坂字東裏５３

－１泉区中央１７

簡易型防災資機材倉庫
（長命ケ丘公園内）９．６０ －－１７．４長命ケ丘五丁目１４長命ケ丘１８

簡易型防災資機材倉庫
（黒松市民センター敷地内）６．７０ －－１８．４黒松一丁目３３－４０黒 松１９

簡易型防災資機材倉庫
（鶴が丘コミュニティ・センター敷地内）９．５２ －－１９．２鶴が丘一丁目３７－１鶴が丘２０

簡易型防災資機材倉庫
（松陵市民センター敷地内）６．７０ －－１９．２松陵五丁目２０－２松 陵２１

簡易型防災資機材倉庫
（将監市民センター敷地内）６．７０ －－１９．２将監八丁目２－１将 監２２

簡易型防災資機材倉庫
（高森市民センター敷地内）６．７０ －－１９．２高森六丁目１－２高 森２３

簡易型防災資機材倉庫
（寺岡市民センター敷地内）６．７０ －－１９．２寺岡二丁目１４－４寺 岡２４

簡易型防災資機材倉庫
（根白石市民センター敷地内）９．５２ －－１９．４根白石字杉下前２４根白石２５

簡易型防災資機材倉庫
（実沢コミュニティセンター敷地内）９．５２ －－２０．１実沢字一本橋１－２８実 沢２６

簡易型防災資機材倉庫
（福岡文化センター敷地内）９．５２ －－２０．１福岡字堰添４９－１福 岡２７

簡易型防災資機材倉庫
（八乙女コミュニティ・センター敷地内）６．７０ －－２０．４七北田字田中１－２八乙女２８

コミュニティ・センター４０．００ ７９３．４６１/０２２．４将監殿四丁目１２－１将監中央２９

市民センター４８．６２ １７５６．３４２/０２５．４加茂四丁目２加 茂３０

簡易型防災資機材倉庫
（紫山四丁目公園敷地内）９．５５ －－２７．４紫山四丁目８－２紫 山３１

簡易型防災資機材倉庫
（西中山集会所敷地内）９．５５ －－２７．４実沢字男生山１４西中山３２

簡易型防災資機材倉庫
（明石南五丁目南公園敷地内）９．５５ －－２７．４明石南五丁目２－３明石南３３

簡易型防災資機材倉庫
（上谷刈センター駐車場敷地内）９．５５ －－２７．４上谷刈三丁目１０－２１上谷刈３４

簡易型防災資機材倉庫
（市名坂楢町公園敷地内）９．５５ －－２７．４市名坂楢町１６８外泉中東３５

加加加加加 風水害による主な被害状況 加加加加加
（平成２９年中）

住　　　家　　　被　　　害人 的 被 害
床 下 浸 水床 上 浸 水一 部 破 損半　　　壊全　　　壊負 傷 者行　方

不明者死者
世帯棟世帯棟世帯棟世帯棟世帯棟軽傷重傷
22  233100009000
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加加加加加 仙台市総合防災訓練参加状況 加加加加加

参加状況一覧表（自主防災・発災対応型訓練，避難所運営訓練） （平成２９年度実施）

太白区若林区宮城野区青葉区機関・団体別 人　員車両等団体数人　員車両等団体数人　員車両等団体数人　員車両等団体数
1,34025387134351524019町    内    会
1,0603770151小 学 校
500237012161中 学 校

高 等 学 校
7161大 学

幼 稚 園 ・ 保 育 所
255192Ｐ　 　 Ｔ　 　 Ａ

診 療 所 ・ 病 院
187211防 災 関 係 機 関

自 衛 隊
警 察

4121交 通 指 導 隊
121222516仙台市地域防災リーダー

23退 職 者 団 体 連 合 会
3052512415婦 人 防 火 ク ラ ブ
4551287140182消 防 団
30713072172257消 防 署
10312011862141区 ・ 総 合 支 所
30779110431本 庁 関 係 部 局
111134社 会 福 祉 施 設

11311そ の 他 の 事 業 所
3,08323631,68114286010433271526合　 　 　 　 計

合　　　　計宮城地区泉　　　区機関・団体別 人　員車両等団体数人　員車両等団体数人　員車両等団体数
2,67550801175031565町    内    会
1,8691273012141小 学 校
87805中 学 校
000高 等 学 校
1302大 学
000幼 稚 園 ・ 保 育 所
5408101Ｐ　 　 Ｔ　 　 Ａ
000診 療 所 ・ 病 院
2329311防 災 関 係 機 関
000自 衛 隊
521521警 察
162452151交 通 指 導 隊
280172111仙台市地域防災リーダー
2300退 職 者 団 体 連 合 会
119010152201婦 人 防 火 ク ラ ブ
16718520312611消 防 団
167387186147111消 防 署
10712118413011区 ・ 総 合 支 所
771021833175本 庁 関 係 部 局
253872241社 会 福 祉 施 設
261092076221そ の 他 の 事 業 所

6,27215920426089233201821合　 　 　 　 計
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津波避難訓練　参加者数集計表 （平成２９年度実施）

宮城野区
確定数予定数区分

－市民等
－児 童
－その他

557－計

若林区
確定数予定数区分

－市民等
－児 童
－その他

5－計

宮城野区
確定数予定数区 分

－市 民 等
－児 童
－そ の 他

557－計

太白区
確定数予定数区分

－市民等
－生 徒
－その他

113－計

減災推進課（津波避難）
確定数予定数区 分

3－ア ク セ ル
12－仙台うみの杜水族館
7－仙台冷蔵倉庫仙台港第三センター
3－キリンビール仙台工場
5－中野五丁目津波避難タワー
10－セ ン コ ー
5－日鐵住金建材津波避難タワー
35－港南津波避難タワー
106－南蒲生津波避難タワー
5－岡田津波避難ビル
64－新浜津波避難タワー
7－笹屋敷津波避難ビル
5－震災遺構荒浜小学校
0－三本塚長屋敷津波避難タワー
0－三本塚津波避難ビル
1－井土津波避難タワー
2－二木津波避難ビル
5－種次津波避難ビル
3－避 難 階 段 １
36－避 難 階 段 ２
1－避 難 階 段 ３
0－避 難 階 段 ４
1－避 難 階 段 ５
44－24の 避 難 の 丘
6－25の 避 難 の 丘
1－26の 冒 険 広 場
0－27の 避 難 の 丘
367合 計

76岡田小
140高砂中
250中野栄小
40中野中
5福室小
7鶴巻小
26賀茂皇神社
13高砂市民C
557合計

1蒲町小
1蒲町中
0七郷小
0七郷中
1沖野小
0沖野中
0沖野東小
1六郷小
1六郷中
5合計

0四郎丸小
3東四郎丸小
2袋原小
0袋原中
108郡山小
113合計

49箇所
1，042名合　　　　計
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加加加加加 消　防　団 加加加加加

年令及び階級別消防団員数 （平成３０年４月１日現在）

団員班長部長副分団長分団長副団長団長小計年齢別
2218
4419
3320
131321
3322
9923
71824
71825
2022226
161627
931228
2232529
2622830
3513631
2362932
2953433
241113634
34323935
371125036
44515037
461336238
4420517039
4624217340
322186141
4420168042
3522116843
432814118744
3421146945
3218176746
3024136747
2223176248
2213714349
192017115850
1719195551
16221615552
121423515553
101716234854
10161955055
1214237125956
71321555157
710158314458
315219915859
5513553360
47194714261
571558214362
410174614263
2781422464

3311865
251866

1167
2268

21369
070

93049739570631371，975合計
39．947．152．457．760．162．466．045．7平均年齢
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消防団員の表彰 （平成２９年度中）

秋　保
消防団

宮　城
消防団

泉
消防団

太　白
消防団

若　林
消防団

宮城野
消防団

青　葉
消防団

計累　計区　　　　　　　分

131113212178叙勲

褒章

02藍綬

04紺綬

消防庁長官表彰

01功績章

09功労章

22127227永年勤続功労章

宮城県知事表彰

21115110功労章

6748122301，923永年勤続章

仙台市長表彰

11248市政功労者

41617207168883，950感謝状

消防局長表彰

112474103412，861永年勤続章

日本消防協会長

03特別功労章

112105功績章

1113232精績章

571242211，280勤続章

宮城県消防協会長表彰

1333132161，540功績章

063功労章

5747122282，239永年勤続功労章

112474103413，375勤続章

67141711146756，254表彰状



―　　―１３１

消防団員の入退団状況 （平成２９年度中）

合
　
　
計

　
歳
以
上

70　
～
　
歳

66

69

　
～
　
歳

６１

６５

　
～
　
歳

56

60

　
～
　
歳

５１

55

　
～
　
歳

46

50

　
～
　
歳

４１

45

　
～
　
歳

36

40

　
～
　
歳

３１

35

　
～
　
歳

26

30

　
～
　
歳

２１

25

　
～
　
歳

18

20年 齢 区 分

101000251215211117117入 団 者 数

17001535241717191289122退 団 者 数

消防団員の勤続年数 （平成３０年４月１日現在）

平
均
勤
続

年
　
　

数

合
　
　
　
計

　
年
以
上

40　
～
　
年
未
満

35

40

　
～
　
年
未
満

30

35

　
～
　
年
未
満

25

30

　
～
　
年
未
満

20

25

　
～
　
年
未
満

15

20

　
～
　
年
未
満

10

15

５
～
　
年
未
満

10

５
年
未
満

勤 続 年 数

17．117011714152120182044退 団 者 数

12．61，975144272118188274360379528現職団員数

消防団員報酬額 （平成３０年４月１日現在）

出場報酬（１回当たり：円）職務報酬額（年額：円）区 分

水火災等の防御活動に従事したとき
・従事した時間が８時間以内の場合　　　４，４００
・従事した時間が８時間を超える場合　　７，０００
その他の消防活動に従事したとき　　　　３，７００

93，000団 長

82，000副 団 長

57，000分 団 長

47，000副分団長

37，000部 長

31，000班 長

28，500団 員
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消防分団別人員及び装備の配置状況
ホ
ー
ス
乾
燥
塔

機
械
器
具
置
場

受

令

機

雨

衣

防

火

衣

ホースポンプの状況現

員

定

員

区　　分
　

勺

６５　

勺

５０小
型
動
力
ポ
ン
プ

小
型
動
力
ポ
ン
プ

付
き
積
載
車

消
防
ポ
ン
プ
車

951203672，2351，6721，2030012001，9752，430合　 計
14610本 部

青

葉

消

防

団

1310151012225中 央
1321141011325片 平
1322171011725青 葉

11318151012225荒 巻 西
1322121011625荒 巻 東
1322141012225八 幡

11317111011725国 見
1132581012225小 松 島
11315161012125宮 町

1324121011825折 立

4103120013410010196260小 計
1177910本 部

宮
城
野
消
防
団

1325211013030原 町
2645282023035東 仙 台
1325141012125宮 城 野

4721123907078995岩 切
57211309670795100高 砂
441296774044990港

1331191011825幸 町

13237049235223023341410小 計
188810本 部

若

林

消

防

団

22644252021830連 坊
12629192022235南 小 泉
12636442023435南 材
810301658710010105150六 郷
682415386808112140七 郷

18247343526924024299400小 計
1157810本 部

太

白

消

防

団

11322171013030八 木 山
23954313033945長 町

1320201012935郡 山
11341241013945西 多 賀
11320191012830山 田
33949293034655中 田
12656302025060東 中 田
8824159111808105120生 出

17206143628820020374430小 計
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（平成３０年４月１日現在）

ホ
ー
ス
乾
燥
塔

機
械
器
具
置
場

受

令

機

雨

衣

防

火

衣

ホースポンプの状況現

員

定

員

区　　分
　

勺

６５　

勺

５０小
型
動
力
ポ
ン
プ

小
型
動
力
ポ
ン
プ

付
き
積
載
車

消
防
ポ
ン
プ
車

11910本 部

泉
　
　
　
消
　
　
　
防
　
　
　
団

11317191012030七 北 田
11317181012930市 名 坂
11319161013030八 乙 女
11313171013030松 森
11317181012830大 沢
11317221012630野 村
11318211012630上 谷 刈
11317181312930南 光 台
11315211011930朴 沢
11318181011630福 岡
11315191012230根 白 石
11317141013030西 田 中
11312201012330小 角
11317191012630実 沢

14144322926114314363430小 計
1981925本 部

宮

城

消

防

団

33950483032940作 並
551545365054260上 愛 子
22636272024150愛 子
22628232023030落 合
441270554046570芋 沢
33926333031730川 前
441250364044950大 倉

23237031426623023292355小 計
16677本 部

秋

保

消

防

団

11324271011330長 袋
22630272022230馬 場
11327111012830湯 元
11322211012224境 野
11320101011824野 中

6619129102606110145小 計



防 災 都 市 宣 言

１９７８年宮城県沖地震は，市民生活にかつてない

打撃を与え，本市のみならず全国の都市に重大な

警鐘を鳴らした。

本市はすでに，全国に先がけて健康都市を宣言

し，清く明るく住みよい都市づくりに全力を傾注

してきたが，さらに今回の災害を貴重な教訓とし

て都市防災をこれからの健康都市建設の基調に据

え，災害に強く一層安全な都市仙台をめざすこと

を決意した。

よって，ここに６月１２日を「市民防災の日」と

定め，全市民とともに仙台市を防災都市とするこ

とを宣言する。

昭和５４年６月１２日

仙　台　市　長　



 

:7.1m 

27 名 



⑶　主な活動状況等
①　消防活動の概要
３月１１日　　　　　　避難広報及び誘導活動，救助活動，火災等災害対応を実施
　　　　　　　　　　津波被害区域の検索救助活動実施
３月１２日　０：１８～　宮城野区中野小学校周辺火災に消防ヘリ消火活動
３月１２日　　　　　　道路啓開を実施し，地上と上空から中野小学校に避難した約４００人を救出
３月１４日～２９日　　　幹線道路及び主要施設への災害対応に係る道路啓開実施
３月１５日　　　　　　ＪＸ日鉱日石エネルギー㈱仙台製油所火災対応（多賀城市域）
３月１６日・１７日　　　全農エネルギー（株）仙台石油基地の危険物漏洩対応
３月１８日～２０日　　　ＪＦＥ条鋼・東邦運輸倉庫他火災鎮滅
３月１９日・２０日　　　ＪＸ日鉱日石エネルギー㈱仙台製油所危険物漏洩対応

　【救助活動・行方不明者捜索活動状況】（平成２６年３月３１日現在）
　　職員延べ１３，４３１名　団員延べ３，９２８名／　救助人員８９９人　検索３６２体
　【消防ヘリコプターによる救助人員】　４２４人（仙台市消防ヘリ１６８人・札幌市消防ヘリ２３６人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・東京消防庁ヘリ２０人）
②　１１９番受付状況
３月１１日から３月１７日（発災当日から１週間）
受付総件数　７，５０２件　　　　ピーク時　３月１２日　１，５６６件（５５秒に１件）

③　協定締結団体等との連携による活動状況等
宮城県解体工事業協同組合，社仙台建設業協会，社ジャパンケネルクラブ公認有犬の学校など，協定締
結団体との連携による重機や災害救助犬による検索救助活動を実施

④　地震・津波に起因する災害出場状況

※　（　）は４月７日以降の余震に起因するもの
※　火災は発生件数

⑤　救急隊活動状況
３月１１日から３月１７日（発災当日から１週間）
救急出場総件数　１，６８４件　　　ピーク時　３月１２日　３０７件

自然災害危険物漏洩ガス漏れ救助火災

２２５（４７）４６（２２）１１３（５２）２９９（１７）３９（３）
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